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第 1 章 序論 

1.1 本研究の背景 
1.1.1 環境問題に対する取り組みの限界とサステナビリティ・トランジションの必要性 
（１）環境問題の危機的な状況 
 戦後の急激な経済発展を背景に、⼤気・⽔質の汚染や廃棄物の増加といった公害問題が社
会課題のひとつとして表⾯化した時代は、単独の汚染物質、あるいは汚染源に対し、技術や
規 制 を ⽤ い て 個 別 に 対 応 す る End of pipe と 呼 ば れ る ア プ ロ ー チ が 主 流 で あ っ た
（Oosterhuis et al. 1996）。これらの対策は効果的に機能し、公害問題の解決に寄与したと
⾔える。 

しかしその後、地球温暖化の加速や資源の枯渇といった、その原因と影響に空間的及び時
間的な広がりを持つ環境問題が顕在化してきた。これらの問題は、異なる意図を持つアクタ
ーが複雑に関係し、現在の社会システムの中に深く根ざしているため、解決が困難な根強い
問題（Persistent Problems）として呼ばれている（Schuitmaker 2012）。こうした新たな環境
問題に対し、関係主体が各問題の出⼝に個別に対応するのではなく、問題を包括的にシステ
ムとして捉え、幅広い国や組織が連携し、より問題の上流に対処しようとするアプローチが
これまで進められてきた（Oosterhuis et al. 1996）。例えば製品の⽣産現場では、関係者が連
携して資源やエネルギーの効率性を改善することによって、製品のライフサイクル全体、あ
るいはサプライチェーン全体での環境負荷を低減しようとする取り組みが進められてきた
（渡部ら 2017）。 

こうした取り組みは成果を上げる⼀⽅、⻑期的かつ根本的な問題の解決という観点から
は、限界も⾒えてきている。その原因のひとつとして、世界的な⼈⼝増加や新興国の経済発
展といった社会情勢の変化に起因する資源消費、環境負荷の急激な増⼤が挙げられる（渡部
ら 2017）。図 1-1 に、Steffen ら（2015）によるプラネタリー・バウンダリーの 9 領域にお
ける現在の状況を⽰す。プラネタリー・バウンダリーとは、惑星規模で地球システムを捉え
た場合の地球にとっての安全域と現在の状況を９つの領域別に⽰したものである。図 1-1 の
うち、安全域は緑⾊と⻩⾊が交わる場所にある。⾚⾊のゾーンは安全域を⼤幅に超えたハイ
リスク域を、⻩⾊ゾーンはリスクが⾼まっていることを、緑⾊は安全域内であることを⽰し
ている。なお、灰⾊で⽰されている領域は、現時点で安全域が設定されていないことを⽰す。
図 1-1 を⾒ると、オゾン層の減少（Stratospheric ozone depletion）と淡⽔の使⽤（Freshwater 
use）以外は、既に地球にとっての安全域を超えてしまっていることが分かる。 
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図 1-1 プラネタリー・バウンダリーの 9 領域における現在の状況（Steffen ら 2015） 

 
 中でも様々な環境問題と連動して広範囲、かつ⻑期にわたって悪影響を及ぼすとされる
気候変動は、1997 年の京都議定書を契機に国際的な取り組みが進められているものの、更
なる抜本的な対策を講じなければ、その影響を免れられないことが IPCC の第 5 次評価報
告書で述べられている（IPCC 2014）。図 1-2 は、4 種の将来シナリオ別の⼆酸化炭素年間
排出量の将来予測である。図中の RCP（Representative Concentration Pathways）シナリオ
とは、放射強制⼒（地球温暖化を引き起こす効果）をもたらす⼤気中の温室効果ガス濃度や
エアロゾルの量について、将来の安定化レベルとそこに⾄るまでの経路のうち代表的なも
のを選んだシナリオである。⾚い線で⽰される RCP8.5 は、2100 年の温室効果ガス排出量
が最⼤となる、対策を講じない場合のシナリオであり、⻘い線で⽰される RCP2.6 は将来
の気温上昇を⼯業化以前である 1861〜1880 年の平均値から 2℃以内に抑えるという⽬標の
もとに開発された排出量の最も低いシナリオである。気温上昇は⼆酸化炭素の累積排出量
に⽐例することが分かっており、図 1-3 は、気温の変化と 1870 年以降の⼆酸化炭素累積排
出量との関係図を⽰している。この図より、RCP2.6 のシナリオを達成し、気温上昇を 2℃
以内に抑えるためには、1870 年以降の⼆酸化炭素排出量を 3000GtCO2 程度以内に留めな
ければならないにも関わらず、2011 年時点ですでに約 2000 GtCO2 が排出されており、残
された排出許容量は⼤きくないことが分かる。さらに、排出される⼆酸化炭素の 65%は化
⽯燃料の燃焼に起因することが分かっているが（IPCC 2014）、世界の最終エネルギー消費
における再⽣可能エネルギーの割合は 2015 年時点でも 19.3％に留まっており、エネルギー
分野では特に⼆酸化炭素排出削減に向けた⼤胆な取り組みが求められている（REN21 
2017）。 
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図 1-2 RCP シナリオ別の⼆酸化炭素年間排出量の将来予測（IPCC 2014） 

 

 
図 1-3 1861~1880 年からの気温変化と 1870 年以降の⼆酸化炭素の累積排出量の関係図

（IPCC 2014） 
※図中のシナリオの⾊分けは、図 1-2 の WGIII シナリオカテゴリと同様 

 
（２）サステナビリティ・トランジションの必要性 
 こうした厳しい現状に対応するために、少ない資源から多くの産出を得ることで経済成
⻑と CO2 排出量を切り離そうとするデカップリングを⽬指して、効率改善に主眼を置いた
取り組みが進められているが（OECD 2002,2017）、依然として対策が成功してきていると
楽観視できる状況ではない（地球環境産業技術研究機構 2017）。そのような状況の中、Geels
（2004、2011）と Frantzeskaki ら（2015）は、これまでの延⻑線上にある取り組みではな
く、⻑期的な持続可能性を⽬指して社会のシステムそのものを変換させるサステナビリテ
ィ・トランジションの必要性を指摘している。サステナビリティ・トランジションは、現在
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のシステムを前提とした予測（フォアキャスティング）に基づく、短期的な⽬標達成によっ
て実現することは不可能であり、⻑期的な視点で描いた将来のあるべき姿（ゴール）から、
現在なすべきことを逆算するバックキャスティングによって実現しようとするのが特徴で
ある（Loorback and Rotmans 2006）。 

こうした社会システムのトランジションを理解するうえで重要な枠組みとして、⻑期的
な変化プロセスをいくつかのフェーズに分けて整理した Geels（2004）によるマルチフェー
ズの視点が挙げられる。彼によると、社会システムの変換は、図 1-4 に⽰すようにミクロレ
ベル（Technological niches）、メゾレベル(Socio-technical regime)、マクロレベル(landscape 
developments)の 3 段階に分けることができるとしている。 

 

 
図 1-4 マルチレベルでのシステム変⾰の説明図（Geels 2004） 

 
この図において、ミクロレベルは様々な⼈や組織によって試験的な取り組みが活発に⾏

われる段階であり、メゾレベルは政策、⽂化、市場、科学技術等の社会技術レジームが変化
する段階である。マクロレベルはランドスケープとも呼ばれ、広い外的な環境（例：物理的
環境、社会で共有している⽂化的信条等）を意味する。ランドスケープにはアクターの影響
が直接及ばず、意志によって変えることができないため（Geels 2004 、Smith et al. 2010）、
⼀般に「トランジション」とは、メゾレベルの変化、すなわち社会技術レジームの変化を意
味している（Frantzeskaki et al. 2015）。 

環境分野において、これまで実際に起きたメゾレベルでの変化の具体例としては、排出権
取引の導⼊、エコカーへの経済的インセンティブの付与、市街地への⾞の乗り⼊れ規制の導
⼊といった新たなシステムやルールの導⼊が挙げられる。また、ビジネス上の服装習慣の⾒
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直し（Cool Biz、Warm Biz）、⾷品ロス削減に向けた卸売、⼩売期限ルールの⾒直しといっ
た既存のシステムやルールの⾒直しもメゾレベルの変化ということができる。 

こうしたメゾレベルでの変化の多くは、その前段階であるミクロレベルの取り組みから
もたらされる。すなわち、ミクロレベルで⾏われる試験的な取り組み（Rotmans らが⾔うと
ころのイノベーション）が活性化し、結びつき、社会全体の⼤きな流れとして⽅向づけられ
たとき、メゾレベルでの変化が起こるとされている（Berkhout et al. 2003、Geels 2004）。 

しかしながら、Geels（2004）は、既存の社会システムは⾮常に「固定的（stable, lock-in, 
embedded ）」であるため、トランジションは容易ではないとも指摘している。社会システ
ムを固定化させる要素としては、既存システムで互いに依存しあう関係にある⼈や組織、既
存システム内に位置づけられ容易に変化させられないインフラストラクチャー、既存の社
会や組織に組み込まれたルールや慣習の３つが挙げられている。 

固定化された社会技術レジームの変化には、巨⼤災害や地球温暖化といったマクロレベ
ルでの外的な環境の変化や、技術⾰新、市場の変化といった様々な要因が関係するが、これ
らの不確実な要因にトランジションを任せるのではなく、⽬標年次までに計画的に変⾰を
促そうとする取り組みが存在し、既に⼀部の政策にも反映されている。例えば、2001 年に
オランダ政府が決定した第 4 次環境基本計画では、農業やエネルギーといった分野におい
て、短期的に達成できる⽬標ではなく、2030 年までに本質的な構造転換を図ることの重要
性が⽰されている。 
 
1.1.2 サステナビリティ・トランジションの効果的な実施に向けて 
（１）サステナビリティ・トランジションを効果的に実施する⼿順 

計画的かつ戦略的にトランジションを促すアプローチは、「トランジション・マネジメン
ト」と呼ばれている。これまで数々のトランジション・マネジメントの実践に携わった
Frantzeskaki ら（2015）は、マネジメントの⼿順を 7 つのステップに分けて提案している。
図 1-5 に各ステップの概要を⽰す。 
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図 1-5 トランジション・マネジメントの⼿順 

Frantzeskaki ら（2015）と松浦（2017）を基に作成 
 
 図 1-5 のうち、ステップ１〜２は実⾏委員会で必要な分析を⾏う段階であり、ステップ３
〜５は実⾏委員会とトランジションの核となるフロントランナーが将来ビジョンとそこに
たどり着くための戦略を検討する段階である。フロントランナーとは、トランジションを起
こすにあたってアイデアを出し、ネットワークを駆使して実践を⾏う先導的役割を担う個
⼈である。ステップ 6〜7 は、検討されたアクションを実践に移す段階であり、できるだけ
多くの参加者を巻き込み、賛同を得ることがトランジションの成功につながるとされてい
る。 
 
（２）サステナビリティ・トランジションの効果的な実施に求められる環境⾏動とその知⾒

不⾜ 
 前項で述べたトランジション・マネジメントの考えに基づいて戦略的にトランジション
を促そうとする場合、そこに関わる⼈々がどう⾏動できるかがトランジションの成否に⼤
いに関わってくる。例えば図 1-5 のステップ 3 では、トランジションの牽引役として実⾏
委員会に選出されたフロントランナー達が取り組みに参加してくれなければ、この段階で
トランジションは頓挫してしまう。また、多くの⼈を巻き込み、挑戦的なアクションを地域
社会で実験するステップ 6〜7 の段階は、トランジションが加速段階に⼊り、メゾレベルで
の変化を起こす段階だと⾔えるが、この際フロントランナー達が創出した場にできるだけ

トランジション・マネジメ
ントの場の創出 発起⼈となる組織、専⾨家、地域で課題解決に携わる組織等

で構成される実⾏委員会を発⾜させる。

地域の調査 地域のシステムと関係者の分析、将来分析を⾏い、次の段階
で巻き込むべき先駆者（フロントランナー）を特定する。

課題のフレーミング ワークショップ会合等を開き、関係者内で共有できる課題を
特定する。

将来ビジョンの作成 関係者で共有できる地域の将来像を描き、⻑期的な発展のた
めの基本原則を明確にする。

⻑期的視点と短期的視点の
再接続 共有された将来ビジョンから逆算し、各フロントランナーが

今の段階で為すべき（ミクロレベルの）ことを検討する。

⼈々の巻き込みと実施準備 各フロントランナーが前段階で検討したアイデアを実⾏する
ため、様々な⼈の参加を募りながらイベントを⾏ったり組織
を⽴ち上げたりする。

実践への応⽤ ⾰新的な短期的アクション（トランジション実験）が実践さ
れる。より多くの賛同が得られれば、トランジションが加速
する。

Step1

Step2

Step3

Step4

Step5

Step6

Step7
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多くの⼈が参加し、共に活動してくれなければ、メゾレベルでの変化にまで到達することな
くトランジションは失敗してしまうだろう。さらに、トランジションを安定段階に⾄らしめ
るためには、場合によってはトランジションに関わるその他のステークホルダー（政府や企
業等）に対して変化の重要性を呼びかけ、彼らを動かそうとする⾏動も求められる。こうし
た他者と協働し、社会に参画する集団での環境⾏動は、サステナビリティ・トランジション
を戦略的に促すうえで必須と⾔える。 
 しかしながら、環境⾏動の規定因に関する研究は、これまでのところ⽇常⽣活内で⾏う個
⼈の環境⾏動に主眼が置かれている。広瀬（1994、2015）は、Ajzen（1991）の合理的⾏動
モデルをもとに、環境配慮⾏動に⾄るまでの過程を環境に対して何か良いことをしたいと
いう⽬標意図が形成される段階と、具体的な環境⾏動を実⾏しようという⾏動意図が形成
される段階の 2 段階に分けて整理した「2 段階モデル」を提案している。この⾏動モデルは
実際にリサイクル⾏動や公共交通の利⽤⾏動といった個⼈⾏動に適⽤され、その妥当性が
⽰されている（野波ら 1997、⼤友ら 2004）。また Ölander and Thøgerson （1995）は、社
会規範や環境⾏動に対する態度等で構成されるモチベーション（Motivation）が形成され、
⾏動に⾄るまでの間に⾏動実施の機会（Opportunity）と能⼒（Ability）が影響を及ぼすと
いう MOA モデルを構築し、個⼈の消費⾏動を説明している。Stern（2000）は、個⼈の価
値観（Value）、環境問題に対する信条（Belief）、規範（Norm）が環境⾏動を規定するとい
う VBN モデルを提案している。Stern の VBN モデルは個⼈での環境⾏動に限定したもの
ではないが、その他の多くの研究は個⼈での環境⾏動を対象としており、サステナビリテ
ィ・トランジションへの寄与が期待される集団での環境⾏動の要因に着⽬した研究は少な
い。 
 
（３）環境⾏動を促進する⼿段としての環境教育とその射程 
 サステナビリティ・トランジションに資する集団での環境⾏動を幅広い層に普及させる
には、そのための環境教育を展開することが考えられる。そこで、環境⾏動を促進する⼿段
として、これまでの環境教育がどのように実施されてきたかを概観しつつ、サステナビリテ
ィ・トランジションに資する環境教育としてみた場合の既存の環境教育の射程を確認する
こととする。 

環境教育に係る最初の国際的合意⽂書であるトビリシ宣⾔には、その⽬的が「環境に対す
る気づきや関⼼を促進し、環境の保全・改善に必要な知識、価値観、態度、実⾏⼒、技能を
獲得する機会を与え、環境に対する新しい⾏動パターンを創出すること」と明⽰されている
（UNESCO 1977）。また⽇本の環境教育指導資料（⼩学校編）においても、その⽬的は「環
境や環境問題に関⼼・知識をもち，⼈間活動と環境とのかかわりについての総合的な理解と
認識の上にたって、環境の保全に配慮した望ましい働き掛けのできる技能や思考⼒、判断⼒
を⾝に付け、持続可能な社会の構築を⽬指してよりよい環境の創造活動に主体的に参加し、
環境への責任ある⾏動をとることができる態度を育成すること」と⽰されている(国⽴教育
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政策研究所 2007)。すなわち、環境教育の⽬的は知識、態度、技能の獲得に留まるものでは
なく、それらを活⽤して適切な「⾏動」を起こせるようになることだといえる。 

こうした認識に基づき、どのような教育が学習者の⾏動変容を効果的に促すのかが、特に
若者向けの環境教育プログラムを設計・実践するうえでの重要なポイントのひとつとされ
てきた。例えば就学前〜⼩学校低学年の学習者に対しては、環境⾏動をおこす前提条件とな
る環境への感性（Environmental sensitivity）を醸成するため、⾃然体験や⾃然観察といった
プログラムが多くみられる。⼩学校中学年以降は、環境問題の原因と結果を知識として学ぶ
ことで⾏動の必要性を認識させる、あるいは清掃ボランティア等の地域での体験活動を通
して環境に良い⾏動をしようという態度を醸成させるプログラムが多い（全国⼩中学校環
境教育研究会 2014）。こうしたプログラムの中には、節⽔⾏動、省エネ⾏動、ごみの発⽣抑
制⾏動といった⽇常⽣活内で⾏う個⼈での具体的な環境⾏動を直接促そうとするプログラ
ムと、学習者⾃⾝にどのような⾏動を⾏うべきか考えさせるプログラムがあるが、後者であ
っても「今⾃分ができること」を考えるよう学習者に促すケースが多く、特別な⼯夫がなけ
れば、学習者からは普段の⽣活の中で実⾏できる環境⾏動が提案されることがほとんどで
ある。従って、全体としては個⼈での環境⾏動促進に焦点がある内容といえる。 

⼀⽅で、環境教育分野の⼀部では、集団で⾏政や企業に働きかけ環境取り組みを促す⾏動
や、地域の環境問題に集団で取り組む⾏動等、他者と協働して社会に参画する、あるいは働
きかける環境⾏動の重要性が指摘されてきた（Hungerford and Volk 1990, Stern 2000、
Chawla and Flanders 2007）（詳細については 5 章を参照）。Jensen and Schnack （1997）や
Mogensen and Schnack (2010)は、学⽣がステークホルダーとともに地域の環境問題に取り
組むことで、集団での環境⾏動に必要な知識、態度、スキルの習得を⽬指すアクション・コ
ンピテンスを提唱しており、北欧の⼀部地域ではその理論に基づいたプログラムが実践さ
れている（Nordic Council of Ministers 1996）。さらに、2014 年に採択された ESD のグロ
ーバル・アクション・プランでは、若者が習得すべき重要スキルのひとつとして、ステーク
ホルダーと協働した意思決定プロセスへの参加技能が挙げられており（UNESCO 2014）、
集団での環境⾏動が重要であるとの認識は⾼まりつつある。 

しかしながら、個⼈での環境⾏動と⽐べると、集団での環境⾏動に関する研究は少なく、
どのような環境教育が学習者の集団での環境⾏動を促し、サステナビリティ・トランジショ
ンに寄与し得るのかは明らかにされていない。 
 
1.2 本研究の⽬的 

以上に述べた背景を踏まえ、本研究では、サステナビリティ・トランジションに寄与する
集団での環境⾏動を促進する環境教育についての知⾒を得ることを⽬的とする。そのため
に、本研究では⼤別して２つの研究を実施する。まず、サステナビリティ・トランジション
に資する⾏動と、その⾏動に必要な能⼒を特定したうえで、それらの習得という観点から⾒
た場合の現在の環境教育の課題を具体的に抽出する。次に、サステナビリティ・トランジシ
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ョンに求められる能⼒の習得機会を提供する環境教育プログラムが学習者に及ぼす影響を
分析するとともに、集団での環境⾏動意図に影響する⼼理的要因の分析を⾏う。 

環境教育における学習者の対象には若年層から⼤⼈まで幅広い層を想定することができ
るが、幅広い層にまとまった学習機会を提供しやすいという点、⾃⼰と他者や社会との関わ
りを理解し始める重要な発達段階である点を考慮して、本研究では社会に出る前段階にあ
る若者を対象とした。 
 
1.3 本研究の構成 

全 7 章からなる本研究の構成を図 1-6 に⽰す。第 1 章は研究の背景や⽬的を述べた序論
である。第 2 章では、環境⾏動及び環境教育を通して習得する能⼒に関する既存研究の調
査を⾏い、環境⾏動と能⼒の全体像を整理するとともに、持続可能な社会の実現に向けたこ
れまでの取り組みの問題点を明らかにすることによって、サステナビリティ・トランジショ
ンを効果的に促すために重要なトランジションのフェーズを特定し、そのフェーズに深く
関連する環境⾏動と能⼒、すなわち本研究で対象とする環境⾏動と能⼒を特定した。第 3 章
では、第 2 章で整理された能⼒の分類を基に、現在我が国で実施されている最新の環境教
育プログラムの特徴を分析し、サステナビリティ・トランジションを促進するうえでの課題
を抽出した。第 4 章では、第 2 章で特定されたサステナビリティ・トランジションを促す
うえで重要な能⼒の習得が期待できる先進的な教育プログラムを対象に、参加者へのアン
ケート調査等を⾏い、教育プログラムが参加者に及ぼす影響を分析した。第 5 章では、第 2
章でサステナビリティ・トランジションの促進に関連が深いと特定された集団での環境⾏
動を対象とし、ウェブアンケート調査の結果を⽤いた統計分析によって、集団での環境⾏動
意図に影響する⼼理的要因を特定した。第 6 章では、第 3 章、第 4 章、第 5 章から得られ
た結果を⽤いて、どのような環境教育が若者の集団での環境⾏動を促進し、サステナビリテ
ィ・トランジションに寄与し得るのかを考察・提案した。最後に 7 章で、本研究の結論と今
後の研究展望を述べた。 
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図 1-6 本研究の構成 
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第２章 必要とされる環境⾏動とこれからの環境教育で着⽬すべき能⼒の特定
〜サステナビリティ・トランジションの視点から〜 

 
2.1 本章の⽬的と構成 

本章では、環境⾏動及び環境教育を通して習得が期待される能⼒を幅広くとらえた代表
的な既存⽂献の調査を⾏うとともに、持続可能な社会の実現に向けたこれまでの取り組み
の問題点を明らかにすることによって、サステナビリティ・トランジションを効果的に促す
ために重要なトランジションのフェーズを特定し、そのフェーズに深く関連する環境⾏動
と能⼒、すなわち本研究で対象とする環境⾏動と能⼒を特定することを⽬的とした。 

本章の構成は 5 節から成る。2.2 節では環境⾏動、2.3 節では環境教育を通して習得を⽬
指す能⼒に関する既存研究をレビューし、環境⾏動および能⼒の定義、範囲、分類について
の知⾒を得る。2.4 節では 2.2 節、2.3 節のレビュー結果を⽤いて、サステナビリティ・トラ
ンジションの各フェーズで求められる⾏動と能⼒を整理したうえで、本研究で着⽬するサ
ステナビリティ・トランジションのフェーズ、環境⾏動、能⼒を特定する。2.5 節では、本
章全体のまとめを⽰す。 

 
 
2.2 環境⾏動に関する既存研究のレビュー 
 Stern ら（1999、2000）は、環境問題の解決に寄与する⾏動を個⼈領域（Private sphere）
での環境⾏動と、公共領域（Public sphere）での環境⾏動の⼤きく 2 つに分類している。個
⼈領域での環境⾏動とは、個⼈が⽇常⽣活の中で⾏う環境配慮⾏動であり、公共領域での環
境⾏動とは、共通善（Common goods）を得るために社会に参画する、あるいは社会に働き
かける環境⾏動と定義されている。この Stern らの環境⾏動の分類は、環境⾏動を幅広く捉
えた定義として、これまで多くの研究で活⽤されてきた。そこで本節においても Stern らに
よる分類を⽤いて環境⾏動を整理することとした。 
2.2.1 個⼈領域での環境⾏動に関する研究 
 個⼈領域での環境⾏動は、これまで⾏政の普及啓発や環境教育の対象として幅広い層に
呼びかけられてきた。Kurisu（2015）は各国政府による普及啓発活動や環境⾏動に係る既存
研究を基に、200 に及ぶ環境⾏動をターゲット別に分類している。この分類に基づいて個⼈
領域での環境⾏動を整理したものを表 2-1 に⽰す。 
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表 2-1 個⼈領域における環境⾏動のターゲット、カテゴリ、具体例 
ターゲット カテゴリ 環境⾏動の具体例※ 

温室効果ガス エコハウスの建築 太陽光発電を導⼊する、グリーンカーテンを設置する 

省エネ エアコンを適正温度に設定する、使⽤していない電化製
品の電源を切る 

低炭素社会の促進 カーボンオフセット製品を購⼊する 
温 室 効 果 ガ ス
＋⼤気汚染 適切な移動 公共交通を利⽤する、エコカーを買う 
⼤気汚染 適切な燃焼 野焼きをしない 
⽔質汚染 ⽔環境への汚染物

質の排出回避 廃⾷油を下⽔に流さない、洗濯洗剤の使⽤量を減らす 
資源消費 ⽔資源の節約 ⻭磨き中に⽔を出しっぱなしにしない、⾵呂の残り湯を

洗濯に使う 
廃棄物の発⽣抑制 過剰包装を断る、リユースカップを使う、リサイクルで

きるものを分けて排出する、 
⾃然破壊 過剰開発の回避 海のエコラベルがついた⾷品を買う 

⽣物多様性の保全 飼えなくなったペットを⾃然界に捨てない 
その他 環境配慮製品の購⼊ 地域内で⽣産された商品を買う 

Kurisu（2015） ※⾏動例は⼀部抜粋 
 

 表 2-1 で挙げた⾏動例を⾒ると、個⼈での環境⾏動は⾏政や地域で明⽂化されたルール
を遵守する⾏動（廃棄物の分別排出、野焼きの禁⽌等）と、明⽂化されていないが環境の
ために⾃ら進んで⾏う⾏動（グリーンカーテンの設置、リユースカップの使⽤等）の 2 種
類があることが分かる。 
 
2.2.2 公共領域での環境⾏動に関する研究 

従来、個⼈が社会の⼀員として社会の中でどのように振舞うべきかという公共領域での
⾏動は、シティズンシップ研究で扱われてきた。そこで本節では、まずシティズンシップ研
究における⾏動分類をレビューすることとした。 

Crick（2000）は、シティズンシップには歴史的に「⾃由主義的理想に基づくシティズン
シップ」と「共和主義的理想に基づくシティズンシップ」の 2 種類が存在することを指摘し
ている。⾃由主義的理想は、個⼈は国家から⾃由であるという権利を持つ⼀⽅で、社会に対
する義務（法の順守、社会的弱者への奉仕等）も履⾏する姿を理想としている。共和主義的
理想は、市⺠が意思決定の主体として国家に影響を与える姿を理想としている。両者の特徴
を表 2-2 にまとめる。 
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表 2-2 2 種類のシティズンシップの特徴 
⾃由主義的理想に基づく 

シティズンシップ 
共和主義的理想に基づく 

シティズンシップ 
市⺠的⾃由とは、国家に対して個⼈を保護
する法の枠組み 

市⺠的⾃由とは、市⺠が国家の⾏為に影響
を与えるための積極的⼿段 

「健全」な市⺠ 「能動的」な市⺠ 
法、秩序、ルールを尊重する 不当な法やルールは変えようとする 
ボランティア団体の⽅針に従って活動する ボランティア団体を⺠主化しようとする 
美徳的、道徳的 ⾃発的、⾃律的、能動的 

Crick（2000）を基に表を作成 
 
 表 2-2 に⽰すとおり、⾃由主義的理想に基づくシティズンシップでは、社会の秩序やルー
ルの遵守を重んじる健全な市⺠であることが重視される。したがって⾏動としては、市⺠の
義務の⼀部としてコミュニティでの奉仕活動や慈善活動等が推進される。⼀⽅で共和主義
的理想に基づくシティズンシップでは、政治的な意思決定に参加し、政府を監視する能動的
な市⺠であることが重視される。よって⾏動としては、必要に応じて法やルールを変える⾏
動が推進される。 

 この 2 種類のシティズンシップの観点から、既存研究で挙げられている公共領域での
環境⾏動を集団で⾏うものと個⼈で⾏うものに分けて環境⾏動を整理すると、表 2-3 に⽰
すような結果が得られる。 
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表 2-3 2 種類のシティズンシップに基づく公共領域の環境⾏動の種類と 
本研究で対象とする環境⾏動群 

⾃由主義的理想に基
づくシティズンシッ
プにおいて推進され
る環境⾏動 

集団  地域で決められた役割（清掃当番、ごみ分別当番等）を果た
す。 

個⼈  社会で定められた義務（環境税の⽀払い等）を果たす。 

共和主義的理想に基
づくシティズンシッ
プにおいて推進され
る環境⾏動 

集団 

 特定の環境問題に対する意⾒書、署名、パブリックコメント
等に意⾒を出す、取り纏めて政府や関係企業に送る。 
 環境問題について政府や関係企業等に働きかける団体を作

る・牽引する、参加する・寄付をする。 
 特定の環境問題についてステークホルダーが話し合う場を作

る、参加する。 
 新たな仕組みやルールを導⼊したり、既存のルールや慣習を

⾒直したりする地域での試験的な環境活動を創出する・牽引
する、参加する。 

個⼈ 
 環境問題に積極的に取り組む政治家に投票する。 
 環境問題に関する出版物を発⾏する。 
 SNS 等を通じて環境問題に対する意⾒や情報を積極的に発信

する、拡散する。 

⾏動例の⼀部は Hungerford and Volk (1990)、Stern（1999、2000）、Chawla and 
Flanders( 2007)より抜粋 

 
表 2-3 に⽰すとおり、⾃由主義的理想に基づくシティズンシップにおいて推進される公

共領域の環境⾏動としては、地域内でルール化されている個⼈の役割を果たす⾏動、たとえ
ばごみ出しの際に住⺠に分別指導を⾏う当番や、地域で当番制にしている清掃ボランティ
ア活動などが挙げられる。他⽅、共和主義的理想に基づくシティズンシップにおいて推進さ
れる環境⾏動のうち、集団で⾏う⾏動には、署名やパブリックコメントといった集団での意
⾒表明のようなメゾレベルの社会変化に直接働きかける⾏動や、団体の設⽴、ステークホル
ダーによる話し合い、地域での試験的な環境活動等のような、メゾレベルでの社会変化を促
すミクロレベルでの活動に関わる⾏動がある。また、個⼈で⾏う⾏動としては、投票や情報
発信等が挙げられる。 
 
2.2.3 環境⾏動を分析する枠組みに関する研究 

ここまで環境⾏動の種類に関する既存研究を⾒てきたが、⼈々がとり得る多様な環境⾏
動を分析する枠組みについても研究が為されている。佐藤と⾼岡（2014）は、持続可能な消
費のための教育とライフスタイルの選択・転換に関する既往研究のうち、象限表を⽤いた分
析枠組みを採⽤している 5 つの研究事例を分析し、ライフスタイルの選択・転換に関する
シナリオ分析ツールとして、個⼈−集団、受動−能動の 2 軸からなる象限表を開発してい
る（図 2-1）。  
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図 2-1 ライフスタイルの選択・転換に関するシナリオ分析枠組み 

（佐藤、⾼岡 2014） 
 
2.2.1 節でレビューした個⼈領域での環境⾏動を図 2-1 に当てはめて考えると、個⼈領域

での環境⾏動のうち、明⽂化されたルールを遵守する⾏動は第三象限（個⼈による受動的な
⾏動）に、明⽂化されていないが⾃ら進んで⾏う⾏動は第四象限（個⼈による能動的な⾏動）
に当てはまると判断できる。また、2.2.2 節でレビューした公共領域での環境⾏動を図 2-1
に当てはめると、表 2-3 のうち⾃由主義的理想に基づくシティズンシップにおいて推進さ
れる公共領域の環境⾏動は個⼈および集団による受動的な⾏動（第⼆象限と第三象限）であ
ると判断できる。他⽅、共和主義的理想に基づくシティズンシップにおいて推進される環境
⾏動は個⼈および集団による能動的な⾏動（第⼀象限と第四象限）に該当すると考えられる。
なお、個⼈が選択する環境⾏動は常に固定されたものではなく、様々な資源や機会の投⼊、
イノベーションの普及等により、移⾏したり増加したりするものであることが指摘されて
いる（佐藤、⾼岡 2014）。 
 
 
2.3 環境教育を通して⾝に付ける能⼒に関する既存研究のレビュー 
 2.2 節では、環境⾏動には⼤きく分けて個⼈領域と公共領域で⾏うものの 2 種類があり、
そのうち公共領域での環境⾏動は、シティズンシップの種類に応じて市⺠としての義務や
役割を果たす⾏動と、より能動的に意思決定や市⺠活動に参加する⾏動に分けられること
が分かった。また、こうした⾏動は個⼈で⾏うものと集団で⾏うものとに分けることができ
た。 
 ⼀⽅、こうした環境⾏動に必要な能⼒については、環境教育を通して⾝に着ける能⼒とし
て、これまで様々な研究が為されてきた。本節ではこのうち代表的な既存研究をレビューし、
能⼒の定義、範囲、分類等に関する知⾒を得ることとする。 
2.3.1 トビリシ宣⾔ 
 トビリシ宣⾔（UNESDO 1977）は、国際的な合意として環境教育の⽬標を⽰した⽂書で
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ある。宣⾔では、環境教育を通して以下の能⼒を習得し、環境問題の解決に向けた活動に積
極的に参加できる⼈を育てることが⽬標として掲げられている。 

 環境や環境問題への関⼼、知識 
 環境の保護と向上に積極的に取り組む態度 
 問題解決の技能 

 
2.3.2 北⽶環境教育学会による環境リテラシーの定義 
 トビリシ宣⾔後、環境教育を通して⾝に着ける能⼒を環境リテラシーと呼び、その定義の
精緻化を図る研究が⾏われた（Roth 1992、Simmons 1995、Wilke 1995）。これらの研究を
もとに北⽶環境教育学会（2011）が環境リテラシーの各要素を表 2-4 のようにまとめてい
る。 

表 2-4 北⽶環境教育学会による環境リテラシーの要素の定義 
環境リテラシーの

要素 環境リテラシーの具体例 

Competence 
（コンピテンス） 

 環境問題を特定できる（Identify environmental issues） 
 関連する質問ができる（Ask relevant questions） 
 環境問題を分析できる（Analyze environmental issues） 
 環境問題を調査できる（Investigate environmental issues） 
 環境問題を評価し、個⼈的な判断ができる。（Evaluate and make 

personal judgments about environmental issues） 
 問題解決に向けて証拠や知識を活⽤できる（Use evidence and 

knowledge to defend positions and resolve issues） 
 問題解決に向けて⽅策を作成し、評価できる（Create and evaluate 

plans to resolve environmental issues） 
Knowledge 
（知識） 

 物理・⽣体システムの知識（Physical and ecological systems） 
 社会・⽂化・政治システムの知識（Social, cultural and political systems） 
 環境問題の知識（Environmental issues） 
 環境問題の多様な解決⽅法に関する知識（Multiple solutions to 

environmental issues） 
 市 ⺠ 参 画 と ⾏ 動 戦 略 の 知 識 （ Citizen participation and action 

strategies） 
Dispositions 

（素質） 

 環境への感性（Sensitivity） 
 態度・関⼼・世界観（Attitudes, concern, and worldview） 
 個⼈的責任感（Personal responsibility） 
 有能感、統制の位置（Self-efficacy/locus of control） 
 意欲、意思（Motivation and intentions） 

北⽶環境教育学会（2011）を訳出 
 
 3 つの要素のうち、コンピテンスとは物事を遂⾏する能⼒のことである。コンピテンス、
知識、素質は互いに影響し合うものの、基本的には知識の獲得と素質の醸成がコンピテンス
の習得を⽀えるものとして位置づけられており、環境教育の最終的な到達点は、表 2-4 に⽰
すコンピテンスを習得し、環境問題の解決に寄与する⾏動が実施できるようになることと
されている。 
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2.3.3 国⽴教育政策研究所による ESD において重視する 7 つの能⼒・態度 

環境問題だけでなく、⽂化、政治、経済といった持続可能性に関わる全ての問題を扱う
ESD では、ESD を通して習得を⽬指す能⼒・態度が 7 つにまとめられている（国⽴教育政
策研究所 2012）（表 2-5）。このうち、批判的に考える⼒、未来像を予測して計画を⽴てる
⼒、多⾯的・総合的に考える⼒、コミュニケーションを⾏う⼒は、先述した北⽶環境教育学
会の定義でいうところのコンピテンスに該当し、またトビリシ宣⾔の問題解決の技能に当
てはまると考えられる。他者と協⼒する態度、つながりを尊重する態度、進んで参加する態
度は、北⽶環境教育学会の定義では素質に、トビリシ宣⾔では環境の保護と向上に積極的に
取り組む態度に該当すると考えられる。 

 
 

表 2-5 ESD において重視する 7 つの能⼒・態度 

批判的に考える⼒ 
合理的，客観的な情報や公平な判断に基づいて本質を⾒抜き，
ものごとを思慮深く，建設的，協調的，代替的に思考・判断す
る⼒ 

未来像を予測して計画を⽴て
る⼒ 

過去や現在に基づき、あるべき未来像（ビジョン）を予想・予
測・期待し、それを他者と共有しながら、ものごとを計画する
⼒ 

多⾯的・総合的に考える⼒ 
⼈・もの・こと・社会・⾃然などのつながり・かかわり・ひろ
がり（システム）を理解し、それらを多⾯的、総合的に考える
⼒ 

コミュニケーションを⾏う⼒ ⾃分の気持ちや考えを伝えるとともに、他者の気持ちや考え
を尊重し、積極的にコミュニケーションを⾏う⼒ 

他者と協⼒する態度 他者の⽴場に⽴ち、他者の考えや⾏動に共感するとともに、
他者と協⼒・協同してものごとを進めようとする態度 

つながりを尊重する態度 ⼈・もの・こと・社会・⾃然などと⾃分とのつながり・かかわ
りに関⼼をもち、それらを尊重し⼤切にしようとする態度 

進んで参加する態度 
集団や社会における⾃分の発⾔や⾏動に責任をもち、⾃分の
役割を理解するとともに、ものごとに主体的に参加しようと
する態度 

国⽴教育政策研究所（2012）より抜粋 
 
2.3.4 de Haan による ESD に関係するコンピテンス 
 de Haan（2010）は、2005 年から 2008 年にかけてドイツの州レベルで実施された ESD
の 実 践 プ ロ グ ラ ム 「 ト ラ ン ス フ ァ ー ２ １ 」 で 獲 得 を ⽬ 指 し た コ ン ピ テ ン ス を
Gestaltungskompetenz（shaping competence）と呼び、その構成要素として 12 の能⼒を挙
げている。表 2-6 は、Gestaltungskompetenz を構成する 12 の能⼒を、経済協⼒開発機構
（OECD）（2005）が提唱するキー・コンピテンスの枠組みに合わせて整理したものである。 
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表 2-6 OECD によるキー・コンピテンスと 
de Haan による Gestaltungskompetenz の構成能⼒ 

OECD によるキー・コンピテンス Gestaltungskompetenz の構成能⼒ 
相互作⽤的に道具
を⽤いる能⼒  ⾔語、シンボル、テキスト

を活⽤する能⼒ 
 知識や情報を活⽤する能

⼒ 
 技術を活⽤する能⼒ 

 世界に⽬を向け、新たな⾒通しを⽴てる
ために知識を集める能⼒ 
 先進的に考え、⾏動する能⼒ 
 学問の垣根を越えて知識を⾝に付け、⾏

動する能⼒ 
 不確かで複雑な情報を扱う能⼒ 

異質な集団で活動
する能⼒  他者と良好で堅固な関係

を構築する能⼒ 
 協⼒する能⼒ 
 対⽴を乗り越え、問題を解

決する能⼒ 

 意思決定プロセス内で協⼒する能⼒ 
 意思決定における個々のジレンマに対

処する能⼒ 
 集団での意思決定プロセスに参加する

能⼒ 
 ⾃分⾃⾝と他者が積極的になるよう動

機づける能⼒ 
⾃⽴的に⾏動する
能⼒ 

 ⼤局的な視点で⾏動する
能⼒ 
 ⼈⽣計画や個⼈のプロジ

ェクトを計画し、実⾏する
能⼒ 
 ⾃らの権利、利害、限界、

ニーズを表明する能⼒ 

 ⾃分の原則と他者の原則を熟考する能
⼒ 
 意思決定や⾏動計画において衡平性を

考慮する能⼒ 
 ⾃発的に計画し、⾏動する能⼒ 
 社会的に恵まれない⼈に対して共感と

連帯を⽰す能⼒ 
de Haan(2010)を訳出 

 
 OECD によるキー・コンピテンスは、現代の複雑な社会に適応するために必要な能⼒を
研究するプロジェクト Definition and Selection of Competencies: Theoretical and 
Conceptual Foundations （通称、DeSeCo プロジェクト）によって取りまとめられたもの
である。ここで取りまとめられたキー・コンピテンスは OEDC 加盟国で実施される学⼒
到達度調査（PISA）の設計や評価に⽤いられており、現在の教育政策において重要な役割
を担っている。de Haan による ESD に関係するコンピテンスは、概ね OECD のキー・コ
ンピテンスと整合しているが、例えば彼が提唱する 12 のコンピテンスのうち「先進的に
（in a forward-looking manner）考え、⾏動する」、「集団での意思決定プロセスに参加す
る」、「意思決定や⾏動計画において衡平性（equity）を考慮する」、「社会的に恵まれない
⼈に対して共感と連帯を⽰す」といったコンピテンスは、OECD のキー・コンピテンスに
は明確に含まれていないものであり、持続可能性を扱う環境教育や ESD ならではコンピ
テンスであるといえる。 
 また、Rieckmann（2012）は、上述した de Haan によるコンピテンスの定義を基礎と
し、欧州及び南⽶の専⾨家らをサンプルとしたデルファイ法を⽤いて、⼤学などの⾼等教
育において特に重要なキー・コンピテンスの特定を試みている。その結果、複雑で不透
明、かつ変化スピードの速い現実に対処するためには、システム思考、予測思考、批判的
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思考に係るコンピテンスが特に重要であると結論づけている。 
 
2.3.5 Wiek らによる持続可能性キー・コンピテンス 
 Wiek ら（2011、2016）は、「持続可能性」、「コンピテンス」、「⾼等教育」といったキー
ワードを含む学術論⽂や報告書をレビューし、持続可能な社会の構築に必要なコンピテン
スを５つの持続可能性キー・コンピテンス（Key competence in sustainability）としてまと
めている。Wiek らの提案する問題解決のフレームワークとキー・コンピテンスの関係を図
2-2 に、各キー・コンピテンスの定義を表 2-7 に⽰す。 

 
図 2-2 問題解決のフレームワークと持続可能性キー・コンピテンスの関係 

Wiek ら（2011）より訳出 
 

表 2-7 各キー・コンピテンスの定義 
シ ス テ ム 思 考 コ ン ピ テ ン ス
(System-thinking competence） 

様々な領域及びスケールにわたって複雑なシステムを総合
的に分析する能⼒。持続可能性の諸課題や問題解決の枠組み
に関連するカスケード効果、慣性、フィードバックループ等、
システムの特質を考察する能⼒。 

予測コンピテンス 
(Anticipatory competence) 

持続可能性の諸課題と問題解決の枠組みに関連する様々な
未来像を包括的に分析し、評価し、策定する能⼒。 

規範的コンピテンス 
(Normative competence) 

持続可能性の価値、原理、⽬標、⽬的を包括的に位置づけし、
特定し、適⽤し、調整し、折衝する能⼒。 

戦略的コンピテンス 
(Strategic competence) 

持続可能性に向けた介⼊、移⾏、変容を促すガバナンス戦略
を包括的に設計し、実⾏する能⼒。 

対⼈関係コンピテンス 
(Interpersonal competence) 

協⼒的で参加型の問題解決へと動機付けし、それを可能に
し、促す能⼒。 

Wiek ら（2011）、佐藤・岡本（2015）を基に作成 
 
 また、佐藤と岡本（2015）は国⽴教育政策研究所による ESD で重視する態度・能⼒と
Wiek らによる持続可能性キー・コンピテンスとの接点を考察し、表 2-8 のように関連づけ
ている。 
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表 2-8 ESD で重視する態度・能⼒と持続可能性の関連 

持続可能性キー・コンピテンス ESD で重視する態度・能⼒※ 

システム思考コンピテンス 多⾯的・総合的に考える⼒ 
つながりを尊重する態度 

予測コンピテンス 未来像を予測して計画を⽴てる⼒ 
規範的コンピテンス ― 
戦略的コンピテンス 進んで参加する態度 

対⼈関係コンピテンス 他者と協⼒する態度 
佐藤・岡本（2015）を基に作成 

※ESD で重視する態度・能⼒のうち、批判的に考える⼒とコミュニケーションを⾏う⼒は、持続可能性
キー・コンピテンスとは別に、基本的なコンピテンスとして整理されている。 
 
 持続可能性キー・コンピテンスのうち、規範的コンピテンスは既存の規範（正義、公正、
責任、社会と環境の健全な関係性等）を考慮しながら現状を理解したり、将来像を描いたり
する能⼒であり、国⽴教育政策研究所（2012）が別途⽰す「持続可能な社会づくりの構成概
念」に含まれる「公平性」との関連が深い（佐藤・岡本 2015）。また、先述した de Haan に
よる ESD に関係するコンピテンスのうち、「意思決定や⾏動計画において衡平性を考慮す
る能⼒」と「社会的に恵まれない⼈に対して共感と連帯を⽰す能⼒」は、規範的コンピテン
スの⼀部であると判断できる。規範的コンピテンスには、地球環境の有限性を前提としたス
テークホルダー間の衡平、世代間の衡平、将来世代との公平等が含まれており、持続可能性
を扱う環境教育や ESD において、特徴的かつ重要なコンピテンスであるといえる。 
 
2.3.6 能⼒習得に向けた学習段階 
 ところで、発達科学の分野では、能⼒は⼀度に習得できるものではなく、学習者の発達段
階や学習のレベルに応じて、段階的に習得されるものだと⾔われている。古くは、Havighurst 
（1953）が各発達段階で達成すべき発達課題（Developmental task）を乳幼児期、児童期、
⻘年期といったライフステージ毎に提唱している。また Erikson（1980）は⼈間の⼼理社会
的な発達に着⽬し、⽣まれてから⽼いるまで⼈⽣の各ステージにおける主な発達事項をラ
イフサイクル理論として提唱している。 

環境教育については、Hungerford and Volk(1990)は、社会に参画する集団での環境⾏動
を市⺠的な⾏動（Citizenship behaviors）と呼び、その重要性を説いたうえで、そうした⾏
動に⾄るまでの段階をエントリーレベル、オーナーシップレベル、エンパワーメントレベル
の 3 段階に分けて整理している。彼らによれば、エントリーレベルは環境について学ぶ最
初の段階であり、環境への感受性や態度、環境問題に関する基本的な知識を⾝に付ける段階
とされている。その次の段階であるオーナーシップレベルは、問題についての深い知識を学
び、環境問題を⾃分のこととして捉え、個⼈の⾏動を変容しようとする段階とされている。
最後の段階はエンパワーメントレベルと名付けられており、この段階では市⺠的な⾏動を
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起こすための知識とスキルを習得し、社会に参画しながら具体的な問題の解決に貢献しよ
うとする段階とされている。環境教育を実施する際には、学習者が現在どの学習段階に達し
ているのかを⾒極めたうえで、それに応じたプログラムを提供することが重要であると指
摘している。 
 
 
2.４ サステナビリティ・トランジションに資する環境⾏動と能⼒の特定 
 2.3 節での既存研究レビューを通して、環境教育を通して⾝に付ける能⼒には⼤きく分け
て態度、知識、コンピテンスの 3 種類があり、態度の醸成および知識の獲得が、コンピテン
スの習得を⽀える構造であることが分かった。またコンピテンスの表現は定義の主体によ
って様々ではあるものの、互いに関連性があり、中でも Wiek ら（2011、2016）による 5 つ
の持続可能性キー・コンピテンスは、持続可能な社会の実現に必要な能⼒を幅広く、かつ端
的に整理していることが分かった。 
 本節では、2.2 節および 2.3 節で得られた環境⾏動と能⼒に関する知⾒を活⽤し、サステ
ナビリティ・トランジションの促進に特に求められる、すなわち本研究で対象とする環境⾏
動と能⼒を特定する。 
2.4.1 サステナビリティ・トランジションの各フェーズの特徴と関連する環境⾏動および

能⼒の整理 
サステナビリティ・トランジションは社会もしくは社会システムが初期の平衡状態から

新しい平衡状態へと根本的に変化する⻑期的なプロセスであり、変化の段階に応じていく
つかのフェーズに分けられている。図 2-3 は Rotmans ら（2001）による、異なるシステム
レベルにおけるトランジションのフェーズの違いである。 
 

 
図 2-3 異なるシステムレベルにおけるトランジションのフェーズの違い 

（Rotmans ら 2001） 
 

図 2-3 に⽰すとおり、変化の段階は開発前（Predevelopment）、開始（Take-Off）、加速
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（Acceleration）、安定（Stabilization）の 4 つに分けられている。開発前の段階では、個々
のイノベーションは存在しつつも現存するレジームと競争することができないほど未発達
な段階だが、開始の段階ではイノベーションが現状を維持しようとするレジームを動揺さ
せるものとして機能し始める。加速の段階ではイノベーションが拡⼤して旧来のレジーム
が変化し、安定の段階では新たなレジームが安定・最適化される。もしこの段階で均衡が達
成されなければ、この新たなレジームもじきに崩壊するとされている。 

こうしたトランジションを効果的に実施するためには、1.1.2 節の図 1-5 に⽰したような
トランジション・マネジメントが求められる。図 1-5 の７つのステップを上述したトランジ
ションのフェーズで分けて表 2-9 の 2 ⾏⽬に⽰す。トランジションに向けた準備段階であ
る開発前のフェーズは、重要課題の整理と抽出、将来ビジョンの作成が⾏われる段階である。
次の開始フェーズでは、将来ビジョンの実現に向けた短期的な取り組みが計画され、⼈々を
巻き込んだ試⾏が開始される。加速フェーズは、⾰新的な短期的取り組みが広い範囲で実践
され、より多くの⼈の賛同を得る段階である。最後の安定フェーズは、レジームの変化に向
けた加速が⼗分に⾏われた後の段階であるため、トランジション・マネジメントのステップ
としては含まれていない。 

次に、トランジションの各フェーズに関わるプレイヤーに着⽬する。新しいアイデアやイ
ノベーションが普及するプロセスを研究した Rogers（2003）は、新しいアイデアや技術を
採⽤する⼈を、採⽤する順序別にイノベーター、アーリーアダプター、アーリーマジョリテ
ィ、レイトマジョリティ、ラガードの 5 つのカテゴリに分け、これらの採⽤者を時間軸に沿
って累積すると、累積度数分布が S 字曲線になることを明らかにしている。この Rogers
（2003）によるイノベーションの伝播理論では、縦軸がイノベーションの普及率、横軸がイ
ノベーションの採⽤者であるのに対し、図 2-3 に⽰した Rotmans ら（2001）によるサステ
ナビリティ・トランジションのプロセスは、縦軸が社会システムの変化度、横軸が時間であ
るため、両者を単純に⽐較することはできないが、両者とも新しい技術やシステムが普及す
る過程を扱っていること、普及に⾄るまでの過程が S 字曲線を描くこと等、符合する点が
ある。すなわち、トランジションの開発前および開始フェーズは、イノベーター（トランジ
ション研究分野では「フロントランナー」とも呼ばれる。）がトランジションに向けた戦略
を実⾏し始める段階であり、次の加速フェーズは、イノベーターが仕掛けた戦略にアーリー
アダプターが参加・協⼒し、新たな社会技術レジームが既存のレジームを脅かし始める段階
だといえる。その後、イノベーターやアーリーアダプターによって提案・普及された新たな
社会技術レジームにアーリーマジョリティ、レイトマジョリティが順に適⽤し、トランジシ
ョンが安定フェーズに⾄る。サステナビリティ・トランジションの各フェーズと上述したプ
レイヤーとの関連を表 2-9 の 3 ⾏⽬に⽰す。なお、両理論の違いは特に横軸にあり、イノベ
ーション理論では横軸にイノベーションの採⽤者が排他的に配置されるのに対して、トラ
ンジション理論の横軸はフェーズであり、各フェーズにおいては複数の主体が配置される
ことがある。例えば、開発フェーズでは、イノベーターとアーリーアダプターがともに活動
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するフェーズである。 
 

表 2-9 サステナビリティ・トランジションの各フェーズの特徴と 
関連する⾏動および能⼒ 

 
 

 上述したサステナビリティ・トランジションの各フェーズでの現象、および求められるト
ランジション・マネジメントの⼿順を基に、各フェーズに関連するプレイヤーの⾏動を表 2-
9 の 4 ⾏⽬にまとめた。まず開発前のフェーズはトランジションに向けたアクションを起こ
す準備の段階であり、例えば、地域調査やワークショップ等を実施しながら地域の現状と将
来を分析する⾏動や、分析結果を踏まえて⽬指すべき将来ビジョンを作成する⾏動が⾏わ
れる。また、これらの分析の⽅法や結果等について協議する場の創出や参加といった⾏動も
⾏われる。次の開始フェーズでは、将来ビジョンから逆算した、効果的な短期アクションを
検討、実⾏する⾏動が実施される。続く加速フェーズでは、トランジションに向けたアクシ
ョンに賛同し、参加・協⼒する⾏動が⾏われる。また、より強くトランジションを促進する
ために、⾃分以外の⼈々をアクションに巻き込む⾏動も⾏われる。既に新たなレジームが安
定・最適化された安定フェーズでは、社会に普及したアクションに従い、対応する⾏動が関
連する。 
 表 2-9 の 5 ⾏⽬には、前段落で述べた⾏動を実⾏するために必要な主な能⼒を⽰してい
る。開発前フェーズでは、現在の状況を理解して課題を特定し、⽬指すべき将来ビジョンを
作成する必要がある。この際に必要とされる能⼒を Wiek ら（2011）による持続可能性キ
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ー・コンピテンスを⽤いて提⽰すると、様々な領域およびスケールにわたって複雑な現状を
統合的に分析するシステム思考コンピテンスや、将来を広く⾒通す予測コンピテンスが必
要だと考えられる。またこうした現況分析や将来ビジョン作成の際には、既存の規範を配慮
できる規範的コンピテンスも求められる。開始フェーズでは、開発前フェーズでの分析結果
をもとに、現段階で実施すべきアクションを企画し、実⾏するため、戦略的コンピテンスが
特に必要とされる。またアクションを実⾏するためには複数の関係者と協働する必要があ
ることから、対⼈関係コンピテンスも求められる。次の加速フェーズは、より多くの⼈の賛
同を得てアクションを⼤きなムーブメントに育てる段階であるため、⾃分⾃⾝がアクショ
ンに参加するだけでなく、他者とコミュニケーションを図り、活動に賛同する⼈を増やすこ
とが重要である。したがって、特に対⼈関係コンピテンスが関連すると考えられる。また、
初期のアクションからより多くの⼈を巻き込むことができるアクションへと、必要に応じ
て戦略を変えることも求められるため、戦略的コンピテンスも重要な能⼒である。最後の安
定フェーズは、既に普及したアクションに対応するのみであり、特に関連する能⼒は無いと
考えられる。 
 
2.4.2 本研究で着⽬するサステナビリティ・トランジションのフェーズ、環境⾏動、能⼒の

特定 
 次に本節では、持続可能な社会の実現に向けたこれまでのアプローチの問題点を明らか
にすることによって、今後注⼒して取り組むべきサステナビリティ・トランジションのフェ
ーズ、すなわち本研究で特に着⽬するフェーズと、そのフェーズに関連する環境⾏動と能⼒
を特定する。 
（１）本研究で着⽬するサステナビリティ・トランジションのフェーズと環境⾏動 

Geels ら（2015）は、持続可能な消費と⽣産に関するレビュー論⽂において、これまで取
り 組 ま れ て き た ア プ ロ ー チ を 「 Reformist position 」、「 Revolutionary position 」、
「Reconfiguration position」の 3 種に分けて整理している。Reformist position は、技術改
良や環境配慮型消費の促進といった従来の社会システムを改善することで持続可能な社会
を実現しようとするアプローチであり、例えば環境負荷の少ないハイブリットカーを開発・
販売したり、環境にやさしい商品にエコラベルを付けて消費者に知らせたりする取り組み
が挙げられる。こうしたアプローチは、⽐較的容易に取り組むことができ、短期的には確実
な成果が得られる⼀⽅で、持続可能な社会の実現という⻑期的な⽬標達成に向けた効果は
疑問視されている。これに対し Revolutionary position は、⻑期的な⽬標達成に向けて社会
システムそのものの抜本的な変化を⽬指そうとするアプローチである。具体的には、サービ
サイジングやソーシャル・ビジネスのような新たな経済の仕組みを創出しようとする試み
や、少ない消費でも満⾜を得られるよう⼈々の価値観を転換しようとする試み、エネルギー
や⾷料の供給を地域分散型へと転換しようとする試み等が挙げられる。これらのアプロー
チは理想的で⾰新的な将来ビジョンを⽰す⼀⽅、具体的な現実世界の経験からはかけ離れ
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ており、将来ビジョンを実現するためにどのような道筋を辿るべきなのか、⼩規模の試⾏を
どのようにスケールアップしていくのかという点が⼗分に⽰せていないことが批判されて
いる。事実、これらの取り組みはいずれも、⼀般社会に広く普及しメゾレベルでの社会技術
レジームを変化させるまでには⾄っていない。つまり、社会の⼤きな変化を⽬指すこれまで
の取り組みは、現実に沿った短期的なアクションから戦略的に取り組みをスケールアップ
する開始および加速フェーズが⼗分に考慮されておらず、課題を抽出して将来ビジョンを
作成する開発前フェーズの段階から、⼀気に社会変化を⽬指そう（安定フェーズを⽬指そう）
とする傾向にあったと解釈できる。 

こうした反省点を踏まえ、Geels ら（2015）は、Revolutionary position が⽬指す⻑期的な
社会技術システムの変⾰と、Reformist position による短期的な取り組みの両⽅を組み合わ
せて実施し、段階的に変⾰を促そうとする Reconfiguration position の重要性を指摘してい
る。すなわち、安定フェーズで実現する将来ビジョンを明確にしつつ、開始フェーズと加速
フェーズを効果的に促すことによって、⼩規模の試⾏から社会技術レジームの変⾰までの
道筋をつけることが、サステナビリティ・トランジションを実現するうえで重要なポイント
であるといえる。したがって本研究では、サステナビリティ・トランジションの 4 つのフェ
ーズのうち、開始フェーズと加速フェーズに着⽬することとする。 
 次に、この 2 つのフェーズに関連する環境⾏動に着⽬する。表 2-9 の 4 ⾏⽬に⽰すとお
り、開始フェーズでは、他の関係者と協働して将来ビジョンの実現に向けた短期的なアクシ
ョンを創出する⾏動が関連する。これらの⾏動を具体的に挙げると、試験的な環境活動の場
の創出、団体の設⽴と牽引、政府や企業への直接的・間接的な働きかけ等が考えられる。ま
た加速フェーズでは、イノベーターらが仕掛けたこれらの活動にアーリーアダプターやア
ーリーマジョリティの⼀部が賛同し、参加・協⼒する⾏動が関連する。これらの環境⾏動は、
2.2.2 節の表 2-3 で整理した公共領域の環境⾏動のうち、「共和主義的理想に基づくシティズ
ンシップにおいて推進される環境⾏動」の集団⾏動と⼀致する。したがって本研究では、表
2-10 に⽰す公共領域での集団の環境⾏動を研究対象にすることとした。 
 

表 2-10 本研究で着⽬する公共領域における集団での環境⾏動（表 2-3 の⼀部を再掲） 

 特定の環境問題に対する意⾒書、署名、パブリックコメント等に意⾒を出す、取り纏めて政
府や関係企業に送る。 
 環境問題について政府や関係企業等に働きかける団体を作る・牽引する、参加する・寄付を

する。 
 特定の環境問題についてステークホルダーが話し合う場を作る、参加する。 
 新たな仕組みやルールを導⼊したり、既存のルールや慣習を⾒直したりする地域での試験

的な環境活動を創出する・牽引する、参加する 

 
 なお、以降の章では、表 2-10 に挙げたこれらの⾏動を「集団での環境⾏動」と略して⽰
すこととする。 
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（２）本研究で着⽬する能⼒ 
 表 2-9 の 5 ⾏⽬に⽰すとおり、開始フェーズおよび加速フェーズともに、戦略的コンピ
テンスと対⼈関係コンピテンスが特に深く関連する能⼒として整理される。したがって本
研究では、この 2 つのコンピテンスに着⽬することとする。表 2-11 に本研究で着⽬するコ
ンピテンスの詳細について、Wiek ら(2011)を基にまとめる。 
 

表 2-11 本研究で着⽬するサステナビリティ・トランジションに寄与し得る能⼒ 
コンピテンス Wiek ら（2011）による定義の詳細 

戦略的コンピテンス  個⼈⾏動や社会の仕組みを変容するための戦略、介⼊の仕⽅等
を理解している。 

 問題解決に向けて障害となる点や成功要因、実⾏可能性等を分
析したり、戦略遂⾏のために必要なリソースを考慮したりし
て、効果的な戦略を考えることができる。 

 社会の仕組みを変えるために、権⼒、政治、既得権益者を含む
ステークホルダーを巻き込んだ戦略を考えることができる。 

対⼈関係コンピテンス  他者とコミュニケーションを図りながら、チーム内で役割分担
やマネジメントを⾏い、チーム全体としての⼒を発揮すること
ができる。 

 異なる⽴場、⽂化、主張を持つ⼈や組織と協働して問題解決に
あたることができる。 

 
なお、既存⽂献ではこれらの能⼒を学習段階に合わせて段階的に習得することの重要性

が指摘されていたことから、本研究ではサステナビリティ・トランジションに資する能⼒
の習得に向けた学習段階を区別することとする。既存⽂献では、区別する段階の数は⽬的
や対象によって様々であり、最も本研究と関わりが強いと思われる Hungerford and Volk
（1990）の定義では、3 段階に区別されていた。ただし、本研究で対象とする公共領域で
の集団環境⾏動については、⾏動に⾄るまでの段階に関して知⾒が⾮常に限られているこ
と、また集団での環境⾏動について学ぶ機会は現時点では限られており、あまり細かく段
階を設定することの現実的な意義は⼩さいことから、本研究では 2 段階を設定することと
した。具体的には、集団での環境⾏動に必要な能⼒の基礎を習得し、地域や社会の問題を
⾃分が関わるものとして捉えられるようになる初級段階と、集団での環境⾏動に必要な能
⼒を⾝に付け、問題解決に向けた集団⾏動を試みようとする上級段階の 2 段階である。 
 
 
2.5 本章の結論 

本章では、サステナビリティ・トランジションを効果的に促すために重要なトランジショ
ンのフェーズを特定し、そのフェーズに深く関連する環境⾏動と能⼒、すなわち本研究で対
象とする環境⾏動と能⼒を特定することを⽬的とした。 

最初に⾏った環境⾏動に関する既存研究のレビューでは、Stern ら（1999、2000）の定義
に基づいて、環境⾏動を個⼈領域で⾏うものと公共領域で⾏うものとに整理し、さらに公共
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領域での環境⾏動を Crick（2000）が提案するシティズンシップの種類別（⾃由主義的理想
と共和主義的理想に基づく 2 種のシティズンシップ）に、個⼈⾏動と集団⾏動とに分類す
ることができた。 
 環境教育を通して取得する能⼒に関する既存研究のレビューを⾏った結果からは、環境
教育を通して習得する能⼒には、⼤きく分けて態度、知識、コンピテンスの 3 つがあり、環
境に対する態度の醸成と知識の獲得はコンピテンスの習得を⽀える構造にあることが分か
った。また、コンピテンスの詳細は定義の主体によって様々ではあるものの、互いに関連し
ており、中でも Wiek ら（2011）による持続可能性キー・コンピテンスが特に幅広くコンピ
テンスを捉えていた。 
 次に、サステナビリティ・トランジションの 4 つのフェーズ（開発前フェーズ、開始フェ
ーズ、加速フェーズ、安定フェーズ）について、各フェーズでの現象（Rotmans ら 2001）、
求められるトランジション・マネジメントの⼿順（松浦 2017）、関連するプレイヤー（Rogers 
2003）を整理したうえで、前節までにレビューした結果をもとに、各フェーズで求められる
環境⾏動と能⼒を明らかにした。持続可能な社会への変化を⽬指すこれまでの取り組みに
対して、将来ビジョンを実現するための現実的かつ短期的なアクションを実⾏し、スケール
アップする戦略が⼗分ではなかった点が批判されていることを踏まえると、トランジショ
ンを成功させるためには、4 つのフェーズのうち、特に開始フェーズと加速フェーズが重要
であると考えられた。そこで本研究では、この 2 つのフェーズに関連する環境⾏動として、
集団での意⾒表明、団体や話し合いの場の創出・参加、地域での挑戦的な環境活動への参加
といった、共和主義的理想に基づくシティズンシップにおいて推進される、公共領域での集
団的環境⾏動に着⽬することとした。また、開始と加速フェーズに必要なこれらの⾏動には、
戦略的コンピテンスと対⼈関係コンピテンスが求められることから、本研究ではこの 2 つ
のコンピテンスに着⽬することとした。 
 さらに、本研究においては、能⼒習得段階を、集団での環境⾏動に必要な能⼒の基礎を習
得し、地域や社会の問題を⾃分が関わるものとして捉えられるようになる初級段階と、集団
での環境⾏動に必要な能⼒を⾝に付け、問題解決に向けた集団⾏動を試みようとする上級
段階の２つの段階に⼤別し、必要に応じて 2 段階の区分で考察を⾏うこととした。 
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第３章 最新の環境教育プログラムの内容⾯における特徴の分析と課題の抽出 

 
3.1 本章の⽬的 
 2 章では、集団での意⾒表明、団体や話し合いの場の創出・参加、地域での挑戦的な環境
活動の創出・参加といった集団での環境⾏動が、サステナビリティ・トランジションに資す
る環境⾏動として特定されるとともに、これらの⾏動に必要とされる対⼈関係コンピテン
スと戦略的コンピテンスがこれからの環境教育で着⽬すべき能⼒として特定された。本章
では、サステナビリティ・トランジションを起こすうえで重要なこれらの能⼒の習得機会が、
最新の環境教育プログラムにおいて⼗分に提供されているかに着⽬して、現在⽇本で実践
されている環境教育プログラムの特徴を分析し、サステナビリティ・トランジションを促進
するうえでの課題を明らかにすることを⽬的とした。 
 
3.2 ⽅法 
3.2.1 分析対象とする環境教育プログラムの選定 
 現在提案、あるいは実践されている環境教育プログラムは数多くあり、プログラムの実施
者や対象者、学びの場、対象とするテーマ等も多様である。本研究では表 3-1 に⽰す要件を
満たすプログラムを分析対象として選定することとした。 
 

表 3-1 分析対象プログラムに求められる要件 
要件 No. 要件 理由 

１ 新しいプログラムである。 最新のプログラムであっても学習機会
が不⾜している能⼒を特定するため 

２ 学校や地域で幅広く実施されている 
普遍的な課題を抽出するため ３ 今後も様々な地域や関係者による発

展・展開が⾒込まれる 
４ 1〜2 時間で終了するプログラムではな

い 能⼒習得への寄与が期待できるプログ
ラムを分析するため ５ 

知識を得る、⾃分達で調べる、まとめて
発表するといった⼀連の学習プロセス
が含まれている 

６ プログラムの対象、⽬標、内容等、分析
可能なデータが公開されている 分析に必要なデータを得るため 

 
 表 3-1 の要件を満たすプログラムとして、本研究では環境省が 2013〜2015 年にかけて作
成・公開した「ESD 環境教育モデルプログラム」のうち、最初の 2 ヶ年で作成された 39 の
モデルプログラム（環境省 2013, 2014）を分析対象とした。このプログラムは、2013 年か
ら作成されている新しい教育プログラムであり（要件１を満たす）、3.2.2 項で述べるように、
学校を中⼼に実施され、今後も様々な地域で発展が⾒込まれていることから、要件 2、3 も
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満たしている。39 のプログラムは 10〜12 時間程度で設計されており、知識のインプットか
らアウトプットの作成までの⼀連の学習プロセスを含んでいるため、要件 4、5 を満たすと
判断できる。またそれぞれのプログラムは誰でも実施できるよう、ガイドブックに⽬標や内
容が詳細に取りまとめられており、要件 6 も満たしている。 
 
3.2.2 分析対象とする環境教育プログラムの概要 

対象とした環境教育モデルプログラムは、全国から ESD の視点を取り⼊れた環境教育プ
ログラムを公募し、専⾨家であるモデルプログラム化サポート委員によって選定、改編され
たものである。プログラムの対象は⼩学校中学年〜中学⽣であり、学校で取り⼊れやすいよ
う 1 プログラムあたり 10 時間前後で構成されている。このモデルプログラムを基に、全国
47 都道府県においてそれぞれの地域性を加味した「地域版プログラム」が作成され、⼩中
学校で実証授業が⾏われている。モデルプログラムの選定から地域版プログラムの作成ま
での流れを図 3-1 に⽰す。 

 

 
図 3-1 ESD 環境教育モデルプログラム事業の流れ 

出所：環境省ウェブサイト（https://edu.env.go.jp/esd/esdprogram） 
 
 モデルプログラムはガイドブックに取りまとめられており、各プログラムについて以下
の情報が掲載されている（表 3-2）。 
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表 3-2 モデルプログラムガイドブックに含まれる各プログラムの情報 
対象学年 ⼩学校中学年、⼩学校⾼学年、中学校の３分類 
プログラム所有団体 基となったプログラムを公募した団体の名前 
⽬標 プログラムのねらい 
概要 プログラムの題材、テーマ、⼿法の概要 
学習指導要領との関連 プログラムと関連させられる可能性のある学年、教科、学習内容 
持続可能な社会づくりの
構成概念 

プログラムを通して考える持続可能な社会に必要な概念（多様性、
相互性、有限性、公平性、連携性、責任性） 

ESD の視点に⽴った学習
指導で重視する能⼒・態度 

プログラムを通して⾝に付ける能⼒・態度（表 2-5 の 7 つの能⼒・
態度） 

プログラムの流れ １〜最⼤ 12 時間までの授業の流れ。時間ごとに活動・学習内容と指
導・⽀援の⽅法、ポイント、教材・必要物等が記載されている。 

その他の展開例等 プログラム実施後に活動を展開するためのアイデア 
地域で実践するときの 
補⾜情報 

プログラム実践時の協⼒団体や参考情報 

環境省 ESD 環境教育モデルプログラムガイドブックを基に表を作成 
 
 
3.3 分析⽅法 

2.2 節での既存⽂献レビューを通して、「環境教育を通して習得を⽬指す能⼒」は態度、知
識、コンピテンスの 3 つに分類することができ、また、態度の醸成と知識の獲得がコンピテ
ンスの習得を⽀える構造にあることが分かった。本章では、この能⼒についての定義を環境
教育プログラムの特徴分析に⽤いた。具体的には、各能⼒の定義に関する既存⽂献を基に、
どのような要素がプログラムに含まれていれば、その能⼒の習得に寄与するプログラムと
いえるかを判定する要素（以下、「プログラム要素」という。）を作成し、対象プログラムの
⽬標や内容に、各プログラム要素が含まれているか否かをそれぞれ判定することによって、
プログラムの特徴を考察した。さらに、個々のプログラムに含まれていると判定されたプロ
グラム要素を、39 のプログラムぶん全て⾜し合わせることで、モデルプログラム全体とし
てどのようなプログラム要素が多く含まれているのか、あるいは不⾜しているのかを分析
し、サステナビリティ・トランジションを促進するうえで重要な能⼒の習得機会が⼗分に提
供されているかを判断した。 

以下の項では、各プログラム要素の作成について詳しく説明する。 
 

3.3.1 態度に関するプログラム要素の作成 
 北⽶環境教育学会（2011）による環境リテラシーの定義は、1977 年のトビリシ宣⾔以降
に実施された環境教育を通して習得する能⼒についての様々な研究を総括したものでああ
る。この定義では、態度の醸成は環境問題に対する認知、選択、参画等に重⼤な影響を及ぼ
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し得るとされ、具体的には環境への感性、態度・関⼼、個⼈的責任感、有能感、意欲・意志
等がその構成要素として整理されている。本研究では、この定義を対象教育プログラムの⽬
標や内容に記載されている表現に合致するように変換し、態度のプログラム要素を表 3-3 の
とおり設定した。なお、分析では表 3-3 に⽰す要素が 1 つでも含まれていれば「態度」の醸
成に寄与すると判定した。 
 

表 3-3 態度のプログラム要素 
 ⾃然環境やエネルギー資源を⼤切に思う態度を醸成する。 
 環境問題に対する興味、関⼼を⾼める。 
 地域を⼤切に思う感性や地域の⼀員であるという責任感を⾼める。 
 積極的に参加しよう、問題を解決しようとする態度を醸成する。 
 他⼈と協⼒して作業を進めようとする態度を醸成する。 

 
 

3.3.2 知識に関するプログラム要素の作成 
 環境問題のメカニズムやその原因・影響等に関する知識を学習するだけでは環境問題の
本質を理解するのに不⼗分である。加えて、環境問題と関連する社会・⽂化・政治システム
の知識、問題の解決⽅法に関する知識、市⺠参画と⾏動戦略の知識を学ぶことも重要である
と指摘されている（北⽶環境教育学会 2011）。そこで本研究でも、知識に関するプログラム
要素を表 3-4 のように 3 つに分けて、知識の獲得に寄与するプログラムを判定した。 
 

表 3-4 知識のプログラム要素 
環境問題の原因、影響、メカニズムに関する知識について学ぶ。 
問題に関連する経済、政治、⽂化等に関する知識について学ぶ。 
問題を解決するための⾏動戦略に関する知識について学ぶ。 

 
 
3.3.3 コンピテンスに関するプログラム要素の作成 
 コンピテンスについては、2.2 節で述べたとおり Wiek ら（2011）による持続可能性キー・
コンピテンスが最も幅広い視点でコンピテンスを捉えていることから、その定義に基づい
て、表 3-5 のとおり、プログラム要素を設定した。 
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表 3-5 各コンピテンスのプログラム要素と判定上の留意点 
コンピテンス プログラム要素 判定上の留意点 

システム思考コ
ンピテンス 

異なるスケール（ローカル、グローバル）で考
える。  

複数の分野間（社会、環境、経済等）の関係性
を考える。  

複雑な問題構造を理解し、複雑かつ動的な原因
-結果の連鎖を考える。 

LCA を扱うプログラムはここに該
当すると判断した。 

⼈々の価値観・ニーズ・認識と社会の制度・意
思決定との間の相互作⽤を考える。  

予測 
コンピテンス 

問題が将来どのように進展しうるか、措置を講
じることで、あるいは講じないことでどのよう
な影響があるかを考える。 

 

起こりやすさの程度や事実との整合性を意識
して、将来を考える。 

学んだことやデータ等に基づかず
に、⾃由に未来を空想するよう内
容は該当しないと判断した。 

将来起こり得るリスクや世代間衡平を考慮し
て、予防的に対応策を考える。  

規範的 
コンピテンス 

持続可能性の原則や⽬標を理解して、既存の規
範（正義、公正、責任、社会と環境の健全な関
係性等）と調整しながら、持続可能性の観点を
組み⼊れる。 

単に持続可能性を考えるだけでな
く、そこにステークホルダー間の
正義、公正、責任等の視点を含めて
考えるプログラムが該当すると判
断した。 

戦略的 
コンピテンス 

個⼈⾏動や社会の仕組みを変容するための理
論や戦略、介⼊の仕⽅を理解する。 

最後に「⾃分たちでできることを
考える」という内容を含むプログ
ラムは、この要素に該当すると判
断した。 

問題解決に向けて障害となる点や成功要因、実
⾏可能性等を分析したり、問題解決のために利
⽤できるリソースや役割・責任を考慮したりし
て、効果的な戦略を考える。 

戦略が妥当かどうか検証する内容
が含まれるプログラムや、⼈数単
位でできることを考えるプログラ
ムが該当すると判断した 

社会の仕組みを変えるために、権⼒、政治、既
得権益者を含むステークホルダーを巻き込ん
だ戦略を考える。 

ステークホルダーを巻き込んだ具
体的な戦略を考える、もしくはそ
の⼀部を実⾏するプログラムが該
当すると判断した。 
例えば、⾃治体、⾸⻑、その他ステ
ークホルダーに向けた提案・提⾔
もここに含まれる。 

対⼈関係 
コンピテンス 

他者とコミュニケーションを図りながら、チー
ム内で役割分担（リーダーシップも含む）やプ
ロジェクトマネジメントを⾏い、チーム全体と
して⼒を発揮する。 

グループワークを通してアウトプ
ットを出したり、発表をしたりす
るプログラムが該当すると判断し
た。単にグループに分かれて⾒学
や観察をしているだけのプログラ
ムは該当しないと判断した。 

異なる⽴場、⽂化、主張を持つ⼈や組織と協働
する（信頼構築、交渉、対⽴解消を含む）。  
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3.4 分析結果 
3.4.1 各プログラムの特徴分析の結果 

全てのモデルプログラムの特徴分析の結果は巻末に⽰すが、ここでは例として中学⽣を
対象としたプログラムの特徴分析結果を⽰す。 
 
■プログラム名 
 地球温暖化を学び学校の省エネを考えるフィフティ・フィフティプロジェクト 
 
■内容 
 授業の前半では温暖化のメカニズムと代表的な省エネ対策を学び、後半では学校内や地
域で効果的に省エネ対策を進めるための⽅策を考える。最後の授業では省エネ対策に向け
た⾃治体への提案や発表会を実施する。 
 
■分析結果 

表 3-6 「地球温暖化を学び学校の省エネを考える 
フィフティ・フィフティプロジェクト」の分析結果 

能⼒ 該当するプログラム要素 プログラムの該当箇所 

知識 

環境問題の原因、影響、メカニズ
ムに関する知識 

温暖化のメカニズム、エネルギー消費、省エ
ネ⽅法等に関する知識を学ぶ。 

問題に関連する経済、政治、⽂化
等に関する知識 省エネを推進するための制度を学ぶ。 

問題を解決するための⾏動戦略
に関する知識 

省エネを推進するための啓発⽅法、経済的イ
ンセンティブ、⾃治体との連携⽅法を学ぶ。 

システム思考 
コンピテンス 

異なるスケール（ローカル、グロ
ーバル）で考える。 

⽣活の中で⾏う省エネの取組が、地球温暖化
問題とどのように繋がっているのかを学ぶ。 

戦略的 
コンピテンス 

個⼈⾏動や社会の仕組みを変容
するための戦略を考える。 

⾃分たちが学校で取り組む省エネ対策を考
える。ポスターを使って呼びかける。 

ステークホルダーを巻き込んだ
戦略を考える。 ⾃治体向けの具体的な提案をまとめる。 

対⼈関係 
コンピテンス 

他者とコミュニケーションを図
りながらチーム全体として⼒を
発揮する。 

グループで省エネ対策を考えたり、提案をま
とめたりする。 
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3.4.2 モデルプログラム全体での能⼒習得機会と課題の抽出 
 各プログラムの特徴分析において含まれていると判断されたプログラム要素について、
39 のプログラムぶん全てを⾜し合わせることによって、モデルプログラム全体のプログラ
ム要素の分布状況を分析した結果を図 3-2 に⽰す。 

 
（n=39） 

図 3-2 モデルプログラム全体に含まれるプログラム要素 
 
 図 3-2 に⽰すとおり、態度の醸成に関するプログラム要素は全体の半数以上の教育プロ
グラムに含まれていた。⾃然とふれあうプログラムや、温暖化や資源消費を扱うプログラム
では、⾃然環境やエネルギー資源を⼤切に思う感性の醸成が⽬標に含まれていることが多
く、地域資源を活⽤したプログラムでは地域を⼤切に思う感性、地域の⼀員であるという意
識・責任感、積極的に参加しようという態度の醸成を⽬指したものが多かった。 
 知識に関するプログラム要素については、すべてのプログラムにおいて、扱うテーマに関
係する「環境問題の知識」が含まれていた。⼀⽅「政治・経済・⽂化に関する知識」や「⾏
動戦略に関する知識」の獲得が期待できるプログラムは限られていたが、中には⽣産国であ
る途上国の状況や国際条約について学ぶプログラムや、地域や関係者を巻き込む効果的な
戦略について学ぶプログラムも⾒られた。 
 コンピテンスのうち、システム思考コンピテンスについては、他の環境問題や社会問題と
のつながりを考えさせる「他分野との繋がり」に該当するプログラムや、個⼈や地域レベル
の問題・⾏動を地球スケールでの問題と⽐較して考えさせる「異なるスケール」に該当する
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プログラムが⾒られた。しかし⼀⽅で「⼈と制度の関係」に該当するプログラムは⾒当たら
なかった。 
 予測コンピテンスについては、該当するプログラムが⾮常に少なく、⻑期的な視点に⽴っ
て、問題がどのように発展し得るのか、措置を講じるとどのような影響があり得るのかを考
えたり、将来の具体的なリスクを想定し、予防的措置について考えたりするようなプログラ
ムはなかった。⼀部のプログラムに地域の将来像について考える内容含まれているのみで
ある。 
 規範的コンピテンスについては、⽣産を担う途上国で起きている社会問題について考え
るプログラムが 2 件のみであり、ステークホルダー間の正義、公平、責任などの視点から持
続可能性を考える学習機会は⼗分とは⾔えなかった。 
 今回分析したモデルプログラムは、プログラムの最後にグループで議論や作業を⾏い、そ
れまで学んだことを基に⾃分達でできることを考えさせるプログラムが多かったことから、
戦略的コンピテンスの「個⼈・社会変容の理解」と、対⼈関係コンピテンスの「グループワ
ーク」に該当するプログラムが多くなっている。従来の環境教育プログラム・啓発の多くが
知識説明や⾏動修正に終始していたことを鑑みると、学習者⾃らにどうすべきかを考えさ
せる本プログラムの内容は評価できるといえよう。しかしながら、⽴場や意⾒が異なる主体
と協働し、様々なステークホルダーを巻き込んだ⾏動戦略について考えるプログラムは少
なく、「⾃分達でできること」として考える内容が個⼈⾏動の変容に留まっている可能性が
⾼いと考えられる。 
 
 
3.5 本章の結論 
 本章では、サステナビリティ・トランジションを促進するうえでのプログラム内容⾯にお
ける課題を明らかにすることを⽬的として、環境教育を通して⾝に付ける各能⼒の定義を
活⽤したプログラム要素を作成したうえで、環境省の「ESD・環境教育モデルプログラム」
の特徴を分析し、最新の環境教育プログラムであっても習得機会が⼗分に提供されていな
い能⼒を特定した。 

その結果、現在のモデルプログラムは態度を醸成し、環境問題に関する知識を習得するこ
とに寄与しているほか、グループワークを通して個⼈⾏動の変容戦略を考える学習機会に
なっていることが分かった。しかしながら、複雑な問題構造を多⾯的に理解したり、⻑期的
な視野で問題や対策の効果を検討したり、既存の規範と照らし合わせて現状や将来像を考
えたりする学習機会は⼗分とはいえなかった。また 2.3 節において、サステナビリティ・ト
ランジションに資する集団⾏動を促すうえで重要とされた戦略的コンピテンス（特に社会
変容戦略の理解、ステークホルダーを巻き込んだ戦略の検討）と対⼈関係コンピテンス（特
に異なる主体との協働）は、今回分析した最新の環境教育プログラムでも習得機会が少なく、
今後の環境教育において取り⼊れるべき学習項⽬であった。 
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第 4 章 先進的な環境教育プログラムが学習者に与える影響の分析 

 
4.1 本章の⽬的 
 第 2 章と第 3 章において、サステナビリティ・トランジションを促すためには他者と協
働し、社会に参画する公共領域での集団の環境⾏動が重要であり、そのためには対⼈関係コ
ンピテンスや戦略的コンピテンスの習得が⽋かせないこと、しかしながら、現在の環境教育
プログラムにはそれらの能⼒の習得に資する学習機会が⼗分に提供されているとは⾔えな
いことが明らかとなった。そこで本章では、サステナビリティ・トランジションに必要な能
⼒の習得を期待できる教育プログラムがどのように学習者に影響を及ぼすかを分析するこ
とによって、サステナビリティ・トランジションに資する環境教育についての知⾒を得るこ
とを⽬的とした。分析対象としては、三井物産株式会社による「三井物産サス学アカデミー」
と、千葉⼤学による「未来ワークショップ」をとりあげた。続く 4.2 節と 4.3 節では、それ
ぞれの環境教育プログラムについて、それらの概要、研究対象としての選定した理由、分析
⽅法、結果を述べる。 
 
4.2 三井物産サス学アカデミー 
4.2.1 プログラムの概要と選定理由 
（１）概要 
 三井物産サス学アカデミーは、同社が社会貢献活動の⼀環として 2014 年より毎年 1 回主
催している⼩学⽣向けの教育プログラムである。企画・運営は、サステナビリティをテーマ
とした学習を実践している千葉県柏市の私塾、ネクスファが⽀援している。本研究では 2014
年から 3 年間、同プログラムの評価を実施した。評価の枠組みとしては概ね同様であるが、
⼆年⽬以降は前年度の評価結果を踏まえて評価⽅法を毎年改善したことから、本章では評
価⽅法に改善が最も進んだ 3 年⽬について述べる。 
 3 年⽬のプログラムは、2016 年 7 ⽉に東京で 5 ⽇間かけて実施され、⼩学校 4〜6 年⽣を
対象としている。参加者は新聞等を通して公募され、作⽂での審査を経て 30 名（男児 15
名、⼥児 15 名）が選出された。プログラムのテーマは「未来の“くらしやしごと”を創りだ
そう」であり、それぞれのグループに設定された都市における 2050 年の課題、仕事、社会
貢献活動等を考え、最後に都市全体の将来像を発表する設計となっている。プログラム全体
の⼤まかな流れを図 4-1 に⽰す。 
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図 4-1 三井物産サス学アカデミーのプログラム全体の流れ 

 
図 4-1 に⽰すとおり、プログラム前半の１、2 ⽇⽬は未来の社会を考えるうえで必要な知

識のインプットに主軸を置きつつ、課題を理解するためにいくつかの⼩規模なグループワ
ークが組み込まれている。プログラム後半の 3、4 ⽇⽬は、前半で獲得した知識とグループ
ワークの成果を活⽤して、グループメンバーと協働しながら未来の社会に求められる様々
な取り組みについて取りまとめ、最終⽇である 5 ⽇⽬には、これらの成果を保護者や三井
物産社員の前で発表するという設計であった。 

本教育プログラムは、対象である⼩学校 4 年⽣から 6 年⽣の学習段階にあわせて設計さ
れており、現在起きている社会課題や将来発⽣が危惧されている環境問題に興味を持ち、そ
れらに対する深い知識を⾝に付け、⾃分⾃⾝が関わるものとして捉えられるようになるこ
とに主眼が置かれている。したがって、本研究で設定する学習段階としては、初級段階の教
育プログラムだと⾔える。 
 

各グループの未来都市を以下の中からを決定する。
①巨⼤な都市（メガシティ）、②宇宙の都市、③地⽅の都市、
④環境のきびしい沙漠都市、⑤途上国の都市

【未来をのぞこう】
未来に関するクイズを実施。グループで回答を考える。

【未来につながる仕事をのぞこう】
社会課題の解決に貢献するロボット事業について学ぶ。

【未来につながるハザードを知ろう】
未来の社会で起きる様々なハザードについて学び、それらのハザード
に対応する「未来の保険」をグループで考える。

【未来につながる活動をつくろう】
未来につながる現在の社会貢献活動について学び、2050年の未来都市
における社会貢献活動をグループで考える。

【未来の“くらしやしごと”を創りだそう】
プログラム前半の活動を基に、各グループの未来都市のコンセプトを
整理し、PRのためのCM映像と新聞を作成する。

グループによるプレゼンテーション
グループ毎に発表を⾏った後、参加者、保護者、⾒学者、三井物産社
員等で投票を⾏い、ベスト都市を決定する。
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（２） 選定した理由 
3.3 節で作成した習得能⼒とプログラム要素を⽤いて、三井物産サス学アカデミーの特徴

を整理した結果を表 4-1 に⽰す。 
表 4-1 のうち、予測コンピテンスは第 3 章で分析した最新の環境教育プログラムでもほ

とんど習得機会が提供されていなかった能⼒のひとつであり、本プログラムの⼤きな特徴
といえる。また、初対⾯のメンバーとの協働作業が多く含まれていること、プログラムの後
半ではファシリテーターや映像制作者といった⼤⼈と協働して発表作業を進める設計であ
ることから、サステナビリティ・トランジションを促すうえで重要と考えられる対⼈関係コ
ンピテンスの要素が多く含まれていると⾔えた。同じくサステナビリティ・トランジション
のために重要と思われる戦略的コンピテンスについては、検討対象が 2050 年の未来都市で
あり、現実の課題に対して実在のステークホルダーを巻き込んだ戦略を考える設計ではな
かったため、習得が期待できるコンピテンスとしては含まれていないと判断できる。 
 

表 4-1 習得能⼒とプログラム要素からみた三井物産サス学アカデミーの特徴 
能⼒ 該当するプログラム要素 プログラムの該当箇所 

態度 

 積極的に参加しよう、問題を
解決しようとする態度。 
 社 会 や未 来に 対 する 興味 関

⼼、責任感。 
 他⼈と協⼒して作業を進めよ

うとする態度。 

 未来都市の課題を解決する⽅策をグ
ループメンバーと協働して考える。 
 2050 年の課題を⾃分⾃⾝が関わる

ものとして考える。 

システム思考 
コンピテンス 

複数の分野間の関係性を考え
る。 

サス学羅針盤というツールを使い、
個々の課題や対策が関連している分
野を繰り返し考える。 

予測 
コンピテンス 

起こりやすさの程度や事実との
整合性を意識して、将来を考え
る。 

未来に関する様々な知識を学んだう
えで、それらを活かして 2050 年の未
来都市の将来像を考える。 

将来起こり得るリスクや世代間
衡平を考慮して、予防的に対応
策を考える。 

将来起こり得る様々なハザードにつ
いて学び、それらを予防する、あるい
は影響を軽減するための保険やソー
シャルアクション・プランを考える。 

対⼈関係 
コンピテンス 

他者とコミュニケーションを図
りながらチーム全体として⼒を
発揮する。 

5 ⽇間を通して参加者がグループメン
バーと協働して議論や作業を進める。 

異なる⽴場、⽂化、主張を持つ⼈
や組織と協働する。 

普段会うことのない同世代のメンバ
ーや、⼤⼈のファシリテーター・映像
制作者と協働して発表準備を進める。 

 
 表 4-1 をみると、本教育プログラムには戦略的コンピテンスは含まれていないものの、第
3 章で分析した環境教育モデルプログラムでは習得機会が少ないと判断されたシステム思
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考コンピテンスや予測コンピテンスが含まれており、また対⼈関係コンピテンスのうち、サ
ステナビリティ・トランジションとの関係が深い「異なる⽴場、⽂化、主張を持つ⼈や組織
と協働する」というプログラム要素も含まれていることから、サステナビリティ・トランジ
ションに求められる能⼒の習得が期待できる、すなわち本章で分析対象とする教育プログ
ラムとして妥当であると判断できる。 
 
4.2.2 教育プログラムの評価⽅法 

図 4-2 に 1 年⽬および 2、3 年⽬の評価⼿順を⽰す。 

  

図 4-2 三井物産サス学アカデミーにおける 1 年⽬および 2、3 年⽬の評価⼿順 
 
 図 4-2 に⽰すとおり、評価対象とする能⼒の特定や、能⼒を評価するための具体的な評価
指標や学習者の発達段階に応じた設問の作成は、1 年⽬の評価で実施した（森、⽥崎 2015）。
2 年⽬および 3 年⽬は、その年のプログラム内容に合わせて評価指標の⼀部を変更するとと
もに、前年度の評価において課題が⾒いだされた評価⽅法や設問を必要に応じて改善した
（図 4-2 の⑦）。 
 図 4-2 の①では、本研究で整理した三井物産サス学アカデミーで習得が期待できる能⼒
（表 4-1）と、プログラムの企画者が習得を意図した能⼒との整合性を検討し、評価対象と
する能⼒を決定した。企画者によると、今回のプログラムは、５⽇間を通して(a)主体的に
考える⼒、(b)未来への責任感、(c)コミュニケーション豊かなシェアの姿勢、(d)課題解決に
向けた協働の姿勢という、４つの能⼒習得に資することを⽬指して設計したとのことであ

②⼩学校の研究紀要等を参考に、能⼒を評価するための具
体的な評価指標を⼩学校⾼学年の発達段階にあわせて作成。

③各評価指標に沿ったアンケートの設問を作成するととも
に、プログラム中で尋ねるタイミングを検討。

④ネクスファの経営する学習塾で⼀部の設問を試⾏し、必
要に応じて質問⽅法や選択肢を改良。

⑤プログラムの実施と
アンケート票による評価データの収集。

⑥得られたデータを分析し、能⼒毎の学習効果を評価。
その結果を企画者及び主催者にフィードバック。

①本研究で整理する能⼒の枠組みと、サス学アカデミー
で企画者が習得を期待する能⼒との整合性を検討し、評
価対象とする能⼒を決定。

企
画
者
と
評
価
者
が
共
同
で
実
施

⑦その年のプログラ
ム内容に合わせて評
価指標の⼀部を変更
するとともに、前年
度の評価結果を踏ま
えて評価⽅法や設問
⽂を改善。

1年⽬の評価⼿順

2、3年⽬の評価⼿順
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った。本研究で整理した能⼒の枠組みでは、(a)と(b)は「態度」に、(c)と(d)は、「対⼈関係
コンピテンス」に該当する。よって本研究では、態度と対⼈関係コンピテンスに加え、本プ
ログラムで習得が期待できるシステム思考コンピテンスと予測コンピテンスの４つの能⼒
を評価対象として設定した。 

次に、評価しやすいよう能⼒を具体的な指標に落とし込む作業を⾏った（図 4-2 の②）。
その際、評価対象者が⼩学校⾼学年であることから、様々な⼩学校の研究紀要等を参考にし
て、⼩学⽣の発達段階に応じた指標を作成した。既存資料に参考となる指標が⾒つからない
場合は、普段から⼩学⽣への指導を⾏っており、この年齢の発達段階に詳しい企画者からの
助⾔を受けて、⼩学校⾼学年の段階で達成可能と思われる指標を作成した。 

その後、それぞれの評価指標に応じたアンケートの設問を作成し、各設問について 5 ⽇
間のプログラムのうち、どのタイミングで尋ねることが適切かを判断した（図 4-2 の③）。
さらに、⼩学校⾼学年の発達段階で回答することが難しいと考えられた設問については、プ
ログラム企画者が運営する学習塾の学⽣に回答を依頼し、質問⽂や選択肢を改良した（図 4-
2 の④）。 
 アンケート票による評価データを収集し（図 4-2 の⑤）、分析した結果は、教育プログラ
ムの主催者や企画者にもフィードバックすることによって、翌年以降も取り組みを継続す
べきかどうかの判断や、プログラム内容の改良に役⽴ててもらった（図 4-2 の⑥）。 

表 4-2 に、三井物産サス学アカデミーで評価した能⼒、企画者が習得を意図した能⼒、評
価指標、設問を⽰す。 
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表 4-2 三井物産サス学アカデミーで評価した能⼒、企画者が習得を意図した能⼒、評価指標、設問 

 

評価能⼒ 企画者が習得を 
意図した能⼒ 評価指標 参加者への振り返りシートにおける設問 保護者への 

事後アンケートにおける設問 

態度 

主体的に考える⼒ 主体的に考えたり、調べたりするこ
とができたか。 ― 

・主体的に⾏動すること 
・⾃分で調べたり考えたりするこ
とに変化があったか。 

未来への責任感 

未来は他⼈事ではないと認識したか 
 未来についてもっと考えたいか。 
 未来は⾃分たちにも責任のあるものだと思

うか。 ・社会に関⼼をもつこと 
・⾃分や社会の未来に関⼼をもつ
ことに⾏動変化はあったか。 社会への関⼼が持てたか 

 今後ニュースを積極的にみたり、聞いたり
したいか。 

 今後家族や⾝近な⼈と社会で起きている事
件や問題について話し合ってみたいと思う
か。 

持
続
可
能
性
キ
ー
・
コ
ン
ピ
テ
ン
ス 

シ ス テ ム 思考
コンピテンス ― １つ問題について、多様な視点から

考えることに気づけたか。 
 これまで 1 つの問題について多様な視点か

ら考えたことがあったか。 
 休みの間、多様な視点から考えてみたか。 

・物事のつながりを考えること 
・異なる複数の視点から物事を考
えることに⾏動変化はあったか。 

予測 
コンピテンス ― 

将来のリスクを考慮し、予防的に対
策を考えることに気づけたか。 

サス学での学びを通して、将来起きそうな問
題を予防的に考えることを重要だと感じた
か。 

― プログラム前半でインプットされた
未来の情報を踏まえて、2050 年の街
を描けたか。 

グループで「未来の街」を考えたとき、プロ
グラム１、２⽇⽬で学んだ内容をもとに、実
現可能性を考えたか。 

対⼈関係 
コンピテンス 

コミュニケーション
豊かなシェアの姿勢 

⾃分とは異なる意⾒を持つ⼈がいる
ことに気づき、その違いを尊重する
ことができたか。 

グループでの作業を通して、「なるほど」と思
えることはあったか。 ⾃分とは異なる意⾒に⽿を傾けよ

うとすることに⾏動変化はあった
か。 グループメンバーからの多様な意⾒

を聞くことで、⾃分の考えをより深
めることができたか。 

いろいろな意⾒を聞いて、⾃分の考えはよく
なったと思うか。 

⾃分の考えを分かりやすく伝えるこ
とができたか。 最終⽇のグループ発表に対する⾃⼰評価。 ⾃分の意⾒を伝えようとすること

に⾏動変化はあったか。 

課題解決に向けた協
働の姿勢 

メンバーで役割分担できたか。 うまくグループで役割分担できたと思うか。 ― 

初めて出会ったメンバーと前向きに
協働できたか。 

 いつもとは異なるメンバーでの議論に対す
る感想。 

 ⼤⼈との協働に対する感想。 
― 



51 
 

表 4-2 では、1 列⽬に評価対象とした能⼒を⽰し、2 列⽬にはプログラムの企画者が習得
を意図した能⼒を、評価対象能⼒と整合させて⽰している。3 列⽬にはそれぞれの能⼒を評
価するための指標を⽰しており、4、5 列⽬は各評価指標に該当する参加者および保護者へ
の設問を⽰している。 

このうち、3 列⽬に⽰す評価指標を正確に評価するためには、同じ対象者に対してプログ
ラムの事前・事後の量的データを取得し、両者を⽐較する評価⼿法が望ましいと考えられた
が、今回のような⺠間企業が実施するプログラムでは、参加者に多くの質問ができないとい
う制約があった。加えて、例えば⾃分とは異なる意⾒を聞いた際の対処⽅法のように、評価
指標によっては具体的な状況を提⽰しなければ質問に答えることが難しく、参加者全員に
共通の体験があるか分からない事前アンケートの段階では質問設定そのものが困難なもの
があった。したがって、全ての評価指標に対して事前・事後の量的データを⽐較する⼿法を
適⽤すること困難であると判断し、各評価指標に対する参加者の⾃⼰評価を事後アンケー
トで尋ねるとともに、保護者に対しても事後アンケートを実施することで、プログラム後の
⾏動変化を把握し、評価に活⽤することを試みた。なお参加者に対しては、全プログラム終
了後にプログラム中の細かな点について質問しても、⼩学⽣である参加者からは⼗分な回
答が得られないことが予想されたため、プログラム内容に応じた質問を毎⽇尋ねることに
した。質問は、参加者にプログラム内容への理解度や感想等を尋ねるために期間中毎⽇実施
された「振り返りシート」に盛り込んだ。 

表 4-2 に⽰した各能⼒に対する評価⼿法について、以下に詳細を述べる（振り返りシート
と保護者への事後アンケート票は、巻末に添付）。 
 
（１）態度 
 態度については、企画者が習得を意図した「主体的に考える⼒」と「未来への責任感」に
合わせて、①主体的に考えたり、調べたりすることができたか、②未来は他⼈事ではないと
認識したか、③社会への関⼼が持てたかの 3 つを評価指標として設定した。 

①は保護者への事後アンケートにおいて、主体的に⾏動すること、及び⾃分で調べたり考
えたりすることに⾏動の変化があったかどうかを尋ねた。②は、サス学アカデミーへの参加
を通して未来は他⼈事ではないという認識が⾼まったかを把握するため、4 ⽇⽬の振り返り
シートで未来のことについてもっと考えてみたいか（興味・関⼼）、未来を作ることに⾃分
たちが関わることが重要だと思えたか（責任）を尋ねた。③については、未来のことを考え
るうえで現在の社会に対して興味を持つことは⾮常に重要であることから、今後も積極的
に社会に関する情報を収集しようと思うか、社会で起きている問題等について⾝近な⼈と
議論しようと思うかを 4 ⽇⽬の振り返りシートで尋ねた。また②と③については、保護者
への事後アンケートを実施して、社会に関⼼をもつこと（ニュースや新聞をみる等）、及び
⾃分や社会の未来に関⼼をもつことに対して⾏動の変化があったかを訊いた。これは周囲
にも分かる②と③の変化があったかどうかを把握することを狙いとしている。 
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（２）システム思考コンピテンス 

システム思考コンピテンスについては、サス学アカデミーへの参加を通して、様々な分野
をつなげたり、多⾯的に物事を捉えたりする思考⽅法に気づけたかどうかを評価指標とし
た。これは、本プログラムが初級段階のプログラムであり、また 1 回のプログラム参加でコ
ンピテンスを完全に習得することは難しいためである。プログラム初⽇に参加者が記⼊す
る振り返りシートにおいてこれまでの多⾯的思考の経験を尋ね、プログラム 3 ⽇⽬の振り
返りシートにおいて、プログラム 2 ⽇⽬と 3 ⽇⽬の間にあった休み中に多⾯的思考をどの
程度⾏ったかを尋ねた。また保護者への事後アンケートでは、物事のつながりを考えること、
及び異なる複数の視点から物事を考えることについて、参加者に⾏動変化があったかを尋
ねた。 
 
（３）予測コンピテンス 
 予測コンピテンスについては、サス学アカデミーへの参加を通して、将来のリスクを考慮
し、予防的に対策を考えるという思考⽅法に気づけたか、プログラム前半でインプットされ
た知識を踏まえて 2050 年の都市の姿を描けたかの 2 つを評価指標とした。前者は、2 ⽇の
振り返りシートで将来起きそうなリスクに対して予防的な対策を講じることが重要だと認
識できたかを尋ね、後者はプログラム 3 ⽇⽬の振り返りシートにおいて、未来について考
えるときに学んだ事実に基づいて実現可能性を考慮できたかを尋ねた。 
 
（４）対⼈関係コンピテンス 
 表 4-2 に⽰すとおり、対⼈関係コンピテンスは、企画者がプログラム⽬標として設定した
「コミュニケーション豊かなシェアの姿勢」と「課題解決に向けた協働の姿勢」に合致する
ように５つの評価指標を設定した。 

コミュニケーション豊かなシェアの姿勢については、1 ⽇⽬、2 ⽇⽬、4 ⽇⽬に参加者が
記⼊する振り返りシートにおいて、グループでの話し合い等で「なるほど」と思えることが
あったかどうかを尋ねたほか、他者の意⾒を聞いて⾃分の考えを深められたかどうかを 2 ⽇
⽬、4 ⽇⽬の振り返りシートで訊いた。また、保護者への事後アンケートにおいて、⾃分と
は異なる意⾒に⽿を傾けようとすることに⾏動の変化があったかを尋ねた。⾃分⾃⾝の意
⾒を分かりやすく伝えられたかという評価指標については、プログラム最終⽇のプレゼン
テーションに対し、5 ⽇⽬の振り返りシートで参加者が⾃⼰評価を⾏うとともに、保護者へ
の事後アンケートにおいて、⾃分の意⾒を伝えようとすることに⾏動変化があったかを尋
ねた。 

課題解決に向けた協働の姿勢については、課題に向かって他⼈と上⼿く協働できていた
かを把握するため、プログラム最終⽇の振り返りシートにおいて、グループ内で適切に役割
分担が出来ていたと思うかを尋ねるとともに、普段とは異なるメンバーや⼤⼈と協働した
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ことに対してどう感じたかを尋ねた。 
 
4.2.3 評価結果 
 評価に⽤いた参加者への振り返りシートは、5 ⽇間のプログラムのうち 2 ⽇⽬のみ 29 ⼈
分、それ以外の⽇は 30 ⼈分回収した。保護者への事後アンケートは、30 ⼈中 26 ⼈から回
収することができた。各能⼒の評価結果について、以下に詳細を述べる。 
 
（１）態度 
 保護者への事後アンケートで主体的に⾏動すること、及び⾃分で調べたり考えたりする
ことに対し、参加者の⾏動に変化があったかどうかを尋ねた結果を図 4-3、4-4 に⽰す。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-3 主体的に⾏動することに対する    図 4-4 ⾃分で調べたり考えたりする 
保護者の回答結果              ことに対する保護者の回答結果 

  
 主体的に⾏動すること、及び⾃分で調べたり考えたりすることのいずれについても 90％
程度の保護者が「⾏動に変化があった」もしくは「⾏動に変化はないが、変わるきっかけに
はなっていそう」と回答していた。 
 次に参加者に対して、未来のことについてもっと考えてみたいか、未来を創ることについ
て⾃分達が関わることが重要だと思えたかを尋ねた結果を図 4-5、4-6 に⽰す。結果をみる
と、いずれの問いに対しても 90％以上がポジティブな回答をしており、サス学アカデミー
を通して未来への興味や責任感が⾼まったといえる。 
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図 4-5 未来についてもっと考えてみたいか（4 ⽇⽬振り返りシート） 

に対する参加者の回答結果 
 

 
図 4-6 未来を創ることについて⾃分達が関わることが重要だと思えたか 

（4 ⽇⽬振り返りシート）に対する参加者の回答結果 
 
 今回のプログラム参加を通して、今後も積極的に社会に関する情報を収集しようと思う
か、社会で起きている問題等について⾝近な⼈と議論しようと思うかを参加者に尋ねた結
果を図 4-7、4-8 に⽰す。 

 
図 4-7 今後も積極的に社会に関する情報を収集しようと思うか 

（4 ⽇⽬振り返りシート）に対する参加者の回答結果 
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図 4-8 社会で起きている問題について⾝近な⼈と議論しようと思うか 

（4 ⽇⽬振り返りシート）に対する参加者の回答結果 
 
 いずれの問いに対しても「とてもそう思う」または「どちらかといえばそう思う」が 90％
を超えており、社会への関⼼が⾼まっている様⼦がうかがえる。 
 さらに、保護者に対して、社会に関⼼をもつこと（ニュースや新聞をみる等）、及び⾃分
や社会の未来に関⼼を持つことに対して参加者の⾏動の変化があったかを尋ねた結果を図
4-9、4-10 に⽰す。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-9 社会に関⼼を持つことに対する   図 4-10 ⾃分や社会の未来に関⼼をもつ 
保護者の回答結果             ことに対する保護者の回答結果 

 
 保護者に対して参加者の⾏動変化を尋ねたその他の設問では、「⾏動に変化があった」と
回答している割合が 20〜30％なのに対し、社会や未来に関⼼を持つことについては、60％
以上が「⾏動に変化があった」と回答していた。サス学アカデミーに参加したことで、社会
や未来に対する興味・関⼼が⾼まり、ニュースを⾒たり家族で話し合ったりするなど、家庭
内での⾏動に明確な変化が起きていることが分かる。 
 
（２）システム思考コンピテンス 
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 ひとつの物事に対して多様な視点から考える多⾯的思考について、参加者のこれまでの
経験を尋ねた結果を図 4-11 に⽰す。また、プログラム 2 ⽇⽬と 3 ⽇⽬の間にあった 5 ⽇間
の休み中に、前半のプログラムで学んだ多⾯的思考を試した頻度を尋ねた結果を図 4-12 に
⽰す。 

 
図 4-11 これまでの多⾯的思考の経験（1 ⽇⽬振り返りシート） 

に対する参加者の回答結果 
 

 
図 4-12 休み期間中に多⾯的思考を⾏った頻度（3 ⽇⽬振り返りシート） 

に対する参加者の回答結果 
 

 保護者の事後アンケートにおいて、物事のつながりを考えること、及び異なる複数の視点
から物事を考えることについて、参加者に⾏動変化があったかを尋ねた結果を図 4-13、4-
14 に⽰す。 
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図 4-13 物事のつながりを考えること   図 4-14 異なる複数の視点から物事を考える 
に対する保護者の回答結果         ことに対する保護者の回答結果 

 
 参加者の多⾯的思考経験は、33％が「時々そうしている」、27％が「あまりしたことがな
かった」と回答している⼀⽅、サス学アカデミーの 2 ⽇⽬から 3 ⽇⽬の間にあった 5 ⽇間
の休み中に多⾯的思考を試した割合は 70％を超えた。また、保護者への事後アンケート結
果をみると、70〜80％が「⾏動に変化があった」もしくは「⾏動に変化はないが変わるきっ
かけにはなっていそう」と回答している。1 回の教育プログラムへの参加で多⾯的思考を完
全に習得することは難しいが、サス学アカデミーに参加したことによって、多⾯的な思考⽅
法に気づき、それを⽇常⽣活で試そうとする傾向がアンケートの結果からうかがえる。 
 
（３）予測コンピテンス 

参加者に対して、将来起きそうなリスクに対して予防的な対策を講じることが重要だと
認識できたかを尋ねた結果を図 4-15、プログラム 3 ⽇⽬に未来について考えるときに、学
んだ事実に基づいて実現可能性を考慮できたかを尋ねた結果を図 4-16 に⽰す。 

 
図 4-15 将来のリスクに対して予防的対策を講じることが重要と思うか 

（２⽇⽬振り返りシート）に対する参加者の回答結果 
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図 4-16 学んだ事実に基づいて未来都市の実現可能性を考えられたか 

（3 ⽇⽬振り返りシート）に対する参加者の回答結果 
 

 図 4-15 の回答結果では、問題が起きる前に対策を講じることの重要性に対して「前より
もそう思うようになった」という回答が全体の 90％を占めており、今回のプログラムを通
して予防的対策の重要性に気づいたといえる。 
 図 4-16 の学んだ事実に基づいて将来像を描けたかどうかについては、70％以上の参加者
が「はい」と回答していた。どんなことからそう思ったかについての⾃由記述欄には、プロ
グラム前半で学んだ 2050 年のロボット開発状況や、プログラム中に他の都市（グループ）
と共存できる仕組みをつくったこと等が理由として挙げられており、⼩学⽣の発達段階な
りに回答できている参加者が多かった。 
 
（４）対⼈関係コンピテンス 
 本評価項⽬では、他⼈と前向きなコミュニケーションを図るために⼩学⽣の段階で重要
な事項として、他者の意⾒を聞いて「なるほど」と思えたか、他者と話し合うことで⾃分の
意⾒が深まったかを尋ねた。また、プログラム最終⽇のプレゼンテーションに対し、詳細項
⽬ごとに参加者が⾃⼰評価を⾏うことによって、⾃分の意⾒を他⼈に分かりやすく伝える
ことができたかを評価した。結果を以下に⽰す。 
 

 
１⽇⽬振り返りシート       ２⽇⽬振り返りシート      ４⽇⽬振り返りシート 

図 4-17 グループ内での話し合いや他グループの発表を聞いて「なるほど」や 

はい, 22

人

いいえ, 7

人

(n=29)
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「おもしろい」と思えることがあったかに対する参加者の回答結果 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

２⽇⽬振り返りシート       ４⽇⽬振り返りシート 
図 4-18 他者と話し合うことで、⾃分の考えで広がったところや深まったところは 

あるかに対する参加者の回答結果 
 
 
 

 
図 4-19 グループ発表に対する⾃⼰評価 

  
 また、保護者に対して、⾃分とは異なる意⾒に⽿を傾けようとすること、及び⾃分の意⾒
を伝えようとすることについて、プログラム後に参加者の⾏動変化があったかを尋ねた結

22人

20人

16人

16人

19人

19人

22人

19人

8人

7人

12人

11人

8人

8人

8人

5人

1人

2人

2人

3人

3人

5人

1人

1人

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①事前にしっかりと準備をする(n=30)

②みんなに聞こえる声で話す(n=28)

③ ちょうどよいスピードで話す(n=30)

④みんなのほうを見て発表する(n=30)

⑤発表する資料や方法を工夫する(n=30)

⑥みんなに分かってもらえるよう、

順序立てて発表する(n=30)

⑦決められた時間内に自分の発表を終える(n=30)

⑧ みんなからの質問に上手く答える(n=30)
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果を図 4-20、4-21 に⽰す。 
 
 
 
 
 
 
 
                    
図 4-20 異なる意⾒に⽿を傾けようと   図 4-21 ⾃分の意⾒を伝えようとすること 

することに対する保護者の回答結果     に対する保護者の回答結果 
 
 他⼈の意⾒を聞いて「なるほど」と思えたかについては 90％以上が「はい」と回答して
おり、⾃由記述欄には誰の、どのような点に感⼼したのかが具体的に書かれていた。他⼈の
意⾒を聞いて⾃分の考えが深まったかどうかについては 40〜60％が「深まった」と回答し
た。その理由欄をみると、これまで思いつかなかった視点を発⾒したことや、⾃分の考えと
は異なる解決⽅法に驚いたこと等が書かれており、グループ内で刺激のある議論ができて
いたことがうかがえる。 

⾃分の考えを分かりやすく伝えることについては、概ねどの項⽬についても⾃⼰評価が
⾼い傾向にあるが、話すスピードや相⼿を⾒る等、基本的な項⽬に対する評価が他の項⽬と
⽐べるとやや低い傾向にあった。 

保護者の事後アンケートでは、⾃分とは異なる意⾒に⽿を傾けようとすること、⾃分の意
⾒を伝えようとすることの両⽅について、80〜90％が「⾏動に変化があった」もしくは「⾏
動に変化はないが、変わるきっかけにはなっていそう」と回答していた。 

全体として、他⼈とのコミュニケーションに関する本評価項⽬の結果は良好であり、コミ
ュニケーションスキルの向上がサス学アカデミーの重要な学習効果の⼀つになっていると
考えられる。 
 
 次に、課題解決に向けて他メンバーと協働できていたかを把握するため、グループ内で役
割分担画出来ていたかを尋ねた結果を図 4-22 に、普段とは異なるメンバーと協働した感想
を図 4-23 に、⼤⼈と協働した感想を図 4-24 に⽰す。 
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図 4-22 グループ内でうまく役割分担ができていたと思うか 

（5 ⽇⽬振り返りシート）に対する参加者の回答結果 
 

 
図 4-23 普段とは異なるメンバーと協働した感想 

（5 ⽇⽬振り返りシート）に対する参加者の回答結果 
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図 4-24 ⼤⼈と協働した感想（5 ⽇⽬振り返りシート）に対する参加者の回答結果 

 
グループ内での役割分担については、80％の回答者がとても上⼿くできたと回答した。ま

た、いつもとは異なるメンバーとの協働については 80％以上が「積極的に話し合いに参加
できた」「いつもとは違うメンバーで⾯⽩かった」と回答しており、サス学アカデミーで初
めて出会ったメンバーであっても、前向きに議論や作業を進められていたと考えられる。 
 ⼤⼈との協働については、概ね好意的な意⾒が多かった⼀⽅、⼀部で「もっと⼦供だけで
決めたかった」という意⾒も寄せられていた。しかしながら、⾃由記述欄には環境問題や⾼
齢化等、これまで参加者が不安に感じていたことに対して真剣に取り組んでいる⼤⼈がい
ることに安⼼したという意⾒や、ファシリテーターが効果的に議論を進める様⼦を⾒て感
⼼したという意⾒が書かれており、⼤⼈と真剣に協働できたことによる効果は⼩さくない
と考えられる。 
 
4.2.4 考察 
 態度の醸成に関する評価指標のうち、未来や現在の社会について関⼼を持つことについ
ては、特に⾼い評価が得られた。保護者への事後アンケートでは、以前より熱⼼にニュース
を⾒たり、家族で話し合いをしたりしているとの回答が多く、サス学アカデミーへの参加が、
学習者に対して社会課題へのより強い興味関⼼を与えたと⾔えるだろう。 

また振り返りシートや保護者への事後アンケートの結果をみると、1 つの物事を多⾯的に
考える（システム思考コンピテンス）思考⽅法を知ったり、中⻑期的な視点で物事を捉え、
予防措置を講じることの重要性を認識したり（予測コンピテンス）するきっかけとして、サ
ス学アカデミーでの学習は役⽴っているといえる。サス学アカデミーのような 1 回の教育
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プログラムのみでコンピテンスを完全に習得するのは困難であるが、参加者がサス学アカ
デミーで気づいたこれらの新たな視点・考え⽅を、その他のテーマにも応⽤してみることを
学校や家庭等で繰り返すことで、いずれは持続可能な発展に必要とされるコンピテンスを
習得できると考えられる。 
 サステナビリティ・トランジションを促すうえで重要と考えられる対⼈関係コンピテン
スについては、普段とは異なる、初めて出会うメンバーであったにも拘らず、積極的にグル
ープで協働できたことへの満⾜感が多くの参加者の振り返りシートに⾒られた。また、⾃分
とは異なる意⾒や発想に驚き、それを基に⾃分⾃⾝の考えを広げたり、深めたりすることが
できたという回答も多く⾒られ、単に仲良くグループ作業ができたというだけでなく、参加
者にとって刺激のある議論が展開されていたことが分かる。異なる⽴場を持つ他者との協
働という観点からは、三井物産社員、ファシリテーター、映像制作者といった⼤⼈と協⼒し
て発表準備を進めたことに対して感想を聞いたが、⾃分の考えが深まったり、グループの作
業が効果的に進んだりした利点を挙げる意⾒が多く⾒られた。今回のプログラムは、異なる
意⾒を持つ者同⼠が互いに合意できる点を探すような内容ではなく、互いに協⼒して未来
の都市や仕事を創造する内容であったため、求められる対⼈関係コンピテンスのレベルは
⾼くなかったが、プログラムの対象が⼩学校⾼学年であり、対⼈関係コンピテンスの初級段
階を学ぶプログラムであったことを勘案すると、今回の参加者に対しては⼀定の能⼒習得
効果があったと⾔える。 
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4.3 未来ワークショップ 
4.3.1 プログラムの概要と選定理由 
（１）概要 

未来ワークショップは、国⽴研究開発法⼈科学技術振興機構 社会技術研究開発センター
（RISTEX）のプロジェクト「多世代参加型ストックマネジメント⼿法の普及を通じた地⽅
⾃治体の持続可能性の確保(OPoSSuM: Open Project on Stock Sustainability Management)」
の⼀環として、千葉⼤学、芝浦⼯業⼤学、国⽴環境研究所が千葉県内の開催市と協働で実施
した中⾼⽣向けのワークショップである。2015 年は市原市、2016 年は⼋千代市、2017 年
は館⼭市で開催された。筆者が評価に携わった⼋千代⽒と館⼭市のワークショップについ
て述べる。 

⼋千代市での未来ワークショップは、2016 年 11 ⽉ 23 ⽇に⼋千代市内で開催され、地元
の中⾼⽣ 20 名（男性 6 名（うち中学⽣ 2 名、⾼校⽣ 4 名）、⼥性 14 名（うち中学⽣ 9 名、
⾼校⽣ 5 名））が参加した。館⼭市での未来ワークショップは 2017 年 8 ⽉ 7 ⽇に館⼭市内
で開催され、地元の中⾼⽣ 44 名（男性 24 名（うち中学⽣ 17 名、⾼校⽣ 7 名）、⼥性 20 名
（うち中学⽣ 13 名、⾼校⽣ 7 名））が参加した。いずれのワークショップでも、市及び県
の教育委員会経由で市内各校に開催案内を配布して参加を募っており、2040 年における各
⾃治体の動態予測（未来シミュレータ）の結果をもとに、将来その地域で起こりうるであろ
う問題と政策を参加者が考え、2040 年の未来市⻑として現市⻑に政策提⾔を⾏うという内
容である（宮崎・森 2017）。なお、市⻑に提案された政策のうち、良いものはその後実現さ
れる可能性があり、実際に市原市で開催されたワークショップでは、参加者が提案した市内
の⽵と廃校を有効利⽤するイベントがワークショップの翌年に開催され、資源の有効利⽤
や地域コミュニティの活性化に寄与している。 

プログラム全体の流れを図 4-25 に⽰す。 
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図 4-25 未来ワークショップのプログラム全体の流れ 

 図 4-25 に⽰すとおり、プログラムは午前中に未来シミュレータの結果や現在の市の特
徴や課題等に関する知識をインプットし、午後に得た知識を活⽤しながらグループワーク
を⾏うという流れとなっている。午後のグループワークの前半は開催市における 2040 年
の課題を検討し、後半はそれらの課題に対して現在⾏っておくべき対策を考え、最後に現
市⻑に対する政策提⾔を⾏うという設計であった。 

学習段階としては、市⻑に対して政策提⾔を⾏うことによって、市の抱える問題の解決
に寄与しようという内容であることから、上級段階のプログラムであるといえる。 
 
（２）選定した理由 

3.3 節で作成した習得能⼒とプログラム要素を⽤いて未来ワークショップの特徴を分析
した結果を表 4-3 に⽰す。表中のうち、予測コンピテンスは先述した三井物産サス学アカ
デミーにも含まれていたが、未来ワークショップではシミュレータで予測した具体的なデ
ータに基づいて将来を考え、今どのような対策を講じておくべきかを検討するというバッ
クキャスティング思考を学ぶ内容が含まれていることが⼤きな特徴である。また、グルー
プメンバーで議論しながら、その課題の解決に向けて実施すべき具体的な政策を提案する
ことから、サステナビリティ・トランジションを促進するうえで重要な戦略的コンピテン
スと対⼈関係コンピテンスの要素も含まれている。したがって、本教育プログラムはサス
テナビリティ・トランジションに寄与する能⼒の習得機会を提供するプログラムであり、

未来シミュレータの結果について学び、2040年の市の姿を想像する。

現在の市における課題、歴史、資産等について学ぶ。

【2040年の未来市⻑が直⾯している課題の検討】
①個⼈で考える
②グループで議論してまとめる
③他グループのまとめを回覧する
④⾃分のグループのまとめをブラッシュアップする

現職市⻑に対して、各グループの提⾔を発表

午
前

午
後

知
識
の
イ
ン
プ
ッ
ト

グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク

発
表

優先度の⾼い提⾔の抽出
（全グループのまとめを回覧し、

優れていると思う提⾔にシールを貼る）

【未来市⻑から現職の市⻑に対する提⾔項⽬の検討】
①個⼈で考える
②グループで議論してまとめる

発表準備
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分析対象として妥当であると判断できる。 
 

表 4-3 習得能⼒とプログラム要素からみた未来ワークショップの特徴 
能⼒ 該当するプログラム要素 プログラムの該当箇所 

態度 

 地域を⼤切に思う感性、地域の⼀員で
あるという意識、責任感。 
 積極的に参加しよう、問題を解決しよ

うという態度 
 他⼈と協⼒して作業を進めようとす

る態度 

 地域の歴史、特徴、資産、課題等につ
いて学び、⾃分との関わりを考える。 
 必要だと思う政策を考え、現市⻑に提

案する。 
 地域課題に取り組んでいる⼈の話を

聞いたり、関係者と地域課題の解決策
について話し合ったりする。 

知識 問題に関連する経済、政治、⽂化等に関
する知識 

地域の⽂化・歴史と現在の課題を総合
的に学び、2040 年の市の経済状況や⼈
⼝動向等について、未来シミュレータ
の結果を基に考える。 

予測 
コンピテンス 

問題が将来どのように進展しうるか、
措置を講じることで、あるいは講じな
いことでどのような影響があるかを考
える。 地域の課題が将来どのように展開する

かデータに基づいて考え、未来市⻑と
して未然防⽌の観点から現市⻑に提⾔
する。 

起こりやすさの程度や事実との整合性
を意識して、将来を考える。 

将来起こり得るリスクや世代間衡平を
考慮して、予防的に対応策を考える。 

戦略的 
コンピテンス 

個⼈⾏動や社会の仕組みを変容するた
めの理論や戦略、介⼊の仕⽅を理解す
る。 

2040 年の市が抱える課題の解決に向
けて、様々なステークホルダーや地域
リソースを活⽤した社会変容の戦略を
考え、現市⻑に提案する。 

問題解決に向けて障害となる点や成功
要因、実⾏可能性等を分析したり、問題
解決のために利⽤できるリソースや役
割・責任を考慮したりして、効果的な戦
略を考える。 

社会の仕組みを変えるために、権⼒、政
治、既得権益者を含むステークホルダ
ーを巻き込んだ戦略を考える。 

対⼈関係 
コンピテンス 

他者とコミュニケーションを図りなが
らチーム全体として⼒を発揮する。 

参加者がグループメンバーと協働して
議論や作業を進める。 

異なる⽴場、⽂化、主張を持つ⼈や組織
と協働する。 

普段会うことのない同世代のメンバー
や、⾃分と異なる世代の⼈と⼀緒に考
え、話し合う。 
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4.3.2 教育プログラムの評価⽅法 
 未来ワークショップが学習者に及ぼす影響を分析するため、参加者に対する事後のアン
ケート調査を実施した。アンケート調査票はワークショップ終了直後に紙⾯で配布し、回答
を得た。 
 評価対象とした能⼒は、表 4-3 でプログラムの特徴に基づいて整理した態度、知識、予測
コンピテンス、戦略的コンピテンス、対⼈関係コンピテンスの 5 つである。さらに館⼭市で
の未来ワークショップでは、集団での環境⾏動に対する認識の変化も評価対象として設定
した。これらの能⼒及び認識について、具体的な評価指標を設定し、さらに指標を評価する
ための設問を作成した。未来ワークショップは 1 ⽇で完了するプログラムであり、アンケ
ート回答に使える時間が⾮常に限られていたため、ワークショップ終了後の短い時間で回
答できるよう配慮する必要があった。そこで、設問数を必要最⼩限に絞り込んだうえで、設
問はワークショップに参加したことによる変化を直接尋ねる設計とし、選択肢はすべての
設問に対して「ワークショップに参加したことで前よりそう思うようになった」、「ワークシ
ョップに参加する前からそう思っていた（あまり変化はない）」、「ワークショップに参加し
たけれど、あまり、あるいはまったくそう思わない」の 3 択とした。 

表 4-4 に未来ワークショップにおける評価能⼒、評価指標、設問を整理して⽰す。 
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表 4-4 未来ワークショップにおける評価能⼒、評価指標、設問 

評価する能⼒ 評価指標 
参加者への事後アンケートにおける設問 

（前よりそう思う、前からそう思っていた、 
ワークショップに参加したがそう思わない、の 3 択で回答） 

態度 

【地域への愛着】 
⾃分の住む地域を⼤切に思い、⼀員として
責任を果たしたいと思えたか。 

 ⼋千代市（館⼭市）が好きだ 
 ⼋千代市（館⼭市）くらしやすい場所になるよう、⾃分にできることで貢献したい。 

【地域への興味関⼼】 
⾃分の住む地域や社会で起きている問題に
ついて、興味を持つことができたか。 

 ⼋千代市（館⼭市）で起きている問題についてもっと知りたい。 
 社会や地域で起きている問題について、家族や友⼈ともっと話し合ってみたい。 

【⾃⼰影響の有効感】 
⾃分がアクションを起こすことで、社会に
影響を与えられると思えたか。 

 ⼋千代市（館⼭市）で起きる問題に私が関わることで、少しでも望ましい⽅向に現状を変えられ
るかもしれない。 

 ⼋千代市（館⼭市）で起きる問題に私が積極的に関われば、市の決定にも影響を及ぼすことがで
きる。 

【地域に参画しようという⾏動意図】 
⾃分の住む地域が抱える問題を解決するた
め、積極的にコミュニティに参画しようと
思えたか。 

 ⼋千代市（館⼭市）で起きる問題を解決するために、関係者と⼀緒に話し合う場に参加したい。 
 ⼋千代市（館⼭市）で起きる問題を解決するために、関係者が話し合ったり、協⼒したりする場

を作り、みんなに参加を呼びかけたい。 
 ⼋千代市（館⼭市）で起きる問題を解決するために、関係者に⾃分たちの意⾒を届ける活動に参

加したい 
 ⼋千代市（館⼭市）を良くする活動のリーダーになりたい。 

知識 ⾃分の住む地域の問題を理解できたか。  私は、⾃分と同じくらいの年齢の⼈と⽐べて、館⼭市の現在や将来に関する問題について、知識
があるほうだ 

持
続
可
能
性
キ
ー
・
コ
ン
ピ
テ
ン
ス 

予測コンピテンス 
⻑期的な視野で考えたり、未然防⽌の観点
を考えたりすることができるようになった
と思えたか。 

 私は、今⼋千代市（館⼭市）で起きている問題が将来どうなるかや、対策を講じることでどんな
影響がありそうかなど、⻑期的な視点で考えることができる。 

 私は、未来で起きそうな問題に対して、問題が起きてから解決⽅法を考えるのではなく、その問
題が起こらないようにする⽅法を考えることができる。 

戦略的コンピテン

ス 

多様な主体を巻き込んだ効果的な戦略を考
えることができるようになったと思えた
か。 

 私は、⼋千代市（館⼭市）の望ましい将来を実現するために、実⾏可能性の⾼い効果的な戦略を
考えつくことができる。 
 私は、今の⼋千代市（館⼭市）を望ましい社会へと変えていくために、⽴場や意⾒が異なるいろ

いろな⼈を巻き込んだ戦略を考えつくことができる。 

対⼈関係コンピテ

ンス 
異なる⽴場・意⾒を持つ⼈とも、チームとし
て協働できるようになったと思えたか。 

 私は、他の⼈と⼀緒に話し合ったり、協⼒しあったりして、チームとして上⼿に作業を進めるこ
とができる。 
 私は、⾃分と⽴場や意⾒が異なる⼈であっても、問題の解決に向けて⼀緒に話し合ったり、協⼒

しあったりすることができる。 
集団での⾏動に対する認識 

（館⼭市のみ） 集団での⾏動に対する認識が変化したか。 

 館⼭市で起きる様々な問題を解決するためには、個⼈で⾏動するよりも、他の⼈と協⼒してでき
ることに取り組んだほうが効果的だ 

 個⼈で⾏動するだけでなく、他の⼈と協⼒して⼀緒に問題に取り組まなければ、館⼭市は危機的
な状況になる 

 他の⼈と協⼒して⼀緒に地域の問題に取り組むことは、私たちの責任だ。 
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 表 4-4 に⽰した各能⼒に対する評価指標と設問について、以下に詳細を述べる（アンケー
ト票は巻末に添付）。 
 
（１）態度 
 プログラムに含まれている要素から「地域への愛着」、「地域への興味関⼼」、「⾃⼰影響の
有効感」、「地域に参画しようという⾏動意図」の 4 つの評価指標を設定した。 
a) 地域への愛着 

プログラム前半には、参加者が⾃分達の住む街の特徴や歴史等について学ぶ内容が含ま
れている。引地ら（2009）はアンケート調査と統計分析によって地域愛着の形成過程を明ら
かにした結果、住⺠の地域愛着を⾼め得る⽅法のひとつとして、住⺠らによる歴史学習を挙
げている。そこで本調査でもプログラムを通して地元を深く知ることが地域への愛着につ
ながると仮定し、評価指標に含めることとした。またプログラム後半では、地域の問題解決
策を考える内容も含まれていることから、単なる愛着だけでなく、地域に貢献したいという
気持ちの⾼まりも期待されたため、設問では「〇〇市が好きだ」に加え、「〇〇市に貢献し
たい」という気持ちの変化も尋ねることとした。 
b) 地域への興味関⼼ 

三井物産サス学アカデミーにおける参加者及び保護者へのアンケート調査の結果、プロ
グラム中で学んだ内容に対する参加者の興味関⼼が⾮常に⾼まっていたことから、本プロ
グラムでも地域の問題や社会全体の課題に対する興味関⼼が⾼まると予想し、評価指に加
えた。設問は三井物産サス学アカデミーの参加者への設問を参考にし、「学んだことをもっ
と知りたい」、「学んだことを家族や友⼈ともっと話してみたい」という気持ちの変化を尋ね
ることにした。 
c) ⾃⼰影響の有効感 

⼩平（2014）は、⼤学⽣を対象として投票や演説参加といった政治参加⾏動に影響する⼼
理的要因を調査し、若者⾃⾝の無⼒感が政治参加⾏動の有無に有意な負の影響を及ぼすこ
とを明らかにしている。本プログラムには⾃分達で将来課題に対する対策を考え、現市⻑に
提案するという内容が含まれており、先述のとおり、実際に実現された提案もあった。この
ように⾃分の意⾒を社会に届ける、あるいは実際に意⾒が反映される体験は、参加者の地域
や社会に対する⾃⾝の無⼒感を低減し、⾃⼰影響の有効感を⾼める効果があるのではない
かと仮定し、評価指標に加えることとした。設問は、⾼校⽣らに学校や社会への参加意欲を
尋ねた過去の調査（財団法⼈⼀ツ橋⽂芸教育振興協会、財団法⼈⽇本⻘少年研究所 2009）
を基に、「私が関われば少しでも望ましい⽅向に現状を変えられる」と「私が関われば市の
決定に影響を及ぼせる」について、気持ちの変化を尋ねた。 
d) 地域に参画しようという⾏動意図 

学⽣らがステークホルダーと協働して地域の環境問題に取り組む北欧のアクション・コ
ンピテンスの教育プログラムでは、その報告書において、学⽣の環境問題に対する⾃⼰影響
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の有効感と、社会に参画して集団で取り組もうする環境⾏動の意図には相関があったと報
告されている（Breiting ら 2009）。また、地域への愛着が地域での活動に参画しようという
意図を⾼めることがいくつかの研究で明らかにされている（畠⼭ら 2000、野波ら 2002、⽯
盛 2004）。したがって、先に述べた地域への愛着や⾃⼰影響の有効感が本プログラムへの参
加によって⾼まるのであれば地域に参画しようという⾏動意図も⾼まるのではないかと予
想し、評価指標に加えた。 

公共領域の集団⾏動には第 2 章の表 2-3 に⽰したとおり、「〜を牽引する」「〜を作る」と
いう表現で⽰されるリーダー的⾏動と、「〜に参加する」という表現で⽰されるサポーター
的⾏動の両⽅が含まれている。Stern（2000）は前者を社会的ムーブメントを先導する
Environmental activism と呼び、後者をそれらをサポートする Non-activist behavior と呼ん
で整理している。 社会運動研究の分野では、少数の活動家による⾏動だけではメゾレベル
の社会変化を引き起こすムーブメントには発展し難く、⼀般市⺠からの⽀持、⽀援、参加が
不可⽋であることが指摘されている（Kotler and Zaltman 1971）。そこで設問には、「話し合
いの場に参加したい」、「活動に参加したい」といったサポーター的⾏動への意図と、「場を
作り参加を呼びかけたい」、「活動のリーダーになりたい」といった先導役としての⾏動への
意図の両⽅を含めることとした。 
 
（２）知識 
 プログラムの前半には、開催地である市の特徴や歴史、課題への取り組み等に関する関係
者からの講義や、市の 2040 年を予測した未来シミュレータの結果を⾒て、将来発⽣が懸念
される課題について考える内容が組み込まれている。この際、参加者にはメモをとるよう促
し、午前中のプログラムが終わった時点で分からなかったことや疑問に思ったことを質問
として書き出してもらうなどの⼯夫を⾏った。こうした⼯夫が功を奏し、与えられた情報が
参加者の知識として獲得されているかを確認するため、評価指標及び設問として、地域課題
に対する参加者の有識感の変化を尋ねることとした。 
 
（３）予測コンピテンス 
 本プログラムは、参加者が 2040 年における市の将来課題について⻑期的に考え、2040 年
の市⻑として、未然防⽌の観点から今の市⻑に講じておくべき対策を提⾔する内容であっ
たことから、予測コンピテンスのプログラム要素のうち、特に「問題が将来どのように進展
しうるか、措置を講じることで、あるいは講じないことでどのような影響があるかを考える」
と「将来起こり得るリスクや世代間衡平を考慮して、予防的に対応策を考える」の 2 つの要
素が強いと判断した。そこで設問では、ワークショップに参加したことによって、⻑期的な
観点で問題や対策を考えること、及び未然防⽌の観点で対策を考えることに対する有能感
がどの程度変化したかを尋ねることとした。 
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（４）戦略的コンピテンス 
 本プログラムの後半で将来課題への対策を考える際には、プログラム前半で与えられた
未来シミュレータの結果から、2040 年の市における各産業分野の⼈やモノの過不⾜を勘案
し、複数の分野を連携させて、できるだけ実現可能性の⾼い対策を考えるよう参加者に促し
た。そこで評価指標としては「多様な主体を巻き込んだ効果的な戦略を考えるようになった
と思えたか」を設定し、設問では効果的な戦略を考えること、及び多様な主体を巻き込んだ
戦略を考えることに対する有能感の変化を尋ねることとした。 
 
（５）対⼈関係コンピテンス 
 本プログラムは、学校や年齢が異なる初対⾯のメンバー同⼠が 6〜7 ⼈のグループになり、
将来の課題やその対策について議論しながら成果をまとめる設計であったため、評価指標
としては「異なる⽴場・意⾒を持つ⼈ともチームとして協働できるようになったと思えたか」
を設定し、設問ではチームで協働して作業すること、異なる⽴場・意⾒を持つ⼈と協⼒する
ことに対する有能感の変化を尋ねることとした。 
 
（６）集団での⾏動に対する認識 
 本プログラムの最後には現職の市⻑に政策を提案するという設計であったため、教育プ
ログラムの⼀環ではあるものの、ワークショップへの参加を通して⾏政に対する集団での
意⾒表明を体験したといえる。こうした体験は、集団で問題解決に取り組むことに対する有
効感や責任感を変化させるのではないかと考え、館⼭市での未来ワークショップにおいて、
これらを尋ねる設問を加えることとした。設問内容としては、集団⾏動に対する有効感、集
団⾏動をしないことに対する危機感、集団⾏動に対する責任感の 3 つを設定した。 
 
4.3.3 評価結果 
 ワークショップ終了直後に配布したアンケート票は、⼋千代市、館⼭市の両ワークショッ
プにおいて参加者全員、すなわち⼋千代市は 20 名、館⼭市は 44 名から回収した。各能⼒
の評価結果について、以下に詳細を述べる。 
 
（１）能⼒ 
a) 地域への愛着 
 未来ワークショップへの参加による地域への愛着感の変化の尋ねた結果を図 4-26 に⽰す。
結果をみると、館⼭市でのワークショップにおいて、参加者の 80％以上が前より市が好き
になった、貢献したいと思うようになったと回答していることが分かる。特に「貢献したい」
という気持ちは、⼋千代市でのワークショップ参加者も 75%が「前よりそう思うようにな
った」と回答していた。 
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図 4-26 未来ワークショップに参加したことによる地域愛着感の変化を尋ねた結果 
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ワークショップに参加したことで、前よりそう思うようになった
ワークショップに参加する前から、そう思っていた（あまり変化はない）
ワークショップに参加したけれど、あまり、あるいはまったくそう思わない
無回答

■⼋千代市（n=20）

■館⼭市（n=44）
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b) 地域への興味関⼼ 
 図 4-27 に未来ワークショップに参加したことによる地域への興味関⼼の変化を尋ねた結
果を⽰す。両市とも、⾃分達の住む市の問題についてもっと知りたいという気持ちになった
という参加者が 70％いた。⼀⽅で、社会や地域問題をもっと話し合いたいという気持ちに
ついては、前からそう思っていたという参加者が 34〜45％おり、普段から社会や地域の問
題について⾝近な⼈と話す習慣を持った学⽣が参加していた傾向がうかがえる。 
 

 
図 4-27 未来ワークショップに参加したことによる地域への興味関⼼の変化を尋ねた結果 
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c) ⾃⼰影響の有効感 
 未来ワークショップに参加したことによる⾃⼰影響の有効感の変化を尋ねた結果を図 4-
28 に⽰す。結果をみると、未来ワークショップに参加したことで⾃分が現状を変えること
ができると思うようになった参加者は 36〜60％、市の決定に影響を及ぼせると思うように
なった参加者はそれよりやや低い傾向にある 39〜50％程度であった。他の設問結果と⽐べ
て「ワークショップに参加したがそう思わない」という回答者の割合が多い傾向にあった。 
 

 
図 4-28 未来ワークショップに参加したことによる⾃⼰影響の有効感の変化を尋ねた結果 
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d) 地域に参画しようという⾏動意図 
 未来ワークショップに参加したことによる地域に参画しようという⾏動意図の変化を尋
ねた結果を図 4-29 に⽰す。両市とも、「話し合う場を作る」、「リーダーになる」といった先
導役としての⾏動については 20〜50％の参加者が「前よりそう思うようになった」と回答
するにとどまっている。⼀⽅で「話し合う場に参加したい」、「関係者に意⾒を届ける活動に
参加したい」といったサポーター的⾏動に対しては、特に館⼭市の参加者において 60％以
上が「前よりそう思うようになった」と回答しており、サポーター的⾏動への⾏動意図を⾼
めるには⼀定の効果があったと考えられる。 
 

 
図 4-29 未来ワークショップに参加したことによる地域に参画しようという⾏動意図の 

変化を尋ねた結果 
 

（２）知識 
 図 4-30 に未来ワークショップに参加したことによる地域への有識感の変化を尋ねた結果
を⽰す。両市とも「前からそう思っていた」「あまりそう思わない」との回答が合わせて 45
〜61％あり、ワークショップ前より有識感が⾼まったのは半数程度にとどまった。 
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図 4-30 未来ワークショップに参加したことによる地域への有識感の変化を尋ねた結果 

 
（３）予測コンピテンス 
 未来ワークショップに参加したことによる予測コンピテンスへの有能感の変化を尋ねた
結果を図 4-31 に⽰す。いずれの市においても、半数程度がワークショップに参加する前よ
り有能感が増したと回答している⼀⽅、30〜35％が「前からそう思っていた」、10〜16％が
「参加したがそう思わない」と回答している。 
 

 
図 4-31 未来ワークショップに参加したことによる予測コンピテンスへの有能感の 

変化を尋ねた結果 
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（４）戦略的コンピテンス 
 図 4-32 に未来ワークショップに参加したことによる戦略的コンピテンスへの有能感の変
化を尋ねた結果を⽰す。両市とも「効果的な戦略を考える」ことについては半数程度の参加
者がワークショップ前より有能感が増したと回答している。「多様な主体を巻き込んだ戦略
を考えることができる」については、⼋千代市未来ワークショップの参加者では 4 分の 1 の
みが「前よりそう思うようになった」と回答している。グループワークで課題への対応策を
考える際、様々なステークホルダーを巻き込んだ戦略を考えられたグループばかりではな
かったことから、有能感がそれほど⾼まらなかった参加者が⼀定数発⽣したと考えられる。 
 

 
図 4-32 未来ワークショップに参加したことによる戦略的コンピテンスへの有能感の 

変化を尋ねた結果 
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（５）対⼈関係コンピテンス 
 未来ワークショップに参加したことによる対⼈関係コンピテンスへの有能感の変化を尋
ねた結果を図 4-33 に⽰す。 
 

 
図 4-33 未来ワークショップに参加したことによる対⼈関係コンピテンスへの有能感の 

変化を尋ねた結果 
 

 結果をみると、両市とも「チームで協働作業ができる」ことに対して有能感が⾼まった参
加者は半数程度だったのに対し、「⽴場や意⾒の異なる⼈と協働できる」ことに対する有能
感が増した参加者は 70％程度を占めていることが分かる。 
 
（６）集団での⾏動に対する認識 
 図 4-34 に館⼭市での未来ワークショップに参加したことによる集団⾏動への認識の変化
を尋ねた結果を⽰す。ワークショップに参加する前より、他の⼈と協働することが効果的だ
という認識が⾼まったと回答した参加者は全体の 8 割に上り、集団⾏動の有効性を認知す
る機会として未来ワークショップが役⽴ったことが分かる。また集団での⾏動をしないこ
とに対する危機感（他の⼈と協⼒して取り組まなければ市が危機的状況になる）と、集団⾏
動に対する責任感（他の⼈と協⼒して市の問題に取り組むことは私たちの責任だ）について
は、6 割程度の参加者が「前よりそう思う」と回答している。 
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図 4-34 館⼭市未来ワークショップに参加したことによる 

集団⾏動への認識の変化を尋ねた結果 
 

 
4.3.4 考察 
 本プログラムで醸成が期待された態度のうち、地域への愛着と地域課題に対する興味関
⼼は、両市ともに参加前より⾼まったという回答が多い傾向であった。地域で活動する⼈達
からの話を聞いたことや、⾃分達で地域の課題やその対応策を考えることが、「地域に貢献
したい」、「もっと問題について知りたい」という気持ちの⾼まりにつながったと考えられる。
⼀⽅で、地域課題に関する知識への有識感は、他の項⽬と⽐べてそれほど多くの参加者が⾼
まったとは回答しなかった。最後の⾃由記述欄をみると、「⾃分の地元なのに知らないこと
がたくさんあった」、「これまで知らなかった地域の課題が学べてよかった」という感想が多
く寄せられていたことから、本プログラムを通してこれまであまり知らなかった地域の情
報に多く触れたことによって、「まだ⾃分の知らないことは多くある」と感じたことが有識
感をそれほど強く⾼めなかった原因だと推察される。 
 ⾃⼰影響の有効感は、他の項⽬と⽐べて「参加したがそう思わない」との回答割合がやや
多く、特に「市の決定に影響を及ぼせる」については両市とも有効感が低い傾向にある。こ
れは参加者が選挙権を持たない未成年であることにも起因すると思われるが、2015 年に市
原市で開催された未来ワークショップのように、参加者の意⾒の⼀部を市政に⽬に⾒える
形でフィードバックすることができれば、現実世界での⾃分達の影響を参加者が実感する
ことができ、より⾃⼰影響の有効感を⾼めることができると考えられる。 
 地域社会に参画しようという⾏動意図については、話し合いの場への参加や集団として
の意⾒表明に対する⾏動意図は⾼まっていたものの、「活動のリーダーになる」ことへの⾏
動意図にはあまり影響が⾒られなかった。未来ワークショップのような教育プログラムは、
市の問題に関⼼をもち、地域活動のサポートに積極的に関わろうという態度の醸成が期待
できる⼀⽅、このような教育プログラムに 1 回参加するだけでは、地域活動を牽引するリ
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ーダー的な⾏動の意図を⾼めるには⼗分ではないと考えられる。 
 サステナビリティ・トランジションを促すうえで重要な戦略的コンピテンスのうち、「多
様な主体を巻き込んだ戦略を考える」ことへの有能感は、他の項⽬と⽐べてそれほど⾼まっ
ていなかった。これは、課題への対策を考える時間が⼗分でなかったことや、学⽣だけのグ
ループでは対策の具体的な実⾏⽅法にまで議論が深まらなかったこと等から、政策のアイ
デアを出すだけでグループワークが終わってしまったことが原因として考えられる。もし
課題解決に向けた対策を検討することにより多くの時間を確保する、あるいは地域で活躍
する⼤⼈が学⽣らの議論をサポートするといった⼯夫を⾏えば、出された政策アイデアの
具体的な実現⽅法を検討することができ、より戦略的コンピテンスの習得に寄与できたか
もしれない。 
 同じくサステナビリティ・トランジションを促すうえで重要な対⼈関係コンピテンスに
ついては、多くの参加者が「意⾒や⽴場の異なる⼈と協働する」ことに対する有能感が⾼ま
ったと回答した。今回のワークショップでは互いに初対⾯の中学⽣と⾼校⽣が、⼤⼈のファ
シリテーターと共に同じグループで議論を⾏うよう設計されていたことが、こうした有能
感を⾼めた要因であると考えられる。 
 館⼭市未来ワークショップの参加者には、本教育プログラムに参加したことによって、集
団での環境⾏動に対する重要性認知、責任帰属認知、対処有効性認知が変化したかを尋ねた
ところ、いずれの設問に対しても半数以上が参加前よりも⾼まったと回答していた。特に
「個⼈で⾏動するより他の⼈と協⼒したほうが効果的だ」という対処有効性認知は 8 割以
上の参加者がプログラム前より⾼まったと回答しており、本プログラムで⾏った政策提⾔
のように、集団での環境⾏動の試⾏を含む環境教育は、集団環境⾏動の効果を認識する機会
として機能し得ると考えられる。 
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4.4 本章の結論  
 本章では、サステナビリティ・トランジションに寄与し得る環境教育についての知⾒を得
るために、初級段階の環境教育プログラムとして三井物産サス学アカデミーを、上級段階の
環境教育プログラムとして未来ワークショップを事例としてとりあげ、サステナビリティ・
トランジションに必要な能⼒の取得が期待できる教育プログラムが学習者に与える影響を
分析した。 
 まず教育プログラムが能⼒習得に与える影響に着⽬すると、態度のひとつに含まれる環
境問題、あるいは環境問題に関連する社会問題への興味・関⼼は、いずれの事例においても
プログラム後に⾼まっていることが確認された。三井物産サス学アカデミーでは、社会に対
して参加者が強い興味を持ち、プログラム後もニュースを⾒る、あるいは家族と社会問題等
について話し合うという⾏動が⾒られており、また未来ワークショップでは、70％の参加者
がプログラムで学んだ地域の課題をもっと知りたいと回答していた。したがって、これらの
教育プログラムが社会問題や環境問題に対して興味を持つきっかけとして機能していると
⾔える。 
 サステナビリティ・トランジションを促すうえで重要な対⼈関係コンピテンスについて
は、初級段階である三井物産サス学アカデミーでは、互いの違いを尊重する、他者の意⾒を
基に⾃分の考えを深める、⾃分の意⾒をわかりやすく伝えるといった基本的な対⼈関係コ
ンピテンスの習得に寄与していることが分かった。また両⽅の事例とも、普段とは異なるメ
ンバーや⼤⼈と協働する設計であったため、「⽴場や意⾒の異なる⼈と協働する」ことに対
しては⽐較的⾼い効果が得られていた。 
 サステナビリティ・トランジションを促すうえで重要なもうひとつのコンピテンスであ
る戦略的コンピテンスは、上級段階のプログラムである未来ワークショップに含まれてい
た。調査の結果、実⾏可能性の⾼い効果的な戦略を考えることに対する有能感は約半数の参
加者が⾼まったと感じていたが、多様なステークホルダーを巻き込んだ戦略を考えること
に対しては 2 割程度の参加者に対して効果が⾒られなかった。これは限られたプログラム
時間の中で、戦略の実⾏⽅法についてグループ内での議論がどれだけ深められていたかに
よるものと考えられたため、戦略的コンピテンスの習得効果を⾼めるためには、⼤⼈が議論
をサポートしたり、議論の時間を⻑く設定したりするなどの⼯夫が必要と考えられた。 
 両⽅の事例にプログラム要素が含まれていた予測コンピテンスについては、初級段階で
ある三井物産サス学アカデミーでは参加者が⻑期的な視点や未然防⽌の観点で物事を考え
ることの重要性に気づけており、上級段階である未来ワークショップでは参加者の半数程
度が⻑期的視点で考える、及び未然防⽌の観点で考えることに対して有能感が増したと回
答していた。 

いずれのコンピテンスについても、その習得には時間がかかることから、単発のプログラ
ムを受講しただけでは完全な習得は期待できないが、教育プログラムで新たな思考⽅法を
学び、試⾏したことをきっかけに、家庭や学校でその他の問題についても応⽤を繰り返すこ
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とで、いずれは習得に⾄ることが期待できる。 
 次に、教育プログラムが集団での環境⾏動に与える影響について述べる。上級段階のプロ
グラムである未来ワークショップでは、地域に参画しようという⾏動意図や、集団で問題に
取り組むことに対する認識の変化についても参加者に尋ねた。その結果、⾏動意図について
は、地域の問題について話し合う場への参加や市の問題に対して関係者に意⾒を届ける活
動への参加といった、サポーターとしての役割を担う⾏動への意図が 40〜68％の参加者に
おいて⾼まっていた。また集団で問題に取り組むことが効果的だという認識は 80％以上、
重要である、⾃分達の責任であるとの認識は 60％程度の参加者がワークショップ前より⾼
まったと回答していた。したがって、未来ワークショップのような他者と協働して、地域の
問題解決について考える、あるいは⾏動する環境教育プログラムは、態度の醸成やコンピテ
ンスの習得といった能⼒を⾼めるだけでなく、集団で問題に取り組むことに対する有効感
や責任感を⾼め、プログラム後も地域に参画して問題解決に取り組もうとする⾏動意図を
⾼めることができる可能性を持っているといえる。 
  



83 
 

（参考⽂献） 
Breiting S., Hedegaad K., Mogensen F., Nielsen K., and Schnack K., (2009) Action 

competence - conflicting interests and environmental education-, Research Programme 
for Environmental and Health Education, DPU, Aarhus University. 

Kotler, P., Zaltman, G. (1971) Social marketing: An approach to planned social change, 
Journal of Marketing, Vol.35, No.3, pp3-12. 

Stern, P. C. (2000) Toward a coherent theory of environmentally significant behavior, Journal 
of Social Issues, Vol.56, No.3, pp.407‒424. 

⽯盛真徳（2004）コミュニティ意識とまちづくりへの市⺠参加コミュニティ意識尺度の開
発を通じて, コミュニティ⼼理学研究, Vol.7, pp.87-98. 

⼩平英志(2014)⼤学⽣の他者軽視傾向が政治的⾃⼰効⼒感および政治関与に与える影響,⽇
本福祉⼤学⼦ども発達学論集，Vol.6． 

財団法⼈⼀ツ橋⽂芸教育振興協会、財団法⼈⽇本⻘少年研究所（2009）中学⽣・⾼校⽣の⽣
活と意識−⽇本・アメリカ・中国・韓国の⽐較ー調査報告書 

野波寛，加藤潤三，池内裕美，⼩杉孝司 (2002)共有財としての河川に対する環境団体員と
⼀般住⺠の集合⾏為：個⼈⾏動と集団⾏動の規定因，社会⼼理学研究，Vol.17，No.3，
pp.123-135. 

畠⼭彰⽂，相⾺⼀郎 (2000) 居住環境意識，居住環境保全⾏動意図，住⺠の地域活動への参
加の分析，ヒューマンサイエンスリサーチ，Vol.9, pp.83-96. 

引地博之、⻘⽊俊明、⼤渕憲⼀（2009）地域に対する愛着の形成機構-物理的環境と社会的
環境の影響- ⼟⽊学会論⽂集 D, Vol.65, No.2, pp101-110. 

宮崎⽂彦、森朋⼦（2017）未来予測に基づく中⾼⽣政策ワークショップの実施 -やちよ未来
ワークショップの開催報告を中⼼に-, 千葉⼤学公共研究, Vol.13, No.1, pp246-259. 

森朋⼦、⽥崎智宏（2015）⺠間企業が実施する短期 ESD プログラムの第三者評価、環境教
育、Vol.25, No.3、pp50-63. 

  



84 
 

  



85 
 

第 5 章 集団での環境⾏動意図に影響する⼼理的要因の分析 

 
5.1 本章の⽬的 
 第 4 章では、サステナビリティ・トランジションに資する能⼒の習得機会を提供する環
境教育プログラムが学習者に及ぼす影響について分析した結果、こうした教育プログラム
はサステナビリティ・トランジションに必要な能⼒の習得を助けるだけでなく、集団⾏動に
対する有効感や責任感、地域や社会に参画しようという⾏動意図を⾼めることにも寄与し
ていることが分かった。そこで本章では、4 章の事例研究よりも⼤きなサンプル数を⽤いて
統計分析を⾏うことによって、他者と協働して地域に参画しようとする集団での環境⾏動
意図に影響する⼼理的要因を明らかにし、サステナビリティ・トランジションに寄与し得る
環境教育についての知⾒を得ることを⽬的とした。研究対象は、1.1.1 項でも述べたとおり、
過去のトランジション研究が⾏われており（Verbong and Geels 2006）、今後も抜本的な対
策が求められているエネルギー分野のサステナビリティ・トランジションとし、「再⽣可能
エネルギーシステムを地域に導⼊しようとする活動への参加」を分析対象の集団⾏動とし
てとりあげた。 
 
５.2 ⽅法 

本研究で⽤いる共分散構造分析とは、アンケート調査等で得られる観測変数間の共分散
構造を分析することによって、直接観測できない潜在変数（構成概念とも⾔う）を導⼊し、
それらの因果関係を分析する多変量解析の⼀種である。単⼀のデータに対して、研究仮説を
反映した様々なモデルを構成できるのが⼤きな特徴である。ただし、モデルの構成⼒が柔軟
であるがゆえに、モデル適合度の向上だけを⽬指して探索的なモデル構築に依存しすぎる
と、実質科学的に意味のないモデルがデータの数だけできてしまう危険があるため、分析の
前に議論を尽くして仮説モデルを構築することの重要性が指摘されている（豊⽥ 1998）。 

そこで本研究においても、環境⾏動に関する既存⽂献と 4 章の事例研究から得られた知
⾒をもとに仮説の⾏動モデルを構築し、ウェブアンケート調査で得られたデータを⽤いた
共分散構造分析を⾏うことによって仮説の⾏動モデルの検証と修正を⾏うという⼿順で分
析を⾏った。共分散構造分析は、集団での環境⾏動への⾏動意図が⾼かったグループと低か
ったグループ、および⾏動意図に有意な差が⾒られたグループ間を⽐較する多⺟集団同時
分析を⾏った。各⼿順の詳細を以下に述べる。 

 
5.2.1 仮説モデルの構築 
（１）説明変数の選定 
 研究対象としている他者と協働して社会に参画する集団での環境⾏動は、⾏動実施者が
⾏動を実施する、実施しないを判断するまでに⼀定の時間があり、かつ習慣化されるような
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⾏動ではない。そのため、⾏動への態度や⾏動意図がいくつかの変数の影響を受けながら段
階的に形成され、⾏動へと⾄る計画的⾏動理論（Ajzen 1991）が適合する。そこで本研究で
は、この理論を基に仮説モデルを構築することとした。 

Ajzen による計画的⾏動理論では、⾏動を規定する要因として⾏動意図、⾏動に対する態
度、主観的規範、実⾏可能性評価が挙げられている。また、広瀬(1994、2015)は環境配慮⾏
動の規定因を説明するため、Ajzen の⾏動モデルを発展させ、態度形成と⾏動評価をより詳
細な変数で説明した「2 段階モデル」を提案している。この⾏動モデルは、実際の⾏動に⾄
るまでの段階を環境に良いことをしたいという⽬標意図と、特定の⾏動をしようという⾏
動意図の 2 段階に分けて⼈々の⾏動を説明している。⽬標意図は⾏動意図に、⾏動意図は
⾏動に直接影響する。⽬標意図には、環境問題の深刻さを評価する環境リスク認知、環境問
題に対する個⼈の責任意識である責任帰属認知、⾏動することで問題が解決できるという
対処有効性認知の 3 つの変数が影響するとされており、⾏動意図には⾏動に対する便益と
費⽤を評価する便益費⽤評価、準拠集団からの期待や圧⼒である社会規範評価、⾏動実⾏へ
の制約や容易さに関する実⾏可能性評価の３変数が影響するとされている。この 2 段階モ
デルは個⼈による環境⾏動に主眼を置いて構築されたものだが、筆者はこれらの変数が集
団での環境⾏動にも影響すると仮定し、仮説モデルに加えることとした。 

しかしながら、2 段階モデルを個⼈での環境⾏動に適⽤した既存研究は多くあるものの
（野波ら 1997、⼤友 2004）、集団での環境⾏動に適⽤した研究は筆者の知る限り無く、上
述した変数だけでは集団での環境⾏動を⼗分に説明できないと考えられた。そこで、本研究
では個⼈での環境⾏動に影響する上述の変数に加え、集団での環境⾏動に影響する可能性
がある 5 種の説明変数を加えて仮説の⾏動モデルを構築することとした。追加した説明変
数について以下で説明する。 
 
協働コンピテンスへの有能感： Chawla and Flanders（2007）は、環境問題について⼈々が
集団で政府や企業に働きかける⾏動を戦略的環境⾏動と呼び、そのために必要な能⼒とし
て、⾃分とは異なる意⾒を持つステークホルダーと話し合い、交渉し、協働する能⼒や、⽴
場の異なる主体を巻き込んだ効果的な戦略を設計・実装する能⼒を挙げている。これらの能
⼒は、2 章でサステナビリティ・トランジションに必要とされる能⼒として挙げた対⼈関係
コンピテンスと戦略的コンピテンスと符合する。本研究では、若者がこうした能⼒に対して
⾃信を持っていることが集団での環境⾏動意図につながると考え、協働コンピテンスとい
う名称で 3 つの変数を仮説モデルに含めた。3 つの説明変数は、チームメンバーと協⼒でき
るコンピテンス、異なる意⾒を持つ他者とも共通の課題を議論できるコンピテンス、様々な
ステークホルダーを巻き込んだ戦略を作るコンピテンスに対する有能感である。 
社会への⾃⼰影響の有効感：4 章で述べたとおり、若者の無⼒感が政治参加⾏動に有意な負
の影響を及ぼしていることや（⼩平 2014）、環境問題に対する⾃⼰影響の有効感が強い若者
ほど環境問題に取り組もうとする⾏動意図が⾼いこと（Breiting ら 2009）等、既に複数の
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研究分野において、社会に対する⾃⼰影響の有効感が社会に参画する、あるいは働きかける
⾏動に影響を及ぼすことが報告されている。そこで本研究でもこれを説明変数とし、影響の
及ぶ範囲を 2 段階に分けて仮説モデルに加えることとした。現状を少しでも変化させるこ
とに対する⾃⼰効⼒感（現状変化への有効感）と、最終的な問題解決や意思決定に対する⾃
⼰効⼒感（問題解決への有効感）である。 
地域への愛着：地域での町内会活動や環境ボランティア活動の参加⾏動に対し、その地域に
対する愛着が有意に影響していることがいくつかの論⽂で報告されている（畠⼭ら 2000、
野波ら 2002）。本研究では対象とする集団活動を地域における再⽣可能エネルギーシステム
の導⼊活動への参加としたため、住んでいる地域への愛着度を説明変数として仮説モデル
に含めた。 
環境問題への積極的興味・関⼼：集団での⾏動は、個⼈⾏動を実施するよりもハードルが⾼
いと考えられる。そのため、集団での⾏動に求められる動機の強さは、個⼈⾏動の場合より
も強くなりがちであると推察される。そこで、集団での環境⾏動には環境問題に対する積極
的な興味・関⼼が必要と仮定して、環境問題に関する情報の積極的な収集と、環境問題につ
いて親しい⼈と話す頻度を説明変数として加えた。 
集団での環境⾏動に対する認知：⼈が環境問題の解決に向けて何らかの⾏動をとろうとする
際、個⼈で⾏動するか集団で⾏動するかの選択には集団での環境⾏動に対してどのような
認知を持っているかが影響しうる。本研究では、広瀬の 2 段階モデルで採⽤されている集
団での環境⾏動に対する対処有効性認知に加え、集団での環境⾏動に対する重要性の認知
と責任帰属認知、個⼈⾏動によるリスク回避の認知の 4 変数を仮説モデルに含めた。 
 
（２）初期の仮説⾏動モデルの設定 

⽬標意図と⾏動意図、及びそれらに影響する説明変数から構成される、本研究の仮説⾏動
モデルを図 5-1 に⽰す。今回対象とした再⽣可能エネルギーシステムの導⼊活動は、わが国
ではまだそれほど⼀般的ではなく⾏動の機会が限られており観測が困難であることや、学
習途上である若者に対しては、社会に出た際に⾏動できるよう⾏動意図を⾼めることが重
要であることを考慮し、本研究の仮説モデルには⾏動そのものは含めないこととした。 

1.1.2 節で述べたとおり、集団での環境⾏動にどのような⼼理的要因が影響を及ぼしてい
るのかについては、⼗分な知⾒が得られていない。そこで本研究では、集団での環境⾏動メ
カニズムを明らかにする初期の研究として、集団での環境⾏動意図に直接影響を及ぼす説
明変数を明らかにすることに主眼を置き、（１）で述べた各説明変数から⾏動意図への因果
関係を⽰すパスを仮説モデルに設定した（ただし、広瀬（1994、2015）の 2 段階モデルに
習い、環境問題へのリスク認知と責任帰属認知は⽬標意図に影響し、⽬標意図が⾏動意図に
影響を及ぼすと仮定）。さらに、共分散構造分析を⾏うには説明変数間の相互関係も考慮す
る必要があるため、説明変数間に考えられる全ての因果関係（表 5-1）と、互いに影響し合
う可能性がある同じ⼼理因⼦グループ（環境認知、⾏動評価、集団での環境⾏動に対する認
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知：図 5-1 ではグレーの囲みで表⽰）に属する説明変数間の因果関係を仮説モデルに含め
た。仮説に基づいて設定したこれらのパスについては、共分散構造分析の結果有意でなかっ
たパス、すなわち仮定したものの正しくなかった因果関係を削除することで、仮説モデルの
修正を⾏った。なお、個⼈の⼼理変化に着⽬すると、説明変数から⾏動意図へのパスは⼀⽅
通⾏ではなく、実際には⾏動意図が⾼まることによって説明変数の⼼理要因も⾼まるとい
うフィードバック効果が考えられるが、上述したとおり、本研究では⾏動意図に影響する説
明変数を特定することに主眼を置くため、⾏動意図から各説明変数へのパスは設けていな
い。 
 

 
図 5-1 集団での環境⾏動についての初期の仮説⾏動モデル 
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表 5-1 図 5-1 中の説明変数間の因果関係（仮説） 
No. 本研究で追加した説明変数間の因果関係（仮説） 
① ⽬標意図は，環境問題への積極的興味関⼼に影響を及ぼす． 
② 環境問題へのリスク認知は集団環境⾏動への重要性認知に，環境問題への責任帰属

認知は集団環境⾏動への責任帰属認知に，それぞれ影響を及ぼす． 

③ 個⼈での環境⾏動でリスクを回避できるという認知は，集団環境⾏動への重要性認
知，責任帰属認知，対処有効性認知に負の影響を及ぼす． 

④ 環境問題への積極的興味関⼼は，環境問題へのリスク認知と責任帰属認知，及び集団
環境⾏動への重要性認知，責任帰属認知，対処有効性認知に影響を及ぼす． 

⑤ 環境問題への積極的興味関⼼と協働コンピテンスへの有能感は，互いに影響し合う． 

⑥ 協働コンピテンスへの有能感は，現状変化への有能感と問題解決への有能感に影響
を及ぼす． 

⑦ 協働コンピテンスへの有能感は，実⾏可能性評価（知識がある・簡単）に影響を及ぼ
す． 

⑧ 集団環境⾏動への重要性認知，責任属認知，対処有効性認知は，社会規範評価に影響
を及ぼす． 

⑨ 集団環境⾏動への対処有効性認知は，便益評価（役⽴つ）に影響を及ぼす． 
 

5.2.2 アンケート調査データによるモデルの検証と修正 
（１）アンケート調査の設計 

モデルの検証と修正に⽤いるデータは、ウェブアンケート調査により取得することとし
た。ウェブアンケートの実査を依頼した調査会社では 15 歳未満を回答者とすることが不可
能であったため、地域等における集団での環境⾏動に必要な能⼒を習得し、機会があれば⾏
動を実⾏することができる発達段階であり、かつ社会に出る前段階の若者である 22 歳未満
の⾼校⽣と⼤学⽣を調査対象として設定した。アンケート調査は、インターネットを⽤いて
2017 年 3 ⽉ 10 ⽇〜14 ⽇にかけて実施し、調査会社の⾼校⽣及び⼤学⽣のモニターから
2,136 の回答を得た。なおデータ収集にあたっては、男⼥の⽐率、及び⾼校⽣と⼤学⽣の⽐
率が等しくなるよう配慮したほか、回答者の居住する市町村の規模が⼈⼝分布と同様にな
るよう割付を⾏った。 

調査票では、各説明変数に対して 2〜3 つの設問を設けた。設問には、回答者の⼀般的な
認知や有能感を尋ねるもの（⽬標意図、環境問題へのリスク認知、環境問題への責任帰属認
知、環境問題への興味関⼼、協働コンピテンスへの有能感、社会への⾃⼰影響の有効感、地
域への愛着）と、再⽣可能エネルギーシステムの地域導⼊活動への参加という、具体的な⾏
動に対する認知や評価を尋ねるもの（集団⾏動への対処有効性認知、集団⾏動への重要性認
知、集団⾏動への責任帰属認知、実⾏可能性評価、社会規範評価、費⽤便益評価）の 2 種類
がある。いずれの設問も 6 段階のリッカート尺度で回答を得ており、得られた回答は「とて
もそう思う」が 6 点〜「全くそう思わない」が 1 点となるよう、スコア化を⾏った。次に、
各説明変数を構成する設問の回答傾向に内部⼀貫性があるかを確認するため、クロンバッ
ク係数αを計算し、内部⼀貫性を⼤きく損なう設問は分析対象から外した。その結果、構成
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する設問数が 2 つになった説明変数は相関係数 R を算出し、内部⼀貫性を確認した。 
表 5-2 に、最終的な説明変数と設問、各設問の略称、内部⼀貫性の指標をまとめて⽰す。

表 5-2 に⽰すとおり、集団での⾏動に対する対処有効性認知（R＝0.36）と便益費⽤評価
（R=0.33）の 2 変数以外は、いずれもクロンバック係数が 0.7 以上、あるいは相関係数が
0.4 以上であり、⼗分な内部⼀貫性が確認された。内部⼀貫性が低かった 2 変数については、
⼀貫性が低いことに留意して考察を⾏うこととした。 
 

表 5-2 本調査における説明変数、設問、設問の略称、内部⼀貫性の指標 
説明変数 設問 略称 クロンバ

ック係数 
相関 
係数 

集団環境⾏動
への⾏動意図 

今もしくは社会⼈になったら，関係者と協⼒して再⽣可
能エネルギーシステムを導⼊する活動に参加したい． 

集団環境⾏動へ
の⾏動意図 

− −

⽬標意図 環境にやさしい⾏動をすることは良いことだ． 環境良いこと 

0.85 −
他の⼈がする，しないに関わらず，環境にやさしい⾏動
をしなければならない． 

環境すべき 

環境にやさしい⾏動をすることは当然だ． 環境当然 
環境問題への
リスク認知 

環境問題は社会でもっと重要な課題として扱われるべき
だ． 

環境重要 

0.85 −
環境問題は危機的な状況だ． 環境危機 
環境問題は深刻な問題である． 環境深刻 

環境問題への
責任帰属認知 

環境問題の原因は，私たちの⽇々の⽣活にある． 環境⽇々 
− 0.53

可能なかぎり環境を守ることは⾃分の責任だ． 環境責任感 

集団環境⾏動
への対処有効
性認知 

個⼈が⽣活の中で省エネの取組をするだけで地球温暖化
問題を解決しようとしても，その効果は限定的だ．
（逆） 

効果限定 

− 0.36地域あるいは社会で再⽣可能エネルギーシステムを関係
者と⼀緒に導⼊する活動に参加することは，⽇々の⽣活
の中でエアコンを適切な温度に設定してエネルギーの消
費を控えるよりも，地球温暖化問題を解決するのに効果
的だ． 

効果的 

集団環境⾏動
への重要性認
知 

地域あるいは社会で再⽣可能エネルギーシステムを導⼊
するような活動を進めなければ，地球温暖化問題は危機
的な状況になる． 

社会変化危機 

− 0.57
地域あるいは社会で再⽣可能エネルギーシステムを導⼊
するような活動は，もっと重要視されるべきである． 

社会変化重要 

個⼈⾏動によ
るリスク回避
の認知 

地球温暖化問題は，エアコンを適切な温度に設定したり
電気をこまめに消したりするなど，個⼈ができる対策を
すれば危機を回避できる． 

個⼈⾏動によるリ
スク回避の認知 − −

集団環境⾏動
への責任帰属
認知 

地球温暖化問題を解決するために，地域あるいは社会で
再⽣可能エネルギーシステムを導⼊することは，私たち
世代の責任だ． 

世代責任 

− 0.59地球温暖化問題を解決するために，地域あるいは社会で
再⽣可能エネルギーシステムを導⼊する活動に参加した
り，それを応援したりするなど，個⼈でできることはや
るべきだ． 

個⼈責任 
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実⾏可能性評
価（知識あ
る・簡単） 

私は，地域で再⽣可能エネルギーシステムを導⼊する活
動に参加しようとしたら，どうすればよいか知ってい
る，あるいはどうしたらよいかを調べることができる． 

知識⽅法 

− 0.54
地域で再⽣可能エネルギーシステムを関係者と⼀緒に導
⼊するのは，簡単だ 

簡単 

実⾏可能性評
価（機会） 

地域で再⽣可能エネルギーシステムを導⼊する活動に参
加しようと思っても，そのような機会があまりない．
（逆） 

機会 

− −

社会規範評価 将来の多くの⼈は，地域で再⽣可能エネルギーシステム
を導⼊する活動に積極的である． 

将来積極的 

0.73 −
地域で再⽣可能エネルギーシステムを関係者と導⼊する
活動に参加することは，社会的に求められている 

社会求める 

地域で再⽣可能エネルギーシステムを導⼊する活動に参
加しないことは，社会道徳上，望ましくない。 

社会道徳 

費⽤評価 地域での再⽣可能エネルギーシステムを関係者と導⼊す
る活動に参加するのは，時間がかかる．（逆） 

時間 

− 0.33
地域での再⽣可能エネルギーシステムを関係者と導⼊す
る活動に参加するのは，⾯倒だ．（逆） 

⾯倒 

便益評価 地域での再⽣可能エネルギーシステムを関係者と導⼊す
る活動に参加することは，⾃分や社会にとって役⽴つ 

便益評価 
（役⽴つ） 

− −

環境問題への
積極的興味・
関⼼ 

環境問題に興味がある 環境興味 

0.79 −
環境問題について，家族や友⼈と話すのは好きだ． 環境話好き 
テレビ，新聞，書籍，インターネットなどを使って，環
境問題を知ろうとしている． 

環境情報 

協働コンピテ
ンスへの有能
感 

私は，⾃分とは違う意⾒を持つ⼈とも話し合いができ
る． 

他者議論 

0.78 −
私は，他の⼈と協⼒して，チームとして上⼿に物事を進
めることができる． 

チーム協働 

私は，⽴場や意⾒が異なるいろいろな⼈を巻き込みなが
ら，問題を解決する⽅法を考えつくことができる． 

巻き込み戦略 

現状変化への
有効感 

地域や社会で起きる問題に私が関わることで，望ましい
⽅向に少しでも現状を変えられるかもしれない． 

現状変化への 
有効感 

− −

問題解決への
有効感 

⾃分が住んでいるまちで起きる問題に積極的に関わって
も，私がまちの決定に影響を及ぼすことはできない． 

決定影響 

− 0.42
地域や社会で起きる問題は，個⼈の⼒ではどうすること
もできない．（逆） 

個⼈⼒ 

地域への愛着 今住んでいる地域に住み続けたい 定住 

0.78 −
⾃分が住んでいる地域がくらしやすい場所になるように
貢献したい 

地域貢献 

⾃分が住んでいる地域が好きだ 地域好き 

（逆）は逆転項⽬を⽰す。 
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Chawla and Flanders(2007)は、公共領域での環境⾏動の経験を重ねることが学習者⾃⾝
の有能感や⾃⼰影響の有効感を⾼めると主張していることから、回答者の集団⾏動の経験
度が上述した説明変数や集団環境⾏動への⾏動意図に何等かの影響を及ぼすと予想し、ア
ンケートでは回答者がこれまでに経験した他者協働・社会参画⾏動についても尋ねること
とした。具体的には、表 5-3 に⽰す⾏動のうち、経験したことのある⾏動全てを選択しても
らった。下記選択肢の①〜③は学⽣にとって⾝近な学校やその周辺地域で⾏う集団⾏動で
あり、④〜⑧は 2 章で特定したサステナビリティ・トランジションに寄与する公共領域で
の集団⾏動である。 
 

表 5-3 これまでに経験した他者協働・社会参画⾏動の選択肢 
分類 選択肢 

学校や周辺地域
で⾏う集団活動 

① 学校や地域等でのボランティア活動に参加する（例：清掃活動、募
⾦の呼びかけ活動、地域⾏事の⼿伝いなど）。 

② 学校での問題について、学⽣同⼠での話し合いに参加する（例：⽣
徒会など）。 

③ 学校での問題について、教師や保護者など（学⽣以外）と話し合う。 
サステナビリテ
ィ・トランジシ
ョンに寄与する
公共領域での集
団⾏動 

④ 地域や社会で起きている問題について、関係者（地域住⺠、⾃治体、
企業など）との話し合いに参加する（例：地域での集会、まちづく
りのワークショップなど）。 

⑤ 地域や社会で起きている問題について、関係者（地域住⺠、⾃治体、
企業など）に⾃分達の意⾒を届ける活動に加わる（例：パブリック
コメントにおける意⾒提出、署名活動への協⼒など。SNS やインタ
ーネット等を通じた活動でもよい）。 

⑥ 地域や社会で起きている問題について、⾃分達の意⾒を発信する
（SNS やインターネット等を使った活動でもよい）。 

⑦ 地域や社会で起きている問題について考えるグループや仲間を作
る。 

⑧ 地域や社会で起きている問題について、関係者が話し合う場をつく
る。 

経験無し ⑨ 上記のいずれの活動もしたことがない。 
 
 さらに、回答者⾃⾝に集団⾏動の経験が無くとも、地域での集団活動に積極的に参加して
いる⼈が⾝近にいれば、集団での環境⾏動にそれほど⼤きな抵抗感が無いのではないかと
予想し、そのような⾝近な⼈の有無も尋ねることとした。 
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（２）多⺟集団同時分析の⼿順 
 まず、多⺟集団同時分析の対象とするグループを決定するため、以下に⽰す特徴に合致す
る回答者グループを抽出し、再⽣可能エネルギーシステムの地域導⼊活動への参加という
集団⾏動への⾏動意図にグループ間で統計的に有意な差が⽣じているかを確認した。 

A) 性別（男性グループ vs.⼥性グループ） 
B) 学校の種別（⾼校⽣グループ vs.⼤学⽣グループ） 
C) 居住地域の⼈⼝規模（⼈⼝規模の⼤きい地域に住むグループ vs.中程度の地域に住

むグループ vs.少ない地域に住むグループ） 
D) これまでの他者協働・社会参画⾏動の経験度（何も経験したことが無いグループ vs.

学校や周辺地域で⾏う集団⾏動のみを経験したことのあるグループ vs.サステナビ
リティ・トランジションに寄与する公共領域の集団⾏動を 1 つでも経験したこと
のあるグループ） 

E) 地域活動に積極的に参加する⾝近な⼈の有無（⾝近にいるグループ vs.いないグル
ープ） 

 
 上記のうち、集団⾏動意図に統計的有意な差があったグループ間と、集団⾏動への⾏動意
図が⾼かったグループと低かったグループ間において、共分散構造分析の多⺟集団同時分
析を⾏った。分析の⼿順を図 5-2 に⽰す。 
 

 
図-5-2 多⺟集団同時分析の⼿順 

 
まず、上述したＡ）〜Ｅ）のグループ間のうち、集団環境⾏動意図に統計的有意な差があ

るグループを特定し、多⺟集団同時分析の対象を決定したうえで、それぞれのグループに対
して初期の仮説モデル（図 5-1）を⽤いた共分散構造分析を⾏った。次に、p 値の⾼いパス

2. 初期仮説モデルを⽤い，２つのグループそれぞれに
対して共分散構造分析を実施する．

3.２で得られた２つのモデルを基に，多⺟集団同時分
析で⽤いる共通モデルを作成する．

4.共通モデルを⽤いて多⺟集団同時分析を⾏い，等値
制約を課して最もあてはまりの良いモデルを選ぶ．

5.２つのグループを⽐較し，統計的に有意な差がある
パスを特定する．

1. 集団⾏動意図に統計的有意な差がある２グループを
特定し，多⺟集団同時分析の対象を決定する．
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から順番に削除して共分散構造分析を再び⾏うという作業を、最も⾼いモデル適合度が得
られるまで続けた。続いて、最初の⼿順で得られた 2 つのモデルを⽐較して、両モデルに存
在するパスと、どちらか⼀⽅のモデルのみに存在するパスの両⽅を含んだモデルを作成し、
多⺟集団同時分析を⾏った。その結果、5％⽔準で有意でなくなったパスを改めて削除し、
共通モデルとした。その後、得られた共通モデルを⽤いて多⺟集団同時分析を再度実施し、
測定不変性を確認するため、表 5-4 に⽰す 3 パターンの等値制約を課して、最も当てはま
りの良いモデルを選定した。最後に z 検定を実施し、両グループ間で 5％⽔準での統計的有
意差があるパスを特定した。 

 
表 5-4 等値制約の条件 

モデル番号 条件 
モデル 0 制約なし （因⼦構造は同じだが、すべてのパス係数が異なる）。 
モデル 1 潜在変数から観測変数への全てのパス係数が等値。 
モデル 2 モデル 1 の制約に加え、潜在変数間のパス係数も等値。 

 
モデルの適合度を⽰す指標としては、GFI（goodness-of-fit index）、AGFI（adjusted 

goodness-of-fit index）、RMSEA（root mean square error of approximation）を⽤いた。GFI
と AGFI は１に近いほど、RMSEA は 0 に近いほどそのモデルの適合度が⾼いと判断できる
指標である。観測変数が 8〜30 個で⽐較的⾃由度の⾼いモデルの場合、これまでの研究か
ら経験的に GFI と AGFI は 0.9 以上が望ましいとされているが、観測変数の数が 30 を超え
る場合には、GFI や AGFI が 0.9 を下回るという理由だけでモデルを棄却する必要はないと
されている（豊⽥ 1998）。RMSEA は、0.05 以下であればモデル適合度が⾼い、0.05〜0.08
の場合はやや⾼い、1.00 を超える場合はモデル⾃体を⾒直す必要があるとされている
（Browne and Mels 1990、Browne and Cudeck 1992）。 

表 5-4 に⽰す等値制約を課して最もあてはまりの良いモデルを選ぶ際には、上述の指標
以外に AIC（akaike information criterion）と BIC（bayesian information criterion）も参考
にした。これらの指標は⼩さいほどモデルの当てはまりが良いと判断できる。 

多⺟集団同時分析には AMOS ver.23（IBM）を⽤いた。 
 
5.3 分析結果と考察 
5.3.1 グループ間における⾏動意図の⽐較 
 アンケート調査の結果、合計 2,136 ⼈から回答を得た。このうち、再⽣可能エネルギーシ
ステムの地域導⼊活動への参加意向を尋ねた設問に対して「とてもそう思う」または「そう
思う」と回答した 388 ⼈は、集団⾏動への⾏動意図が⾼いグループとし、同設問に対して
「全くそう思わない」または「そう思わない」と回答した 168 ⼈は、⾏動意図が低いグルー
プとした。両グループの⼈数、男⼥数、学校の種類別⼈数、⾏動意図の平均値を表 5-5 に⽰
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す。 
 

表 5-5 集団⾏動意図が⾼いグループと低いグループの内訳と⾏動意図の平均値 

グループ名 
⼈数 

（⼈） 
性別（⼈） 学校の種類（⼈） ⾏動意図

の平均値 男 ⼥ ⾼校⽣ ⼤学⽣ 
集団⾏動意図が 
⾼いグループ 

388 193 195 175 213 5.26 

集団⾏動意図が 
低いグループ 

168 91 77 58 110 1.55 

 
次に、全回答者から 5.2.2（２）に⽰したＡ）〜Ｅ）の特徴に合致する回答者グループを

抽出し、グループ間において集団での環境⾏動意図に統計的有意な差がないかを確認する
ため、カイ⼆乗検定を⾏った。その結果、Ａ）性別、Ｂ）学校の種類（⾼校⽣、⼤学⽣）、
Ｃ）居住地域の⼈⼝規模ではグループ間に有意な差は⾒られなかった。 
 Ｄ）過去の他者協働・社会参画⾏動の経験度については、表 5-3 に⽰す選択肢のうち⑨を
選択した（①〜⑧のいずれの活動もしたことがない）グループ、①〜③のいずれかのみを選
択した（学校やその周辺地域で⾏う集団⾏動のみを経験したことがある）グループ、④〜⑧
をひとつでも選択した（サステナビリティ・トランジションに寄与する公共領域の集団⾏動
を 1 つでも経験したことがある）グループの 3 グループに回答者を分けて、集団環境⾏動
への⾏動意図に統計的有意な差がないかを検定したところ、⑨を選択したグループと④〜
⑧をひとつでも選択したグループ間において有意な差が⾒られたため、前者は「集団⾏動の
経験が少ないグループ」、後者は「集団⾏動の経験が豊富なグループ」と名付け、この 2 グ
ループについて多⺟集団同時分析を⽤いた⽐較を⾏うこととした。両グループの⼈数、男⼥
数、学校の種類別⼈数、⾏動意図の平均値、カイ⼆乗検定で算出されたｐ値（有意確率）を
表 5-6 ⽰す。 
 

表 5-6 集団⾏動の経験が豊富なグループと少ないグループの⼈数とその内訳 
及び⾏動意図の平均値とカイ⼆乗検定で算出された p 値 

グループ名 
⼈数 

（⼈） 
性別（⼈） 学校の種類（⼈） ⾏動意図

の平均値 
p 値 

男 ⼥ ⾼校⽣ ⼤学⽣ 
集団⾏動の経験が 
豊富なグループ 

297 124 173 101 196 4.02 
0.000 

集団⾏動の経験 
が少ないグループ 

640 333 307 211 429 3.43 

 
 次に、Ｅ）地域での集団活動に積極的に参加する⾝近な⼈がいるグループといないグルー
プについて、集団での環境⾏動意図に統計的有意な差がないかをカイ⼆乗検定によって判
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定したところ、両グループ間には有意な差が⾒られたため、この 2 グループについても多
⺟集団同時分析を⽤いた⽐較を⾏うこととした。両グループの⼈数、男⼥数、学校の種類別
⼈数、⾏動意図の平均値、カイ⼆乗検定で算出されたｐ値（有意確率）を表 5-7 ⽰す。 
 
表 5-7 地域での集団活動に積極的に参加する⾝近な⼈がいるグループといないグループ

の⼈数とその内訳、及び⾏動意図の平均値とカイ⼆乗検定で算出された p 値 

グループ名 
⼈数 

（⼈） 
性別（⼈） 学校の種類（⼈） ⾏動意図

の平均値 
p 値 

男 ⼥ ⾼校⽣ ⼤学⽣ 
⾝近に参加する⼈
がいるグループ 

523 251 272 190 333 4.13 
0.000 

⾝近に参加する⼈
がいないグループ 

1,613 732 881 611 1,002 3.62 

  
5.3.2 集団⾏動への⾏動意図が⾼いグループと低いグループの違い 
（１）グループ間における説明変数の平均値の⽐較 
 最初に集団での環境⾏動への⾏動意図が⾼かったグループと低かったグループの⽐較結
果について述べる。図 5-3 は、両グループにおける各説明変数の平均値とその差を⽰してい
る。 

 
図 5-3 集団⾏動意図の⾼いグループと低いグループにおける各説明変数の平均値とその差 

‐2.00 0.00 2.00 4.00 6.00

環境問題への積極的興味関⼼
集団環境⾏動への責任帰属認知

社会規範評価
集団環境⾏動への重要性認知

便益評価（役⽴つ）
現状変化への有効感

協働コンピテンスへの有能感
実⾏可能性評価（知識ある・簡単）

環境問題への責任帰属認知
環境問題へのリスク認知

⽬標意図
地域への愛着

集団環境⾏動への対処有効性認知
費⽤評価（⼿間・時間）

問題解決への有効感
実⾏可能性評価（機会）

個⼈⾏動によるリスク回避認知

両グループの差
⾏動意図が⾼いグループの平均値
⾏動意図が低いグループの平均値
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 図 5-3 に⽰すとおり、両グループの平均値の差が⼤きかったのは、「環境問題への積極的
興味関⼼」と集団での環境⾏動に対する認知（集団環境⾏動への責任帰属認知と重要性認
知）、「社会規範評価」などであり、これらの説明変数は⾏動意図の低いグループと⽐べて⾼
いグループの平均値が⾼かった。⼀⽅で、「費⽤評価（⼿間・時間）」、「問題解決への有効感」、
「実⾏可能性評価（機会）」、「個⼈⾏動によるリスク回避認知」は、集団⾏動意図の⾼いグ
ループのほうが低いグループよりも平均値が低い結果となった。この結果より、集団⾏動意
図の⾼い若者は、集団での環境⾏動には⼀定の⼿間と時間が必要であり、その機会は⼗分に
提供されていないと考える傾向にあると解釈できる。 

また、集団⾏動意図の⾼い若者は「現状変化への有効感」は⾼いにもかかわらず、最終的
な問題解決や意思決定への有効感は低い傾向にあった。今回の回答者の多くは未成年者で
投票権が無く、街の意思決定や問題解決に関わった経験が少ないと考えられる。集団⾏動意
図の⾼い若者ほど、実際に⾏動した場合の様々な反応を知っているために、問題解決や意思
決定に影響するほどは⾃分達の影響⼒は⾼くないと判断した可能性がある。逆に、集団⾏動
意図の低い若者は実際に⾏動した経験が少ないことから、⾃分達の⾏動に対するネガティ
ブな反応をあまり認識していないのかもしれない。 

「個⼈⾏動によるリスク回避認知」については、両グループの平均値の差は 1.41 であり、
集団⾏動意図の低い若者ほど、個⼈でできる対策をしていれば地球温暖化の危機を回避で
きると考える傾向にあった。 
 
（２）等値制約を⽤いたモデルの選出 
 表 5-8 は、集団⾏動意図の異なるグループの共通モデルに、表 5-4 に⽰した３パターンの
等値制約を課した場合のモデルの適合度指標である。結果を⾒ると、因⼦構造は同じだが全
てのパス係数が異なるモデルを意味するモデル０の適合度が最も⾼いことから、モデル０
を採⽤して以降の多⺟集団同時分析を⾏うこととした。 
 
表 5-8 集団⾏動意図の異なるグループの共通モデルに等値制約を課した場合の 

モデル適合度指標 

モデル番号 GFI AGFI RMSEA AIC BIC 

モデル 0 0.712 0.669 0.064 4167 4236 

モデル 1 0.700 0.660 0.065 4224 4286 

モデル 2 0.689 0.653 0.065 4288 4342 

 
（３）多⺟集団同時分析による⽐較 
 再⽣可能エネルギーシステムの地域導⼊活動への参加について、⾏動意図の⾼いグルー
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プと低いグループを⽐較した多⺟集団同時分析の結果を図 5-4 に⽰す。図中の⽮印（パス）
横の数字はパス係数を⽰しており、／の左側が⾏動意図の⾼いグループ、右側が低いグルー
プのパス係数である。なお、5％⽔準で有意でないパス係数には括弧をつけている。また、
太線で表現されたパスは、両グループ間に 5％⽔準で統計的有意な差があるパスを⽰してお
り、そのうち潜在変数とそれを構成する観測変数との間のパスは太い点線で⽰している。 
 続けて、両グループ間で 5％⽔準の有意差があるパスのパス係数、Z 値、ｐ値を表 5-9 に
⽰す。 
 

 
図 5-4 再⽣可能エネルギーシステムの地域導⼊活動への参加について、⾏動意図の⾼い 

グループと低いグループを⽐較した多⺟集団同時分析の結果 
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表 5-9 ⾏動意図の⾼い/低いグループ間で 5％⽔準の有意差があるパスのパス係数、Z 値、 
p 値 

 
パス パス係数 

Z 値 p 値 
From To 

⾏動意図の 
⾼いグループ 

⾏動意図の 
低いグループ 

潜在変数か
ら観測変数
へのパス 

社会規範評価 社会求める 0.52 0.82 3.9 2.0E-04 

環 境 問 題 へ の 積
極的興味関⼼ 環境話好き 0.72 0.64 -4.5 1.6E-05 

環 境 問 題 へ の 積
極的興味関⼼ 環境情報 0.65 0.77 -2.8 7.9E-03 

協 働 コ ン ピ テ ン
スへの有能感 チーム協働 0.72 0.78 -2.6 1.4E-02 

協 働 コ ン ピ テ ン
スへの有能感 巻き込み戦略 0.80 0.73 -4.6 1.0E-05 

説明変数間
のパス 

集 団 環 境 ⾏ 動 へ
の重要性認知 

集 団 環 境 ⾏ 動 へ
の⾏動意図 0.53 0.07 3.5 8.7E-04 

社会規範評価 集 団 環 境 ⾏ 動 へ
の⾏動意図 -0.17 0.34 3.5 8.7E-04 

地域への愛着 集 団 環 境 ⾏ 動 へ
の⾏動意図 -0.02 0.20 2.2 3.5E-02 

個 ⼈ ⾏ 動 に よ る
リ ス ク 回 避 の 認
知 

集 団 環 境 ⾏ 動 へ
の重要性認知 -0.17 -0.34 3.2 2.4E-03 

社会規範評価 
実 ⾏ 可 能 性 評 価
（ 知 識 あ る ・ 簡
単） 

0.62 0.05 -4.7 6.4E-06 

便 益 評 価 ( 役 ⽴
つ) 

実 ⾏ 可 能 性 評 価
（ 知 識 あ る ・ 簡
単） 

0.02 0.46 -4.7 6.4E-06 

費⽤評価（⼿間・
時間） 

便 益 評 価 ( 役 ⽴
つ) -1.12 -0.95 2.3 2.8E-02 

協 働 コ ン ピ テ ン
スへの有能感 

問 題 解 決 へ の 有
効感 -0.60 -0.43 3.5 8.7E-04 

 
 図 5-4 に⽰すとおり、個⼈が⽇常⽣活で⾏う環境⾏動に関する既存研究では、環境に良い
ことをしたいという「⽬標意図」が「⾏動意図」に有意な影響を及ぼすとされてきたが、集
団での環境⾏動を扱った本研究では、⾏動意図の⾼いグループと低いグループのいずれに
おいても、⽬標意図と⾏動意図は有意につながらず、代わりに「環境問題への積極的興味関
⼼」、「集団環境⾏動への重要性認知」、「社会規範評価」、「地域への愛着」が有意につながっ
ていた。このうち「環境問題への積極的興味関⼼」は両グループで⾏動意図と有意につなが
っており、⾝近な⼈と環境問題について話したり、積極的に情報を収集したりして環境問題
への関⼼を⾼めることが、集団での環境⾏動の促進に寄与すると考えることができる。 
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 「集団環境⾏動への重要性認知」は、⾏動意図の⾼いグループにおいて最も強く⾏動意図
に影響を及ぼしていた⼀⽅、「社会規範評価」や「地域への愛着」は⾏動意図の低いグルー
プでのみ、⾏動意図に有意につながっていた。このことから、地域への愛着を⾼め、集団環
境⾏動への社会規範評価を促すような環境教育は、集団環境⾏動の意図が未だ⾼まってい
ない若者には効果があるものの、既に⾏動意図が⾼い若者にはあまり効果的でないことが
推察される。Chawla and Flanders(2007)は市⺠的環境⾏動の育成に必要な要素として、集
団⾏動によってもたらされる価値ある成果を実際に学習者が⾒ることを挙げており、その
ためにはコミュニティを基盤としたプロジェクトが有効であると述べている。今回アンケ
ート調査で尋ねたのは、数ある集団での環境⾏動のうちのひとつであるため、この結果のみ
で全ての集団環境⾏動を促進できる対策を⾒出すことは難しいが、Chawla and Flanders の
主張と今回の分析結果を踏まえると、集団環境⾏動への⾏動意図が既に⾼い若者に対して
は、例えばコミュニティで⾏われる環境活動への参画を通して集団環境⾏動の具体的な戦
略や効果を学び、集団環境⾏動が重要であるという認知を⾼めることが、より集団⾏動意図
を強める⾼めることに寄与し得ると考えられる。 
 社会における⾃⼰影響の有効感については、いずれのグループにおいても、「現状変化の
有効感」、「問題解決への有効感」ともに集団⾏動意図には有意につながらなかった。また、
両グループとも「協働コンピテンスへの有能感」が「現状変化への有効感」に有意な正の影
響を及ぼしていた⼀⽅、「問題解決への有効感」には有意な負の影響を及ぼしており、特に
⾏動意図の⾼いグループでその傾向が強かった。もし協働コンピテンスへの⾼い有能感が、
過去に他者協働・社会参加⾏動を経験したことに起因するのだとすると、実際に⾏動してみ
た結果、⽬の前の現状を変化させることはできるが、最終的な意思決定や問題解決にまで関
わることは難しいと考えるようになった可能性がある。 
 また集団⾏動意図の⾼いグループは、低いグループと⽐べて「実⾏可能性評価（知識ある・
簡単）」、「社会規範評価」、「便益評価（役⽴つ）」といった⾏動評価に関する説明変数の平均
値が⾼いものの（図 5-3）、図 5-4 を⾒ると、これらの説明変数は⾏動意図の⾼いグループ
では⾏動意図に有意につながっていないことが分かる。⾔い換えると、集団⾏動意図の⾼い
若者は、集団環境⾏動が社会に便益をもたらす必要な⾏動であり、⾃分には実⾏可能だと考
えているにもかかわらず、それが⾏動意図にはつながらない傾向にあると⾔える。
Hungerford and Volk（1990）は、環境に責任ある市⺠的⾏動に⾄る段階のひとつをオーナ
ーシップレベルと名付け、環境問題を⾃分が関わるものとして捉え、問題への個⼈的投資
（Personal investment）を⾏う段階として位置づけている（2.3.1 を参照）。地域に再⽣可能
エネルギーシステムを導⼊する活動は、まだ⽇本では⼀部の地域に限られているため、⾏動
意図の⾼い若者であっても、こうした活動に参加するという⾏動を具体的にイメージし、⾃
分⾃⾝が関わる対象として捉えることが難しかったのではないかと推測される。 
 「個⼈⾏動によるリスク回避の認知」は、いずれのグループにおいても集団環境⾏動への
重要性認知に有意な負の影響を及ぼしており、これが結果的に集団環境⾏動への⾏動意図
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を引き下げていた。この傾向は特に⾏動意図の低いグループに顕著であった。 
 最後に潜在変数の構成要素（潜在変数から観測変数へのパス）に着⽬すると、5 つのパス
について、両グループ間に統計的有意な差が⾒られた。表 5-9 に⽰すこれらのパスのうち、
特にｐ値が⼩さい、すなわち両グループ間での差が⼤きいパスとしては、「環境問題への積
極的興味関⼼」の観測変数のひとつである「環境話好き」（p=1.6E-05）と、「協働コンピテ
ンスへの有能感」の観測変数のひとつである「巻き込み戦略」（p=1.0E-05）が挙げられる。
「環境問題への興味関⼼」については、⾏動意図の⾼いグループでは⾝近な⼈と環境問題に
ついて話し合うことが環境問題の積極的興味関⼼により強く影響を及ぼしているのに対し、
⾏動意図の低いグループでは環境問題に関する情報を収集することがより強く影響してい
た。また「協働コンピテンスへの有能感」については、⾏動意図の⾼いグループでは異なる
意⾒を持つステークホルダーを巻き込んだ戦略を⽴てることへの有能感が協働コンピテン
スへの有能感により強く影響しているのに対して、⾏動意図の低いグループではチームメ
ンバーと協⼒することへの有能感がより強い影響を及ぼしていた。 
 
 
5.3.3 集団⾏動の経験が豊富なグループと少ないグループの違い 
（１）グループ間における説明変数の平均値の⽐較 
 次に、これまでの集団⾏動経験が豊富なグループと少ないグループの違いについて述べ
る。図 5-5 は、両グループの説明変数の平均値とその差を⽰したものである。 

 
図 5-5 集団⾏動経験が豊富なグループと少ないグループにおける各説明変数の平均値とその差 
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環境問題への積極的興味関⼼
⽬標意図

環境問題へのリスク認知
環境問題への責任帰属認知

便益評価（役⽴つ）
集団環境⾏動への重要性認知
協働コンピテンスへの有能感

集団環境⾏動への責任帰属認知
現状変化への有効感

地域への愛着
集団環境⾏動への対処有効性認知

社会規範評価
実⾏可能性評価（知識ある・簡単）

問題解決への有効感
費⽤評価（⼿間・時間）

個⼈⾏動によるリスク回避認知
実⾏可能性評価（機会）

両グループの差
集団⾏動の経験は豊富なグループ
集団⾏動の経験が少ないグループ
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 結果を⾒ると、⾏動意図の⾼いグループと低いグループを⽐較した際と同様に、「環境問
題への積極的興味関⼼」が最も差が⼤きいことが分かる。次いで、環境に良いことをしよう
という「⽬標意図」や、環境認知（環境問題へのリスク認知、責任帰属認知）も、経験豊富
なグループのほうが少ないグループと⽐べて平均値が⾼い。⼀⽅で「問題解決への有効感」、
「費⽤評価（⼿間・時間）」、「個⼈⾏動によるリスク回避認知」、「実⾏可能性評価（機会）」
については、集団⾏動の経験が豊富なグループの平均値が、少ないグループの平均値を下回
っていた。集団⾏動経験の豊富なグループは、これまでに集団⾏動を経験したことがあるが
故に、再⽣可能エネルギーシステムの地域導⼊活動には⼀定の時間と労⼒が求められると
判断したのではないかと考えられる。また、経験豊富なグループは、環境問題への積極的興
味関⼼が⾼く、⽇常的に環境問題について⾝近な⼈と話したり、情報を収集したりしている
ため、再⽣可能エネルギーシステムの地域導⼊活動が現在の⽇本ではまだ⼀部の地域に限
られているという現状を理解しており、結果として実⾏可能性評価（機会）の平均値が低く
なった可能性がある。 
 
（２）等値制約を⽤いたモデルの選出 
 表 5-10 に、集団⾏動の経験が豊富なグループと少ないグループの共通モデルに等値制約
を課した場合のモデル適合度指標を⽰す。その結果、⾏動意図の⾼いグループと低いグルー
プを⽐較した際と同様に、モデル 0 の適合度が最も⾼かったため、以降はこれを基に多⺟
集団同時分析を⾏うこととした。 
 
表 5-10 集団⾏動の経験が異なるグループの共通モデルに等値制約を課した場合の 

モデル適合度指標 

モデル番号 GFI AGFI RMSEA AIC BIC 

モデル 0 0.813 0.780 0.055 3937 3968 

モデル 1 0.808 0.777 0.055 3989 4018 

モデル 2 0.798 0.771 0.056 4114 4138 

 
 
（３）多⺟集団同時分析による⽐較 

再⽣可能エネルギーシステムの地域導⼊活動への参加について、これまでの集団⾏動経
験が豊富なグループと少ないグループとを⽐較した多⺟集団同時分析の結果を図 5-6 に⽰
す。また、両グループで 5％⽔準の有意差があるパスのパス係数、Z 値、ｐ値を表 5-11 に
⽰す。 
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図 5-6 再⽣可能エネルギーシステムの地域導⼊活動への参加について、集団⾏動の経験が 

豊富なグループと少ないグループを⽐較した多⺟集団同時分析の結果 
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表 5-11 集団⾏動経験の豊富なグループと少ないグループ間で 5％⽔準の有意差がある 
パスのパス係数、Z 値、p 値 

 
パス パス係数 

Z 値 p 値 
From To 

経験の豊富な 
グループ 

経験の少ない
グループ 

潜在変数か
ら観測変数
へのパス 

集 団 環 境 ⾏ 動 へ
の 対 処 有 効 性 認
知 

効果限定 0.10 0.63 -4.5 1.6E-05 

費⽤評価（⼿間・
時間） 時間 0.30 0.93 -5.0 1.5E-06 

説明変数間
のパス 

個 ⼈ ⾏ 動 に よ る
リ ス ク 回 避 の 認
知 

集 団 環 境 ⾏ 動 へ
の責任帰属認知 -0.18 -0.36 3.9 2.0E-04 

環 境 問 題 へ の リ
スク認知 

集 団 環 境 ⾏ 動 へ
の重要性認知 0.59 0.22 3.4 1.2E-03 

集 団 環 境 ⾏ 動 へ
の重要性認知 社会規範評価 0.09 0.67 -3.7 4.2E-04 

集 団 環 境 ⾏ 動 へ
の 対 処 有 効 性 認
知 

社会規範評価 0.74 -0.01 4.1 8.9E-05 

協 働 コ ン ピ テ ン
スへの有能感 

実 ⾏ 可 能 性 評 価
（ 知 識 あ る ・ 簡
単） 

0.50 0.74 -4.3 3.9E-05 

協 働 コ ン ピ テ ン
スへの有能感 

問 題 解 決 へ の 有
効感 0.13 -0.59 5.2 5.4E-07 

 
 集団⾏動の経験が豊富なグループに着⽬すると、図 5-6 では「環境問題への積極的興味関
⼼」は「集団環境⾏動への⾏動意図」に直接にはつながらず、「集団環境⾏動への責任帰属
認知」と「協働コンピテンスへの有能感」を介してつながっている。これは、過去の集団⾏
動の経験が、他者と協働するコンピテンスへの有能感や集団環境⾏動への責任感を⾼め、そ
れが⾏動意図を強めていると推察できる。 
 また集団⾏動の経験が豊富なグループの若者は、⾼い環境認知（環境問題へのリスク認知
と責任帰属認知）を持っている傾向にあるが（図 5-5）、図 5-6 を⾒ると、これらの説明変
数は「⽬標意図」を介して「環境問題への積極的興味関⼼」につながっているものの、⽬標
意図も環境問題への積極的興味関⼼も、それ⾃体は⾏動意図には直接つながっていない。こ
のことより、集団⾏動の経験が豊富な若者に対しては、環境認知を⾼めるような環境教育だ
けでなく、環境分野にも集団でできる⾏動があることを知り、それらの⾏動に対する責任感
を醸成したり、実際の活動を通して他者と協働するコンピテンスへの有能感を⾼めたりす
ることを⽬的とした環境教育を⾏うことによって、さらに集団環境⾏動意図を⾼められる
可能性がある。 
 次に集団⾏動経験が少ないグループに着⽬すると、集団環境⾏動への⾏動意図には、「集



105 
 

団環境⾏動への責任属認知」、「環境問題への積極的興味関⼼」、「問題解決への有効感」の 3
つが有意につながっていた。このうち「問題解決への有効感」は、「協働コンピテンスへの
有能感」から有意な負の影響を受けており、集団⾏動経験の少ない若者は協働コンピテンス
への有能感が⾼いことが、問題解決への有効感を引き下げる傾向にあった。従って、集団⾏
動の経験が未だ少ない若者に対して、地域での実践的な活動等を環境教育に取り⼊れる際
には、協働コンピテンスの習得のみに注⼒するのではなく、活動の成果をできるだけ学習者
が実感できるよう、実際に地域の取り組みや施策に彼らの意⾒を反映させる等して、問題解
決への有効感が損なわれないよう配慮することが重要であろう。また、集団⾏動経験の少な
いグループでは、「協働コンピテンスへの有能感」が再⽣可能エネルギーシステムの地域導
⼊活動に対する「実⾏可能性評価（知識がある・簡単）」に強く影響しているが、実⾏可能
性評価⾃体は⾏動意図にはつながっていなかった。さらに「集団環境⾏動への重要性認知」
が「社会規範評価」に強い正の影響を及ぼしているものの、社会規範評価も⾏動意図にはつ
ながっていなかった。これらの分析結果より、集団⾏動の経験が少ない若者に対しては、⼀
般的な協働コンピテンスへの有能感を⾼めるだけでなく、環境分野での集団⾏動を体験す
るような環境教育を通して、集団での環境⾏動に対するイメージを具体化し、⾃分にもでき
そうだという実⾏可能性評価を⾼めることが有効であると推察される。また例えば、集団で
の環境⾏動が成果を上げた事例を学ぶことによって、そうした⾏動が社会的に求められて
いるという社会的規範を⾼めるような環境教育も、集団環境⾏動の⾏動意図を⾼めるのに
効果的である可能性がある。 

「個⼈⾏動によるリスク回避の認知」は、両グループにおいて集団環境⾏動への責任帰属
認知に有意な負の影響を及ぼしており、特に集団⾏動の経験が少ないグループではその傾
向が強かった。個⼈で出来ることをしていれば温暖化問題を回避できるという考えは、集団
環境⾏動は⾃分達の責任で⾏うものだという認知を引き下げ、結果として集団環境⾏動へ
の⾏動意図を引き下げると解釈できる。 

最後に、潜在変数の構成要素（潜在変数から観測変数へのパス）に着⽬する。図 5-6 及び
表 5-11 に⽰したとおり、集団⾏動の経験が豊富なグループでは「集団環境⾏動への対処有
効性認知」と個⼈⾏動による効果は限定的だと考える「個⼈限定」との関係性が特に低かっ
た。しかし集団⾏動の経験が豊富なグループの「集団環境⾏動への対処有効性認知」の平均
値は経験の少ないグループよりも⾼いことから、個⼈⾏動には限界があるという認知が低
くとも、全体としては集団での環境⾏動を有効な⾏動であると認知していると考えられる。
「費⽤評価」については、集団⾏動の経験が豊富なグループにおいて、「時間」との関係性
が特に低かった。集団⾏動の経験が豊富な若者は、今回のような再⽣可能エネルギーシステ
ムの地域導⼊活動に対しても必要とされる時間の具体的なイメージを持っているため、そ
れが費⽤評価全体に強く影響することはないのかもしれない。 
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5.3.4 地域での集団活動に積極的に参加する⾝近な⼈がいるグループといないグループの
違い 

（１）グループ間における説明変数の平均値の⽐較 
 最後に、地域での集団活動に積極的に参加する⾝近な⼈がいるグループといないグルー
プとを⽐較した結果について述べる。両グループの説明変数の平均値とその差を図 5-7 に
⽰す。 

 
図 5-7 地域での集団活動に積極的に参加する⾝近な⼈がいるグループといないグループ 

における各説明変数の平均値とその差 
 
 最も両グループ間の差が⼤きかったのは、環境問題に関する情報収集の積極性や、⾝近な
⼈と環境問題について話し合う意欲を⽰す「環境問題への積極的興味・関⼼」であった。ま
た、⾝近に参加する⼈がいるグループはいないグループと⽐べて、⾃分が関わることで現状
を良い⽅向に変えられるという「現状変化への有効感」や、「協働コンピテンスへの有能感」、
「実⾏可能性評価（知識ある、簡単）」といった集団⾏動に必要なスキルへの有能感が⾼い
傾向にあった。これは、普段から地域活動に積極的に参加する⼈を近くで⾒ることによって、
集団⾏動が地域で有効に機能しているという認知が⾼まったり、集団⾏動に求められる能
⼒の具体的なイメージが深まったりしていることが考えられる。⼀⽅で、「個⼈⾏動による
リスク回避認知」や「実⾏可能性評価（機会）」は、⾝近に参加する⼈がいるグループほど
平均値が低かった。積極的に参加する⼈が⾝近にいる集団は「環境問題への積極的興味関⼼」
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や「社会規範評価」の平均値が⾼いことから、再⽣可能エネルギーシステムを地域で導⼊す
る活動は社会的に求められていると感じている⼀⽅、そのような活動が現時点では未だ少
ないという事実も認識しており、⾏動の実⾏機会は必要とされているほどは多くないと判
断したと解釈できる。また、積極的に参加する⼈が⾝近にいないグループの若者は、個⼈⾏
動によって環境問題のリスクは回避できると考える傾向が強いと⾔える。 
 
（２）等値制約を⽤いたモデルの選出 
 表 5-12 は、地域での集団活動に積極的に参加する⾝近な⼈がいるグループといないグル
ープの共通モデルに、表 5-4 に⽰した 3 パターンの等値制約を課した場合のモデル適合度
指標である。結果を⾒ると GFI、AGFI、RMSEA はいずれも 3 つのモデルに⼤きな差は⾒
られないが、AIC 及び BIC はモデル０の値が最も⼩さいため、以降の多⺟集団同時分析は
モデル 0 を採⽤して実施することとした。 
 
表 5-12 地域での集団活動に積極的に参加する⾝近な⼈がいるグループといないグループ 

の共通モデルに等値制約を課した場合のモデル適合度指標 

モデル番号 GFI AGFI RMSEA AIC BIC 

モデル 0 0.829 0.800 0.051 7757 7776 

モデル 1 0.827 0.801 0.050 7765 7783 

モデル 2 0.824 0.803 0.050 7795 7810 

 
 
（３）多⺟集団同時分析による⽐較 
 再⽣可能エネルギーシステムの地域導⼊活動への参加について、地域での集団活動に積
極的に参加する⾝近な⼈がいるグループといないグループとを⽐較した多⺟集団同時分析
の結果を図 5-8 に⽰す。また、両グループで 5％⽔準の有意差があるパスのパス係数、Z 値、
ｐ値を表 5-13 に⽰す。 
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図 5-8 再⽣可能エネルギーシステムの地域導⼊活動への参加について、地域での集団活動

に積極的に参加する⾝近な⼈がいるグループといないグループとを⽐較した多⺟
集団同時分析の結果 
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表 5-11 地域での集団活動に積極的に参加する⾝近な⼈がいるグループといないグループ 
間で 5％⽔準の有意差があるパスのパス係数、Z 値、p 値 

 
パス パス係数 

Z 値 p 値 
From To 

経験の豊富な 
グループ 

経験の少ない
グループ 

説明変数間
のパス 

地域への愛着 集 団 環 境 ⾏ 動 へ
の⾏動意図 -0.07 0.08 3.5 8.7E-04 

社会規範評価 集 団 環 境 ⾏ 動 へ
の⾏動意図 -0.08 -0.82 -2.0 5.4E-02 

集 団 環 境 ⾏ 動 へ
の重要性認知 社会規範評価 0.69 0.62 -2.7 1.0E-02 

協 働 コ ン ピ テ ン
スへの有能感 

実 ⾏ 可 能 性 評 価
（ 知 識 あ る ・ 簡
単） 

0.32 0.20 -2.1 4.4E-02 

個 ⼈ ⾏ 動 に よ る
リ ス ク 回 避 の 認
知 

集 団 環 境 ⾏ 動 へ
の重要性認知 -0.16 -0.03 3.0 4.4E-03 

 
図 5-8 を⾒ると、⽬標意図と⾏動意図は有意につながっておらず、代わりに「実⾏可能性

評価（知識ある・簡単）」、「集団環境⾏動への責任帰属認知」、「環境問題への積極的興味・
関⼼」、「社会規範評価」、「地域への愛着」が有意につながっていることが分かる。前三者は
いずれのグループでも⾏動意図に対して有意に影響しており、これらは集団での環境⾏動
を促進するためには、環境問題の深刻さを理解したり問題への責任感を⾼めたりするより
も、他者との議論や情報収集を通して環境問題への積極的興味・関⼼を⾼め、集団での環境
⾏動を⾃分が関わる事柄として認知することが重要であることを⽰している。また、若者に
とって経験が多くないであろう集団での環境⾏動に対して、他者と上⼿く協働して⾏動を
実⾏できるという実⾏可能性評価を⾼めることも重要である。 

地域活動に積極的に参加する⾝近な⼈がいるグループは、いないグループと⽐べて「協働
コンピテンス」や「実⾏可能性評価（知識ある・簡単）」の平均値が⾼く（図 5-7）、かつ「協
働コンピテンスへの有能感」から「実⾏可能性評価（知識ある・簡単）」へのパスがより強
く影響している（図 5-8）。これは、回答者本⼈が⾝近な⼈と⼀緒に活動に参加する機会を
通して、あるいは本⼈は参加しないが、⾝近な⼈を通して⾏動を疑似体験することによって、
⾃分にもできそうだという有能感が⾼められ、結果として集団⾏動意図も⾼まっていると
推察される。 

⾏動意図に有意な影響を及ぼしている「社会規範評価」については、⾝近に参加する⼈が
いるグループでは有意につながっておらず、いないグループでのみ、有意な負の影響を及ぼ
している。今回の調査では、⾏動に対する周囲の⼈からの期待を意味する主観的規範と、周
囲がどの程度その⾏動を実⾏していると認知しているかを意味する記述的規範の両⽅を含
めて社会的規範評価を測定した。ただし、今回扱った集団⾏動は地域への再⽣可能エネルギ



110 
 

ーシステムの導⼊活動という、将来的には広い実施が期待されるものの、現時点では⼀部の
地域でしか⾏われていない⾏動を対象としたため、主観的規範は「このような⾏動は社会的
に期待されていると思うか」を尋ね、記述的規範は「将来の多くの⼈はこのような⾏動に積
極的だと思うか」を尋ねた。従って、⾝近に参加する⼈がいないグループは、たとえ社会的
に求められており、将来は多くの⼈が実⾏している⾏動だという意識が⾼くても、今⾃分が
その⾏動を⾏うことに対しては否定的な回答をする傾向にあったと⾔える。⼀⽅で⾝近に
参加する⼈がいるグループでは、社会規範評価が⾏動意図に有意な負の影響を及ぼしてい
ないことから、「集団⾏動が社会的に求められている」という認識と「その⾏動を⾃分が⾏
う」ということに対して、いないグループほど⼤きなギャップがなかった。すなわち集団⾏
動を⾃分に関わりのあるものとして捉えられていると考えられる。また図 5-8 からは、社会
規範評価が集団環境⾏動への重要性認知から有意な正の影響を受けており、特に⾝近に参
加する⼈がいるグループではその傾向が強いことが読み取れる。以上の点をふまえると、集
団での環境⾏動を促進するためには、特に⾝近に地域活動に参加する⼈が乏しい⼈々や地
域において「社会的に求められていること」と「⾃分がそれに関わること」を結び付け、集
団⾏動を⾃分事として捉えてもらうことが重要だと考えられる。 

「地域への愛着」については、⾝近に参加する⼈がいないグループでのみ、正の有意な影
響を及ぼしている。しかし⾏動意図につながる他のパス係数と⽐較すると、それほど強く⾏
動意図に影響しているとは⾔えない。これまで、地域での環境ボランティア活動といった⾝
近な集団⾏動に対しては、地域への愛着が⾏動に強く影響することが⽰唆されてきたが（畠
⼭ら 2000、野波ら 2002）、今回扱ったような現時点では広く実施されていない集団環境⾏
動の場合には、それよりも集団環境⾏動そのものへの責任感や実⾏可能性評価、環境問題へ
の積極的興味・関⼼のほうが、⾏動意図に強く働きかけることが分かった。 

「個⼈⾏動によるリスク回避の認知」については、これまで述べた⾏動意図の異なるグ
ループ、及び集団⾏動の経験度が異なるグループのケースと同様に、集団環境⾏動への重
要性認知及び責任帰属認知の両⽅に対して負の影響を及ぼしていた。特に⾝近に参加する
⼈がいるグループでは、集団環境⾏動への重要性認知により強い負の影響が⾒られる。こ
の結果より、環境問題の解決に向けて個⼈での環境⾏動を実践することは重要ではあるも
のの、それだけで環境問題がもたらす危機を回避できるという認知は、かえって集団での
環境⾏動に対する重要性認知や責任帰属認知を引き下げ、結果として集団⾏動意図も下げ
てしまうことが考えられる。⾝近に参加する⼈がいるグループは環境問題へのリスク認
知、責任帰属認知、⽬標意図の平均値が⾼く（図 5-7）、⽇常⽣活における個⼈での環境⾏
動を実践している可能性が⾼いが、そのようなグループほど「個⼈で出来ることをやって
いればよい」という認知が、集団⾏動への重要性認知や責任帰属認知を強く引き下げると
考えられる。 
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5.4 本章の結論 
 本章では、他者と協働して社会に参画しようとする集団での環境⾏動意図に影響する⼼
理的な要因を明らかにすることを⽬的とした。具体的には、個⼈での環境⾏動や集団⾏動に
関する既存研究を基に仮説の⾏動モデルを構築したうえで、地域における再⽣可能エネル
ギーシステムの導⼊活動への参加⾏動を対象としたウェブアンケート調査を⾏い、⾏動意
図の⾼いグループと低いグループを⽐較する多⺟集団同時分析を⾏うことによって、仮説
モデルの検証と修正を⾏った。加えて、アンケート調査で得られたデータを分析した結果、
過去に他者協働・社会参画⾏動を経験したことのあるグループとそのような経験が少ない
グループ、及び地域での集団活動に積極的に参加する⾝近な⼈がいるグループといないグ
ループについて、集団での環境⾏動意図（再⽣可能エネルギーシステムの地域導⼊活動への
参加⾏動意図）に統計的有意な差が⾒られたことから、これらのグループ間においても多⺟
集団同時分析を実施した。 
 その結果、個⼈での環境⾏動を対象とした既存研究では、環境にやさしいことをしたいと
いう⽬標意図が個別の環境⾏動を実⾏しようとする⾏動意図に有意な影響を及ぼしている
とされていたが、集団での環境⾏動を対象とした本研究の分析結果では、いずれのグループ
においても⽬標意図と⾏動意図は有意な影響は確認できず、代わりに環境問題について⾝
近な⼈と話し合う、情報を積極的に⼊⼿するといった、環境問題への積極的な興味関⼼や、
集団での環境⾏動に対する認知（重要性認知及び責任帰属認知）が⾏動意図に有意な影響を
及ぼしていた。この結果より、サステナビリティ・トランジションに資する集団での環境⾏
動を促進するためには、環境に対する認知（リスク認知や責任帰属認知）を⾼めるような環
境教育だけでなく、集団での環境⾏動が重要であり、それは⾃分⾃⾝が関わるものだという
認知を⾼める、あるいは環境問題に対する強い興味関⼼を抱かせるような環境教育がより
効果的であると推察された。 
 また、個⼈でできることをしていれば温暖化問題の危機を回避できるという認知は、いず
れのグループにおいても集団での環境⾏動に対する重要性認知や責任帰属認知に有意な負
の影響を及ぼしており、集団環境⾏動の⾏動意図を引き下げる要因となっていた。従って、
環境問題の解決に寄与する⾏動として、⽇常⽣活内で⾏う個⼈での環境⾏動を学ぶだけで
なく、集団でできる環境⾏動について知り、その効果や重要性について理解を深める環境教
育が必要であることが⽰唆された。 
 個々のグループ間⽐較の結果に着⽬すると、⾏動意図の⾼いグループと低いグループの
⽐較では、⾏動意図に影響を及ぼす要因が両グループで異なっており、⾏動意図の⾼いグル
ープでは「集団環境⾏動への重要性認知」が最も⾏動意図に強い影響を与えていたのに対し、
低いグループでは「社会規範評価」や「地域愛着」が⾏動意図に影響していた。このことか
ら、周囲が期待している、みんながやっているという社会規範評価を⾼める環境教育、ある
いは地域への愛着感を⾼めるような環境教育は、集団環境⾏動の⾏動意図が低い若者には
効果があるものの、既に⾼い⾏動意図を持った若者にはあまり効果的でなく、彼らには集団
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での環境⾏動が重要だという認知を⾼める環境教育のほうが有効であることが⽰唆された。 
 他者協働・社会参画⾏動の経験が豊富なグループと少ないグループの⽐較では、経験が豊
富なグループでのみ「協働コンピテンスへの有能感」が集団環境⾏動への⾏動意図に有意に
影響しており、他者協働・社会参画⾏動の実践経験を積み重ねることが、他者と協⼒して戦
略的に問題に取り組むことができるという気持ちを⾼め、結果として集団環境⾏動の⾏動
意図も強める可能性が⽰唆された。 
 地域での集団活動に積極的に参加する⾝近な⼈がいるグループといないグループの⽐較
では、いるグループの「協働コンピテンスへの有能感」や「実⾏可能性評価（知識ある・簡
単）」の平均値が⽐較的⾼く、かつ「協働コンピテンスへの有能感」が「実⾏可能性評価（知
識ある・簡単）」に強い影響を及ぼしていた。この結果より、積極的に地域での集団活動に
参加する⼈が⾝近にいる若者は、⾝近な⼈と⼀緒に活動に参加する、あるいは本⼈は参加し
なくとも⾝近な⼈を通して活動を疑似体験することによって、⾃分にもできそうだという
有能感が⾼められていると推察され、集団での環境⾏動には⾏為者の⾝近な⼈の影響が少
なくないことが明らかとなった。 
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第 6 章 考察〜サステナビリティ・トランジションを促す環境教育への提案 

 
6.1 本章の⽬的と⽅法 
 本章では、第 4 章と第 5 章から得られた知⾒を基に、サステナビリティ・トランジショ
ンを促す環境教育への提案事項を得ることを⽬的とする。その⽬的達成のため、まず第 5 章
で実施した集団での環境⾏動意図に影響する⼼理的な影響要因の分析結果を⽤いて、集団
での環境⾏動の促進を⽬的とした環境教育において重視すべき点を考察する。次に第 4 章
での先進的な教育プログラム事例の分析結果を⽤いて、重視すべき要因を取り⼊れる具体
的な環境教育の⽅法や留意事項を考察する。 

本研究では、集団での環境⾏動に向けた学習段階を、集団での環境⾏動に必要な能⼒の基
礎を習得する初級段階と、集団での環境⾏動に必要な能⼒を⾝に付け、問題解決に向けた集
団⾏動を試みようとする上級段階の 2 段階を設定している。そこで本章の考察においても、
最初に全ての学習段階に共通する提案を 6.2 節で述べたうえで、初級及び上級の学習段階に
対する提案を 6.3 節で述べることとした。さらに 6.4 節では、これまで取り組まれてきた環
境教育に対し、サステナビリティ・トランジションに資する環境教育で特に重視すべき点を
明確にするため、環境教育の基本的な構成要素である「Education IN the environment, 
Education ABOUT the environment, Education FOR the environment」に基づいて、6.2 節
および 6.3 節で述べた提案事項を総括した。 
 
6.2 全ての学習段階に共通する提案事項 
 学習者の発達段階や、サステナビリティ・トランジションに資する⾏動・能⼒の習得度に
関わらない、すなわち全ての学習段階に共通する提案事項とその論拠を３点に分けて述べ
る。 
6.2.1 集団での環境⾏動への認知を⾼める環境教育の充実 
 第 5 章で実施した集団での環境⾏動に影響を及ぼす要因の分析結果では、集団での環境
⾏動が重要であるという認知（重要性認知）や、集団での環境⾏動が⾃分⾃⾝の関わること
だという認知（責任帰属認知）が、集団環境⾏動への⾏動意図に有意な正の影響を及ぼして
いた。⼀⽅、「個⼈ができる対策をしていれば地球温暖化の危機は回避できる」という認知
が、集団での環境⾏動に対する重要性認知や責任帰属認知に有意な負の影響を及ぼしてお
り、集団での環境⾏動意図を引き下げる要因となっていた。つまり、個⼈が⽇常⽣活で⾏う
環境⾏動を促進することは重要ではあるが、環境問題に対処する⽅法として個⼈での⾏動
を強調しすぎると、かえって集団での環境⾏動を抑制してしまう可能性がある。したがって、
サステナビリティ・トランジションを促すためには、個⼈による環境⾏動について学ぶ環境
教育だけでなく、集団での環境⾏動の具体的な⽅法を知り、そうした⾏動の重要性や有効性
を学ぶとともに、⾃分達が関わるものとして認知してもらう環境教育を増やしていくこと
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が重要である。 
グループメンバーと検討した対策を市⻑に政策提⾔するという、集団での意⾒表明がプ

ログラムに含まれていた未来ワークショップでは、80%の参加者がワークショップを通し
て「個⼈⾏動するより他の⼈と協⼒したほうが効果的だ」と考えるようになったと回答して
おり、集団⾏動への対処有効性認知が向上していたほか、60％程度の参加者において集団⾏
動に対する重要性認知や責任帰属認知の⾼まりが確認された。したがって、未来ワークショ
ップのように教育プログラム中に学習者が実際に集団⾏動を体験することは、集団での環
境⾏動に対する認知を⾼められる可能性がある。 

また、4.2 節でとり挙げた三井物産サス学アカデミーでは、NPO が企業と協働して⾏っ
ている様々な社会貢献活動の事例がプログラム前半で紹介されており、プログラム最後に
学習者らが⾏った発表では、他のグループと連携した対策や企業を巻き込んだ対策等、集団
での環境⾏動を視野に⼊れたアイデアが多数出されていた。このように、個⼈でできる環境
⾏動だけでなく、団体としての活動や他組織との連携といった集団でできる様々な環境⾏
動があることを学ぶことによって、集団での環境⾏動を問題解決に向けた有効な⽅法とし
て捉えられるようになる可能性がある。 
 
6.2.2 集団での環境⾏動経験を通した協働コンピテンスの習得機会の充実 
 第 5 章で実施した他者協働・社会参画⾏動の経験が豊富なグループと少ないグループを
⽐較した分析では、経験が豊富なグループの協働コンピテンスへの有能感が⾼く、集団での
環境⾏動意図に有意な正の影響を及ぼしていた。また地域での集団活動に積極的に参加す
る⾝近な⼈がいるグループといないグループを⽐較した分析においても、いるグループの
協働コンピテンスへの有能感と実⾏可能性評価が⾼く、⾝近な⼈と⼀緒に地域活動に参加
する、あるいは⾝近な⼈の活動を⾒聞きすることによって、⾃分にもできそうだという有能
感が⾼まっている可能性が⽰唆された。すなわち、地域等で実践される活動に学習者が直接
関わる経験、あるいはそうした活動を⾝近で⾒聞きする経験を積み重ねることが、他者と協
働して問題解決に取り組むコンピテンスへの有能感を⾼め、サステナビリティ・トランジシ
ョンに資する集団での環境⾏動を促進し得ると考えられる。 

Chawla and Flanders (2007)は、環境団体等に所属して活動する⼈々へのインタビュー調
査の結果を基に、彼らが他メンバーと協働して具体的なプロジェクトに携わる経験を通し
て、集団環境⾏動に必要な能⼒を習得していると主張している。アンケートデータの統計的
な分析から、集団環境⾏動の経験度、コンピテンスへの有能感、集団環境⾏動意図の関わり
を⽰した本研究の結果は、その主張と整合的である。また、北欧で実施されているアクショ
ン・コンピテンスの取り組みにおいても、地域で起きる環境問題に学⽣らがステークホルダ
ーと協働して取り組む経験を重視している（Breiting ら 2009）。本研究は、こうした既存の
研究や実践において重要性が指摘されていた集団での環境⾏動の経験が、実際にコンピテ
ンスへの有能感や集団⾏動意図を⾼めることを定量的に⽰しており、集団での環境⾏動経
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験を通して協働コンピテンスを習得する学習機会を充実させる必要性を明らかにしている。 
 本研究における協働コンピテンスには、第 2 章でサステナビリティ・トランジションを
促すうえで重要な能⼒として特定した対⼈関係コンピテンスと戦略的コンピテンスを含ん
でいる。このうち対⼈関係コンピテンスについては、第 4 章で分析した三井物産サス学ア
カデミーおよび未来ワークショップのいずれの事例も、普段とは異なるメンバーとの議論
やグループワークを含む教育プログラムであり、こうした内容が対⼈関係コンピテンスへ
の有能感を⾼めていた。したがって、異なる地域、年齢、⽴場の他者と共に議論したり、実
際の活動に参加したりする経験を提供する教育プログラムが、対⼈関係コンピテンスへの
有能感を⾼めるために役⽴つと考えられる。学校等のフォーマル教育では、いつもと同じメ
ンバーでの協働経験になりがちであることから、例えば企業や NPO 等が提供するノンフォ
ーマル教育の機会を活⽤し、多様なメンバーとの協働を経験できる学習機会を充実させる
ことが考えられる。 
 様々なステークホルダーを巻き込んだ効果的な戦略を考えられるという戦略的コンピテ
ンスについては、学校や地域等での実践的な活動に参加し、問題解決に向けた様々な対策を
実際に試してみる経験や、未来ワークショップのように地域の課題や特徴を多様な視点か
ら学び、課題解決に向けた具体的な対策を考えてみる経験を積み重ねることによって、段階
的に習得する⽅法が考えられる。 
 
6.2.3 社会・環境問題への強い関⼼を引き起こす環境教育の充実 
 本研究では、環境問題に関する情報を収集したり、⾝近な⼈と話し合ったりすることを
「環境問題への積極的興味・関⼼」と定義し、単なる興味・関⼼よりも強い興味・関⼼とし
て位置づけ、集団での環境⾏動意図に影響する説明変数のひとつとして、⾏動モデルに取り
⼊れた。その結果、集団⾏動の経験が豊富なグループを除く全てのグループにおいて、「環
境問題への積極的興味・関⼼」は集団⾏動意図に有意な正の影響を及ぼしていた。したがっ
て、環境教育を⾏う際に、環境問題や環境問題に関わる社会問題に対して、強い興味・関⼼
を引き起こすことができれば、集団での環境⾏動意図を強め、サステナビリティ・トランジ
ションに寄与することができる。 
 環境教育の実践現場では、学習者が主体性を持って意欲的に学習するためには、学習する
内容に興味を持たせることが重要であるとされてきた（全国⼩中学校環境教育研究会 2014）。
本研究の結果は、教育現場でその重要性が実感されてきた学習者の興味・関⼼が、学習を意
欲的なものにするだけでなく、集団での環境⾏動をしようという⾏動意図そのものにも影
響を与えることを明らかにしている。したがって、教育プログラムが終了した後も、学習者
が⾃分で情報を収集したり、⾝近な⼈と話し合ったりするような、環境問題への強い興味・
関⼼を引き起こす環境教育が必要である。 
 第 4 章で分析した三井物産サス学アカデミーでは、プログラム後の参加者の⾏動変化に
ついて尋ねた保護者への事後アンケートにおいて、60%以上が新聞やテレビ等を通して積



118 
 

極的に情報を収集しようとする参加者の⾏動に変化があったと回答しており、プログラム
後もある程度興味・関⼼が継続できていたことが伺える。未来ワークショップでは保護者ア
ンケートを実施しておらず、プログラム後の参加者の⾏動変化までは把握できていないが、
参加者への事後アンケートでは 70%が「市の問題をもっと知りたいと思う」と回答してお
り、参加者の興味・関⼼を⾼めることに⼀定の効果があったと判断できる。教育プログラム
が終了した後も継続されるほどの強い興味・関⼼を引き起こす具体的な⽅法は、本研究で得
られた知⾒だけでは網羅することはできないが、これらの 2 事例から考えられる⽅法を考
察してみることにする。 

両事例のアンケートでは、学んだ内容について「もっと知りたい」「もっと話し合いたい」
と回答した理由として、⾃由記述欄には「これまでに習ったことがない内容だったから」、
「実際に活躍している⼈の話を聞けたから」、「未来シミュレータの結果が興味深かったか
ら」等が挙げられていた。これらの意⾒を踏まえると、学習者の興味・関⼼を⾼める⽅法と
しては、学習者が興味を持って取り組めるテーマの設定あるいはそのようなテーマを⼊⼝
とした環境プログラムの企画、現場・社会で活躍する⼈からの話題提供、問題を理解するた
めの学習ツールの活⽤の 3 点が考えられる。 

テーマ設定については、学校等のフォーマル教育で扱わないテーマを設定することも考
えられるが、例えば未来ワークショップのように、既に学校等で学習した⾃分達の住む地域
について、これまで気づいていなかった課題や特徴を学ぶことも、学習者の関⼼を⾼めるこ
とに寄与し得る。また、実際に地域で活動している⼈、ビジネス分野や研究分野で環境問題
に取り組んでいる⼈の話を聞くことは、学習者の関⼼を⾼めるうえで効果的であると考え
られる。学習ツールについては、プログラムで学ぶ内容を理解するために活⽤できるだけで
なく、プログラム後も学習者が考え、議論することに役⽴てられるツールが望ましい。三井
物産サス学アカデミーでは、あるひとつの課題が他のどんな社会課題とつながっているか
を考える際に⽤いる「サス学羅針盤」が、未来ワークショップでは 2050 年の市の産業別⼈
⼝や分野別の財政状況等を予想した「未来シミュレータ」が⽤いられていた。これらはいず
れもその他の分野や地域の問題を考える際にも⽤いることができることから、プログラム
後も興味・関⼼を継続することに寄与できる可能性を持っている。 
 

6.3 初級および上級段階における環境教育への提案 
6.3.1 段階的かつ継続的な能⼒習得機会の必要性 

2.3.1（5）に⽰したとおり、能⼒は⼀度に習得できるものではなく、学習者の発達段階や
学習のレベルに応じて、段階的に習得されることが発達科学分野で明らかにされている
（Havighurst 1953、Erikson 1980）。したがって、集団での環境⾏動に必要な対⼈関係コン
ピテンスや戦略的コンピテンスといった能⼒についても、初級段階ではこれらの能⼒の基
礎を習得することが期待されるはずである。初級段階の教育プログラムにおいて、習得を期
待する能⼒レベルを設定する際には、学習者の発達段階に合わせることが重要である。例え
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ば、本研究において初級段階のプログラムと位置付けた三井物産サス学アカデミーでは、習
得する対⼈関係コンピテンスのレベルを⼩学校⾼学年の発達段階に合わせて「⾃分の意⾒
を表現できる」、「他者の意⾒を聞いて⾃分の意⾒を深められる」、「⾃分と異なる意⾒を尊重
できる」、「意⾒の異なる相⼿とも前向きに協働できる」の 4 つを評価指標として設定され
ている。仮に、同じ教育プログラムを中学⽣や⾼校⽣に提供する場合は、より⾼い能⼒レベ
ルの指標を設定する必要があるだろう。集団での環境⾏動に向けた初級段階では、学習者の
発達段階にあったプログラム内容と評価指標を提供し、対⼈関係コンピテンスや戦略的コ
ンピテンスといったサステナビリティ・トランジションに必要な能⼒を段階的に習得でき
る学習機会を充実させる必要があると考えられる。 

また本研究で上級段階の教育プログラムとして位置づけた未来ワークショップでは、多
様な主体を巻き込んだ効果的な戦略を考える戦略的コンピテンスに対して、有能感が⾼ま
らなかったと回答した参加者が 20％程度いたが、アンケートの⾃由記述欄やプログラム中
の参加者の発⾔では、「市の対策を考えるようなことは、これまでしたことがなかった」、「対
策を考えることがこれほど難しいとは思わなかった」といった意⾒が出されており、効果的
な戦略を構築することの重要性やむずかしさに気づく機会として、未来ワークショップが
機能していたことが伺えた。集団での⾏動意図が⾼い若者であっても、１回の学習機会だけ
で戦略的コンピテンスを習得することは難しいと考えられるため、上級段階では様々な集
団での環境⾏動に参加し、効果的な戦略作りに繰り返し挑戦できるような環境教育の場を、
継続的に提供することが重要だと考えられる。 
 
6.3.2 初級段階における環境教育への提案 
 第 5 章で実施した多⺟集団同時分析では、集団での環境⾏動意図が低いグループ、すな
わち集団での環境⾏動に向けた学習段階が未だ初級段階であるグループにおいて、社会的
規範評価や地域への愛着が集団での環境⾏動意図に有意な正の影響を及ぼしていた。地域
における環境ボランティア活動と対象とした野波ら（2002）の研究では、活動に参加する、
もしくは活動を継続する要因として、地域への愛着と社会規範評価が特定されているが、再
⽣可能エネルギーシステムを地域に導⼊する活動への参加を対象とした本研究においても、
⾏動意図が低いグループでは環境ボランティア活動と同様に、地域への愛着と社会規範評
価が⾏動意図に有意な影響を与えることが明らかとなった。したがって、集団での環境⾏動
促進に向けた初級段階の環境教育では、集団での環境⾏動が社会に求められていることを
⽰す環境教育プログラムや、⾃分達の住む地域への愛着を⾼めることを⽬的とした環境教
育プログラムが効果的であると考えられる。 
 野波ら（2002）は、河川保全を⽬的とした地域内での⾝近な環境ボランティア活動への参
加には、社会規範評価のうち、家族や近所の知り合いといった⾝近な⼈からの期待を意味す
る主観的規範が特に⾏動に影響すると分析している。しかしながら、サステナビリティ・ト
ランジションに寄与する集団での地域活動は、広く社会に普及する前段階の挑戦的な取り
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組みであるため、⾝近な⼈からの直接的な期待よりも、こうした取り組みに参加する⾏動が
社会的に求められているという、社会からの期待を強く意識する必要があると考えられる。
したがって初級段階の環境教育では、こうした地域での挑戦的な集団環境⾏動が社会の将
来に必要であるという学習者の認識を⾼めると同時に、その⾏動を⾃分⾃⾝が関わるもの
として捉えられるようになることに重点を置く必要がある。 
 

6.3.3 上級段階における環境教育への提案 
 第 5 章で実施した多⺟集団同時分析の結果からは、既に集団での環境⾏動意図が⾼い、
すなわち集団での環境⾏動に向けた上級段階である若者に対しては、地域への愛着を⾼め
る、あるいは社会規範評価を⾼めるだけでは、更なる集団⾏動意図の⾼まりにはあまり寄与
せず、代わりに集団での環境⾏動に対する重要性認知を⾼めることが重要であることが⽰
唆されている。 
 集団での環境⾏動を試⾏する上級段階での環境教育では、Hungerford and Volk（1990）
や Chawla and Flanders(2007)が提案するように、若者がステークホルダーと協働して地域
の具体的な問題の解決に取り組むことが考えられる。こうした地域活動への参加を通して、
地域への愛着や社会規範評価を⾼めるだけに留まらず、例えば他地域や他分野で⾏われて
いる集団⾏動の事例を学んだり、他の地域で活動している⼈や団体と意⾒を交わし合った
りする学習機会も併せて提供することによって、集団での環境⾏動が重要であるという認
知を⾼めることにも重点を置く必要がある。 
 また上級段階の環境教育では、集団での環境⾏動に必要なコンピテンスを習得すること
が期待される。しかし本研究で上級段階の教育プログラムと位置付けた未来ワークショッ
プでは、対⼈関係コンピテンスへの有能感は⾼まっていたものの、様々なステークホルダー
を巻き込んだ効果的な戦略を⽴てられるという戦略的コンピテンスへの有能感は、それほ
ど⼤きく向上しなかった。これについては、①戦略的コンピテンスに対する参加者の有能感
が最初から⾼かった、②対策について具体的に議論する時間が⼗分でなかった、③対策の効
果的な実⾏⽅法に関する参加者の知⾒が不⾜していたこと等が理由として考えられる。①
については、戦略的コンピテンスへの有能感を尋ねた設問に対して、3〜5 割の参加者が「ワ
ークショップに参加する前からそう思っていた」と回答していることから、①が全体として
有能感の⾼まりがあまり観測されなかった要因のひとつであるといえる。未来ワークショ
ップのような応募制の教育プログラムには、コンピテンスへの有能感がもともと⾼い若者
が集まる傾向があるとも考えられる。②については、未来ワークショップは 1 ⽇で完結す
る必要があったことから、課題への対策について議論する時間が 30 分程度しかなく、多く
のグループでは対策アイデアを出したのみで、その対策の実⾏⽅法にまで議論が及んでい
なかった。よって議論時間が不⾜していたことが、戦略的コンピテンスへの有能感を⾼めな
かった原因のひとつである可能性がある。しかし仮に、対策について議論する時間を⼗分に
確保できていたとしても、議論する若者に効果的な戦略の⽴て⽅や実⾏の⽅法に関する知
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⾒が⼗分になければ（③）、戦略的コンピテンスの有能感は依然として⾼まらないことが予
想される。こうした若者だけでの議論の限界を打破するためには、例えば地域で活動する⼤
⼈と⼀緒に対策を考え、実⾏するといった多世代での協働を経験することが考えられる。な
ぜなら、多世代での協働経験は、未だ戦略的コンピテンスが⼗分でない若者にとって効果的
な対策の考え⽅や具体的な実⾏⽅法を⼤⼈から学ぶ良い学習機会になる可能性があるから
である。戦略的コンピテンスの習得に資する上級段階の環境教育を⾏うためには、議論や活
動に⼗分な時間を確保するとともに、地域や社会といった実践現場での経験を積んだ⼤⼈
が、必要に応じて効果的な戦略をたてるためのヒントを提⽰する、⼀緒に議論するといった
丁寧なサポートが必要であると考えられる。 
 
 
6.4 環境教育の基本的構成要素に基づいた提案の総括 
 最後に、これまで取り組まれてきた環境教育に対し、サステナビリティ・トランジション
に資する環境教育で特に重視する必要がある点を明確にするため、本研究の 2 章から 5 章
で得られた結論と、環境教育の基本的な構成要素である「Education in the environment（環
境の中での学び）」、「Education about the environment（環境についての学び）」、「Education 
for the environment（環境のための学び）」 の概念に基づいて、本研究の提案を総括する。 
6.4.1 環境教育の基本的構成要素〜In, About, For の学び〜 
 「In, About, For」という環境教育の 3 つの構成要素は、1990 年に英国で発刊された環境
教育の⼿引書(curriculum guidance 7:environmental education, National Curriculum Council 
UK 1990)において初めて提⽰された概念である。この概念は現在でも英国での環境教育に
活⽤されているほか、⽇本の環境教育の指導⽤資料（国⽴教育政策研究所 2007）において
も、同様の概念に基づくアプローチが導⼊されている。両国での定義をもとに、3 つの構成
要素の詳細を表 3-1 にまとめる。 
 

表 3-1 環境教育の構成要素の内容 
Education  
IN the environment 

学習者の周辺にある⾝近な⾃然や地域社会の中での体
験活動を通して、環境に対する豊かな感受性を育む学
習。 

Education 
ABOUT the environment 

学習者⾃らが問題を⾒付け、調べる過程を通して、環境
やそれに関わる社会の事象についての知識と理解を深
める学習。 

Education 
FOR the environment 

環境問題の解決に向けた実践的な取り組みを実⾏しよ
うとする態度や⾏動を育む学習。 

National Curriculum Council UK (1990）と国⽴教育政策研究所（2007）を基に筆者作成 
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 表 3-1 に⽰すとおり、「Education IN the environment」は⾝近な環境の中で学ぶことによ
って、環境への基本的な感受性を⾼めることを⽬的とした学習であり、特に未就学児や⼩学
校低学年の発達段階では、⾃然に親しむ体験を取り⼊れることの重要性が指摘されている
（Chawla 1998）。「Education ABOUT the environment」は環境問題やそれに関連する社会
についての知識を習得する学習であり、環境そのものを扱った学習だけでなく、理科や社会
といった既存の教科学習においてもその習得機会が提供されている。近年では、学習者が⾃
⾝の興味、関⼼、疑問に基づいて主体的に情報を収集し、知識を⾝に付ける調べ学習が教育
現場で取り⼊れられている。「Education FOR the environment」は学んだ知識や環境への感
受性に基づき、問題解決に向けて⾃分にはどんな貢献ができるかを考える学習である。学校
教育では総合的な学習の時間で扱われることが多く、⼩学校⾼学年以降、発達段階が進むに
つれてこの学習の重要度が⾼くなる。 
 
6.4.2 本研究の提案の総括 
 環境教育の基本的構成要素に沿った本研究の提案を図 3-1 にまとめたうえで、各構成要
素への提案の詳細を以下に述べる。 
 

 
図 3-1 環境教育の基本的構成要素に沿った本研究の提案 

 
（１）Education IN the environment に対する提案 
 前節で述べたとおり、これまでの⽇本の「IN」の環境教育では、⾃然体験等を通して環境
に対する感受性を育成することに重点が置かれてきた。2.3.1 節でレビューした環境リテラ
シーの定義に基づくと、これは態度、知識、コンピテンスという 3 種の能⼒のうち、態度の
ひとつに該当する。態度にはこの他に、環境問題に対する興味・関⼼、地域の⼀員であると
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いう責任感、積極的に問題を解決しようとする態度、他者と協⼒しようとする態度等の醸成
が含まれており、第 3 章における最新の環境教育プログラムの分析結果を⾒ると、習得機
会は⽐較的多く提供されている（3.4.2 節）。第 4 章および第 5 章での分析結果を踏まえる
と、サステナビリティ・トランジションに資する集団での環境⾏動を促進するためには、⾃
然環境への感受性を⾼めるだけでなく、特に環境問題に対する興味・関⼼、とりわけ積極的
に情報を収集したり、⾝近な⼈と話し合ったりするほどの積極的な興味・関⼼を⾼めること
が重要である（6.2.3 節）。また、集団での環境⾏動に向けた初級段階の環境教育では、地域
での体験活動等を通して、地域への愛着や地域の⼀員であるという責任感を醸成すること
も重要である（6.3.2 節）。 
  
（２）Education ABOUT the environment に対する提案 
 「ABOUT」の環境教育では、教科学習や総合的な学習等を通して、環境に関する知識を
習得することが⽬的である。第 3 章における最新の環境教育プログラムの分析結果を⾒る
と、現在の⽇本の環境教育では環境問題の原因、影響、メカニズムに関する知識の習得機会
は⼗分に提供されているが、環境問題に関わる政治、経済、⽂化についての知識はあまり扱
われていないことが分かる（3.4.2 節）。知識の習得⽅法については、教育分野では指導者が
⼀⽅的に知識を伝達するだけでなく、学習者が主体性を持って興味あるテーマの情報や知
識を⾃ら収集する「調べ学習」が定着しつつあるが、こうした学習においても、実際に地域
で活動している⼈から話を聞く機会を設ける等、環境問題に対する学習者の積極的な興味・
関⼼を⾼めることに注⼒することが重要である（6.2.3 節）。さらに調べ学習は、個⼈や、普
段⼀緒に過ごしている友⼈らと⾏うだけでなく、異なる地域、年齢、⽴場の他者と共に情報
を収集し、議論を重ねる学習機会を提供することによって、サステナビリティ・トランジシ
ョンを促進するうえで重要な対⼈関係コンピテンスの習得にも役⽴つと考えられる（6.2.2
節）。  
 
（３）Education FOR the environment に対する提案 
 「FOR」の環境教育は、それまでに習得した態度、知識、コンピテンスを基に、環境問題
の解決に向けた「⾏動」を促すことが⽬的である。2.2 節でレビューしたとおり、環境⾏動
には個⼈が⽇常⽣活の中で⾏う環境⾏動と、共通善を得るために社会に参画する、あるいは
社会に働きかける公共領域での環境⾏動があるが、第 3 章における最新の環境教育プログ
ラムの分析結果を⾒ると、個⼈で⾏う環境⾏動戦略について学ぶ機会は⼗分にあるものの、
社会変容に関する⾏動戦略や、異なる主体と協働する学習機会は⼗分に提供されていると
は⾔い難い（3.4.2 節）。第 5 章の分析結果では、集団で社会に働きかける環境⾏動意図に
は、そうした集団⾏動が重要であるという認知や、⾃分⾃⾝が関わる⾏動であるという認知
が有意な正の影響を及ぼしていた⼀⽅、個⼈でできる環境⾏動を⾏っていればよいという
認知が集団での環境⾏動意図を引き下げる要因になっていたことを鑑みると、サステナビ
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リティ・トランジションに資する「FOR」の環境教育では、個⼈で⾏う環境⾏動だけでなく、
環境問題の解決に貢献する⾏動の選択肢として他者と協働し社会に参画する集団での環境
⾏動があるということや、そうした⾏動が重要かつ有効であるということを学ぶことが重
要である（6.2.1 節）。特に、集団での環境⾏動に向けた初級段階の環境教育では、集団で⾏
う環境⾏動が他⼈事ではなく、⾃分⾃⾝が関わり得るものであるという責任帰属認知を⾼
めることが重要である（6.3.2 節）。また上級段階の環境教育では、実際に集団での環境⾏動
を試⾏する学習機会を継続的に提供することによって、対⼈関係コンピテンスや戦略的コ
ンピテンスといった、サステナビリティ・トランジション促進のために必要な能⼒を習得す
ることが期待される（6.3.3 節）。 
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第７章 結論 

 
7.1 研究の総括 

本研究では、社会に出る前段階の若者を対象として、サステナビリティ・トランジション
に寄与する集団での環境⾏動を促進する環境教育についての知⾒を得ることを⽬的とした。
そのために、まずサステナビリティ・トランジションに資する⾏動と、その⾏動に必要な能
⼒を特定したうえで、それらの習得という観点から⾒た場合の現在の環境教育の課題を具
体的に抽出した。次に、サステナビリティ・トランジションに求められる能⼒の習得機会を
提供する環境教育プログラムが学習者に及ぼす影響を分析するとともに、集団での環境⾏
動意図に影響する⼼理的要因を分析した。 

第 1 章においては、本研究の背景としてサステナビリティ・トランジションの必要性を
論じたうえで、環境⾏動や環境教育に関する既存研究の整理と本研究の位置づけを提⽰し、
研究の⽬的及び構成を⽰した。 

第 2 章においては、環境⾏動及び環境教育を通して習得が期待される能⼒を幅広くとら
えた代表的な既存⽂献の調査を⾏うとともに、持続可能な社会の実現に向けたこれまでの
取り組みの問題点を明らかにすることによって、サステナビリティ・トランジションを効果
的に促すために重要なフェーズを特定し、そのフェーズに深く関連する環境⾏動と能⼒、す
なわち本研究で対象とする環境⾏動と能⼒を特定することを⽬的とした。 

環境⾏動に関する既存研究をレビューした結果、Stern ら（1999、2000）の定義に基づい
て、環境⾏動を個⼈領域で⾏うものと公共領域で⾏うものとに整理し、さらに公共領域での
環境⾏動を Crick（2000）が提案するシティズンシップの種類別（⾃由主義的理想と共和主
義的理想に基づく 2 種のシティズンシップ）に、個⼈⾏動と集団⾏動とに分類することが
できた。環境教育を通して取得する能⼒に関する既存研究のレビュー結果からは、環境教育
を通して習得する能⼒には、⼤きく分けて態度、知識、コンピテンスの 3 つがあり、環境に
対する態度の醸成と知識の獲得がコンピテンスの習得を⽀える構造にあることが分かった。
また、コンピテンスの詳細は定義の主体によって様々ではあるものの、互いに関連しており、
中でも Wiek ら（2011）による持続可能性キー・コンピテンスが特に幅広くコンピテンスを
捉えていた。 

次に、サステナビリティ・トランジションの 4 つのフェーズ（開発前フェーズ、開始フェ
ーズ、加速フェーズ、安定フェーズ）について、各フェーズでの現象（Rotmans ら 2001）、
求められるトランジション・マネジメントの⼿順（松浦 2017）、関連するプレイヤー（Rogers 
2003）を整理したうえで、前節までにレビューした結果をもとに、各フェーズで求められる
環境⾏動と能⼒を明らかにした。持続可能な社会への変化を⽬指すこれまでの取り組みに
対して、将来ビジョンを実現するための現実的かつ短期的なアクションを実⾏し、スケール
アップする戦略が⼗分ではなかった点が批判されていることを踏まえると、トランジショ
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ンを成功させるためには、4 つのフェーズのうち、特に開始フェーズと加速フェーズが重要
であると考えられた。そこで本研究では、この 2 つのフェーズに関連する環境⾏動として、
集団での意⾒表明、団体や話し合いの場の創出・参加、地域での挑戦的な環境活動への参加
といった、共和主義的理想に基づくシティズンシップにおいて推進される集団での環境⾏
動に着⽬することとした。また、開始と加速フェーズに必要なこれらの⾏動には、戦略的コ
ンピテンスと対⼈関係コンピテンスが求められることから、本研究ではこの 2 つのコンピ
テンスに着⽬することとした。 

第 3 章においては、第 2 章で特定されたサステナビリティ・トランジションを起こすう
えで重要な能⼒の習得機会が、最新の環境教育プログラムにおいて⼗分に提供されている
かに着⽬して、現在⽇本で実践されている環境教育モデルプログラムの特徴を分析し、サス
テナビリティ・トランジションを促進するうえでの課題を明らかにすることを⽬的とした。 
 その結果、現在のモデルプログラムは態度を醸成し、環境問題に関する知識を習得するこ
とに寄与しているほか、グループワークを通して個⼈⾏動の変容戦略を考える学習機会に
なっていることが分かった。しかしながら、複雑な問題構造を多⾯的に理解する、⻑期的な
視野で問題や対策の効果を検討する、既存の規範と照らし合わせて現状や将来像を考える
といった学習機会は⼗分とはいえなかった。またサステナビリティ・トランジションに資す
る集団⾏動を促すうえで重要な戦略的コンピテンスと対⼈関係コンピテンスは、今回分析
した最新の環境教育プログラムでも習得機会が少なく、今後の環境教育において取り⼊れ
るべき学習項⽬であることが分かった。 
 第 4 章においては、サステナビリティ・トランジションに寄与し得る環境教育について
の知⾒を得るために、集団での環境⾏動に向けた初級段階の教育プログラム事例として三
井物産サス学アカデミーを、上級段階の教育プログラム事例として未来ワークショップを
とりあげ、サステナビリティ・トランジションに必要な能⼒の取得が期待できる教育プログ
ラムが学習者に与える影響を分析した。 
 その結果、いずれの事例においても、教育プログラムを通して参加者の環境問題や社会問
題に対する興味関⼼が⾼まっていることが確認され、これらの問題に興味を持つきっかけ
として教育プログラムが機能していることが分かった。 
 サステナビリティ・トランジションを促すうえで重要な対⼈関係コンピテンスについて
は、初級段階である三井物産サス学アカデミーでは、互いの違いを尊重する、他者の意⾒を
基に⾃分の考えを深める、⾃分の意⾒をわかりやすく伝えるといった基本的な対⼈関係コ
ンピテンスの習得に寄与していることが分かった。また両⽅の事例とも、普段とは異なるメ
ンバーや⼤⼈と協働する設計であったため、「⽴場や意⾒の異なる⼈と協働する」ことに対
しては⽐較的⾼い効果が得られていた。 
 サステナビリティ・トランジションを促すうえで重要なもうひとつのコンピテンスであ
る戦略的コンピテンスは、上級段階のプログラムである未来ワークショップに含まれてい
た。調査の結果、実⾏可能性の⾼い効果的な戦略を考えることに対する有能感は約半数の参
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加者が⾼まったと感じていたが、多様なステークホルダーを巻き込んだ戦略を考えること
に対しては 2 割程度の参加者に対して効果が⾒られなかった。これは限られたプログラム
時間の中で、戦略の実⾏⽅法についてグループ内での議論がどれだけ深められていたかに
よるものと考えられた。 
 さらに未来ワークショップでは、地域に参画しようという⾏動意図や、集団で問題に取り
組むことに対する認識の変化についても参加者に尋ねた。その結果、⾏動意図については、
地域の問題について話し合う場への参加や市の問題に対して関係者に意⾒を届ける活動へ
の参加といった、サステナビリティ・トランジションに寄与する環境⾏動のうちサポーター
としての役割を担う⾏動への意図が、40〜68％の参加者において⾼まっていた。また集団
で問題に取り組むことが効果的だという認識は 80％以上、重要である、⾃分達の責任であ
るとの認識は 60％程度の参加者がワークショップ前より⾼まったと回答していた。従って、
未来ワークショップのような他者と協働して地域の問題解決について考える、あるいは⾏
動する環境教育プログラムは、集団で問題に取り組むことに対する有効感や責任感を⾼め、
プログラム後も地域に参画して問題解決に取り組もうとする⾏動意図を⾼めることができ
る可能性を持っていると考えられた。 
 第 5 章においては、4 章の事例研究よりも⼤きなサンプル数を⽤いて統計分析を⾏うこと
によって、他者と協働して地域に参画しようとする集団での環境⾏動意図に影響する⼼理
的要因を明らかにし、サステナビリティ・トランジションに寄与し得る環境教育についての
知⾒を得ることを⽬的とした。具体的には、個⼈での環境⾏動や集団⾏動に関する既存研究
を基に仮説の⾏動モデルを構築したうえで、地域における再⽣可能エネルギーシステムの
導⼊活動への参加⾏動を対象としたウェブアンケート調査を⾏い、⾏動意図の⾼いグルー
プと低いグループを⽐較する多⺟集団同時分析を⾏うことによって、仮説モデルの検証と
修正を⾏った。加えて、アンケート調査で得られたデータを分析した結果、過去に他者協働・
社会参画⾏動を経験したことのあるグループとそのような経験が少ないグループ、及び地
域での集団活動に積極的に参加する⾝近な⼈がいるグループといないグループについて、
集団での環境⾏動意図（再⽣可能エネルギーシステムの地域導⼊活動への参加⾏動意図）に
統計的有意な差が⾒られたことから、これらのグループ間においても多⺟集団同時分析を
実施した。 
 その結果、個⼈での環境⾏動を対象とした既存研究では、環境にやさしいことをしたいと
いう⽬標意図が個別の環境⾏動を実⾏しようとする⾏動意図に有意な影響を及ぼしている
とされていたが（広瀬 1994、野波ら 1997、⼤友 2004）、集団での環境⾏動を対象とした本
研究の分析結果では、いずれのグループにおいても⽬標意図と⾏動意図との間に有意な影
響は確認できず、代わりに環境問題について⾝近な⼈と話し合う、情報を積極的に⼊⼿する
といった、環境問題への積極的な興味関⼼や、集団での環境⾏動に対する認知（重要性認知
及び責任帰属認知）が⾏動意図に有意な影響を及ぼしていた。 
 また、個⼈でできることをしていれば温暖化問題の危機を回避できるという認知は、いず
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れのグループにおいても集団での環境⾏動に対する重要性認知や責任帰属認知に有意な負
の影響を及ぼしており、集団環境⾏動の⾏動意図を引き下げる要因となっていた。 
 個々のグループ間⽐較の結果に着⽬すると、⾏動意図の⾼いグループと低いグループの
⽐較では、⾏動意図に影響を及ぼす要因が両グループで異なっており、⾏動意図の⾼いグル
ープでは「集団環境⾏動への重要性認知」が最も⾏動意図に強い影響を与えていたのに対し、
低いグループでは「社会規範評価」や「地域愛着」が⾏動意図に影響していた。このことか
ら、周囲が期待している、みんながやっているという社会規範評価を⾼める環境教育、ある
いは地域への愛着感を⾼めるような環境教育は、集団環境⾏動の⾏動意図が低い若者には
効果があるものの、既に⾼い⾏動意図を持った若者にはあまり効果的でなく、彼らには集団
での環境⾏動が重要だという認知を⾼める環境教育のほうが有効であることが⽰唆された。 
 他者協働・社会参画⾏動の経験が豊富なグループと少ないグループの⽐較では、経験が豊
富なグループでのみ「協働コンピテンスへの有能感」が集団環境⾏動への⾏動意図に有意に
影響しており、他者協働・社会参画⾏動の実践経験を積み重ねることが、他者と協⼒して戦
略的に問題に取り組むことができるという気持ちを⾼め、結果として集団環境⾏動の⾏動
意図も強める可能性が⽰唆された。 
 地域での集団活動に積極的に参加する⾝近な⼈がいるグループといないグループの⽐較
では、いるグループの「協働コンピテンスへの有能感」や「実⾏可能性評価（知識ある・簡
単）」の平均値が⽐較的⾼く、かつ「協働コンピテンスへの有能感」が「実⾏可能性評価（知
識ある・簡単）」に強い影響を及ぼしていた。この結果より、積極的に地域での集団活動に
参加する⼈が⾝近にいる若者は、⾝近な⼈と⼀緒に活動に参加する、あるいは本⼈は参加し
なくとも⾝近な⼈を通して活動を疑似体験することによって、⾃分にもできそうだという
有能感が⾼められていると推察され、集団での環境⾏動には⾏為者の⾝近な⼈の影響が少
なくないことが明らかとなった。 
 第 6 章においては、第 4 章で実施した教育プログラム事例の分析結果と、5 章で実施した
集団での環境⾏動意図に影響する⼼理的な要因の分析結果から、サステナビリティ・トラン
ジションに寄与する環境教育への提案について考察した。さらにこれまで取り組まれてき
た環境教育に対し、サステナビリティ・トランジションに資する環境教育で特に重視すべき
点を明確にするため、環境教育の基本的な構成要素である「Education IN the environment, 
Education ABOUT the environment, Education FOR the environment」に基づいて、本研究
の提案事項を総括した。。 
 全ての学習段階に共通する１つ⽬の提案としては、集団での環境⾏動に対する認知を⾼
める環境教育を充実させることを挙げた。これは、第 5 章で実施した多⺟集団同時分析の
結果より、環境問題に対処する⽅法として個⼈での⾏動を強調しすぎると、かえって集団で
の環境⾏動を抑制してしまう可能性が⽰唆されたためである。サステナビリティ・トランジ
ションを促すためには、個⼈による環境⾏動について学ぶ環境教育だけでなく、集団での環
境⾏動の具体的な⽅法を知り、そうした⾏動の重要性や有効性を学ぶとともに、⾃分達が関
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わるものとして認知してもらうような環境教育を増やしていくことが重要であると考えら
れた。集団での環境⾏動に対する認知を⾼める⽅法としては、三井物産サス学アカデミーで
実施されていたように、様々な集団での環境⾏動事例について学ぶ⽅法や、未来ワークショ
ップのように地域の具体的な問題について他者と⼀緒に考える、あるいは集団で⾏政機関
に政策提案を⾏う⽅法等が考えられた。 
 全ての学習段階に共通する２つ⽬の提案は、集団での環境⾏動経験を通した協働コンピ
テンスの習得機会を充実させることである。これは、第 5 章の分析結果より、地域等で実践
される活動に学習者が直接関わる経験、あるいはそうした活動を⾝近で⾒聞きする経験を
積み重ねることが、他者と協働して問題解決に取り組むコンピテンスへの有能感を⾼め、サ
ステナビリティ・トランジションに資する集団での環境⾏動を促進し得ることが⽰唆され
たためである。 
 協働コンピテンスには対⼈関係コンピテンスと戦略的コンピテンスが含まれるが、この
うち対⼈関係コンピテンスについては、第 4 章で分析した三井物産サス学アカデミー及び
未来ワークショップのいずれにおいても、普段とは異なるメンバーと議論やグループワー
クを⾏うことによって、その有能感が⾼まっていた。従って、対⼈関係コンピテンスへの有
能感を⾼めるためには、例えば企業や NPO 等が提供するノンフォーマル教育の機会を活⽤
して、異なる地域、年齢、⽴場の他者と共に議論したり、実際の活動に参加したりする経験
が役⽴つと考えられた。 
 また戦略的コンピテンスを習得する⽅法としては、学校や地域等での実践的な活動に参
加し、問題解決に向けた様々な対策を実際に試してみることや、未来ワークショップのよう
に地域の課題や特徴を多様な視点から学び、課題解決に向けた具体的な対策を検討してみ
ることが考えられた。しかしながら、未来ワークショップでは、多くのグループで若者だけ
では課題への対策について具体的な議論できなかったことから、戦略的コンピテンスの習
得に資する環境教育を⾏うためには、必要に応じて⼤⼈が⼀緒に議論する多世代での協働
経験が効果的かもしれない。 
 全ての学習段階に共通する 3 つ⽬の提案は、社会・環境問題への強い関⼼を引き起こす
環境教育を充実させることである。これは、第 5 章の分析において、環境問題に関する情報
を収集したり、⾝近な⼈と話し合ったりする環境教育への積極的な興味・関⼼が、集団での
環境⾏動意図に強い影響を及ぼしていたためである。 

三井物産サス学アカデミーや未来ワークショップで挙げられていた興味・関⼼が⾼まっ
た理由を基に、環境問題への積極的な興味・関⼼を⾼める⽅法を考察すると、学習者の興味・
関⼼を⾼める⽅法としては、学習者が興味を持って取り組めるテーマの設定、現場で活躍す
る⼈からの話題提供、問題を理解するための学習ツールの活⽤の 3 点が考えられた。 
 初級段階における環境教育に対しては、第 5 章の分析結果より、集団での環境⾏動意図
が未だ低い初級段階のグループにおいて、地域への愛着や社会規範評価が⾏動意図に有意
な影響を及ぼしていたことから、これらの⼼理的な要因を⾼める環境教育が効果的である
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と考えられた。ただし、本研究で対象とした再⽣可能エネルギーの地域導⼊活動のように、
サステナビリティ・トランジションに寄与する挑戦的な地域活動は、社会に広く普及する前
段階の活動であるため、社会規範評価は⾝近な⼈からの期待よりも、社会からの期待を強く
意識する必要があると考えられる。従って初級段階では、こうした活動が社会的に求められ
ているという認知を⾼め、⾃分⾃⾝が関わるものとして捉えてもらうことが重要である。ま
た初級段階では、サステナビリティ・トランジションに必要な能⼒の基礎を習得するため、
学習者の発達段階に応じたプログラム内容と評価指標を提供し、これらの能⼒を段階的に
習得できる環境教育を充実させる必要がある。 
 上級段階における環境教育では、地域での実践的な活動に参加することが効果的である
と考えられたが、第 5 章の分析結果より、こうした活動への参加を通して単に地域への愛
着や社会規範評価を⾼めるだけでなく、集団での環境⾏動が重要である、あるいは⾃分達が
関わるものであるという認知を⾼めることに重点を置く必要があると考えられた。また、上
級段階ではサステナビリティ・トランジションに必要な能⼒を習得することが期待される
が、1 回の教育プログラムに参加しただけではコンピテンスの習得は難しいことから、学習
者が様々な集団での環境⾏動を経験し、能⼒習得に向けて繰り返し学ぶことができる場を
提供することが重要である。 
 最後に上述の提案事項を環境教育の基本的な構成要素である「Education IN the 
environment, Education ABOUT the environment, Education FOR the environment」に基
づいて本研究の提案事項を総括する。「IN」と「ABOUT」の環境教育においては、これま
で以上に環境問題への強い興味関⼼を引き起こすことや、異なる主体と協働する学習機会
をできるだけ多く提供することが重要だと考えられる。また「FOR」の環境教育において
は、環境問題の解決に貢献する⾏動として他者と協働し社会に働きかける集団での環境⾏
動を認識し、それらの⾏動が重要、有効であり、⾃分⾃⾝が関わるものであるという認知を
⾼めることが重要である。また、集団での環境⾏動を試⾏できる機会を多く提供することに
よって、対⼈関係コンピテンスや戦略的コンピテンスといった、サステナビリティ・トラン
ジションを促すうえで重要な能⼒の習得機会を増やすことが重要である。 
 
 
7.2 今後の課題と展望 
 本節では、今後の課題と展望を集団での環境⾏動に影響を及ぼす⼼理的要因の解明につ
いて、本研究成果の環境教育現場への実装について、サステナビリティ・トランジションの
促進についての 3 点に⼤別して述べる。 
7.2.1 集団での環境⾏動に影響を及ぼす⼼理的要因の解明に係る課題と展望 

第 5 章では、集団での環境⾏動意図とそれに関わり得る⼼理的要因について⾼校⽣およ
び⼤学⽣を対象としたアンケート調査を⾏い、その結果を⽤いた共分散構造分析を⾏った。
その分析により、若者の集団での環境⾏動に影響を及ぼす⼼理的要因について基本的な知
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⾒を得ることができたが、⼀⽅で、今回の共分散構造分析によって明らかにできることには
限界があった。 

第⼀に、初めに仮説モデルを構築し、その後共分散構造分析を⾏うことよってそのモデル
の検証と修正を⾏うという⼿順で分析を進めることから、最初の仮説モデルに含まれてい
ない潜在変数や変数間のパスは、検証することができていないという点である。本研究では、
第 4 章の事例研究から得られた知⾒や、集団⾏動に関する既存研究を基に、考えられる潜
在変数やパスを幅広く仮説モデルに取り⼊れたが、それでも集団での環境⾏動に影響を及
ぼす要因や要因間の因果関係の全てを網羅したと⾔い切ることは難しい。さらなる分析を
⾏うことや、今後得られる新たな知⾒をふまえて要因を追加して分析をすることが求めら
れる。 

第⼆に、⾏動意図と⼼理的要因の間で相互作⽤的に起きる因果関係については検証でき
ていないという点である。本研究は集団での環境⾏動に関わる⼼理的要因の解明に向けた
初期段階の研究であったことから、各⼼理的要因が⾏動意図に及ぼす影響に主眼を置いて
分析を⾏ったが、個⼈の内⾯で起きる変化に着⽬すると、⼼理的要因と⾏動意図との関係は
必ずしも⼼理的要因から⾏動意図への⼀⽅通⾏の因果関係ではなく、⾏動意図が⾼まるこ
とでさらに⼼理的要因も⾼まるという、強化のフィードバックループが働くと考えられる。
こうした個⼈の内⾯で起きるフィードバックループのある変化を理解するためには、被験
者を時系列に追跡して分析するような研究アプローチを採⽤することが望ましいだろう。
今後の研究が望まれる。 

第三に、本研究とは異なる⾏動や年齢層を対象とした場合は、今回とは異なる要因が⾏動
意図に影響を及ぼす可能性があるという点である。本研究では、地域での再⽣可能エネルギ
ーシステムの導⼊活動への参加意図を分析対象⾏動とし、アンケートの対象者を⾼校⽣お
よび⼤学⽣と設定していた。対象とする⾏動については、エネルギー分野以外の環境分野に
おける⾏動や、サステナビリティ・トランジションへの関与がより強い⾏動を対象とするこ
とが考えられるが、アンケート回答者が理解し、具体的にイメージできる⾏動でなければ、
⾏動意図や関係する⼼理要因を測定することは難しい。したがって、分析対象とする集団で
の環境⾏動を検討する際には、当該環境分野や⾏動の認知度に⼗分に留意する必要がある。
対象とする年齢層については、対象の年齢が⾼くなるにつれて、特に社会における⾃⼰影響
の有効感や、協働コンピテンスへの有能感等が変化することが予想される。本研究とは異な
る⾏動及び年齢層における、集団での環境⾏動意図に対する影響要因の把握は、今後の課題
として残されている。 
 
7.2.2 本研究成果の環境教育現場への実装に係る課題と展望 

第 6 章では、第 4 章で取りあげた 2 つの先進的な環境教育プログラム事例で得られた知
⾒を基に、サステナビリティ・トランジションに寄与する能⼒の習得⽅法や学習における留
意点について考察した。この 2 事例の分析からは、サステナビリティ・トランジションに寄
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与する環境教育について多くの知⾒を得ることができたが、⼀⽅で能⼒習得の⽅法は多様
で本研究ではカバーできていない習得⽅法が存在することから、より多くの先進的な環境
教育プログラムの知⾒を積み重ね、効果的な能⼒習得の⽅法論を構築することが重要であ
る。 

また、本研究では若者を対象とした環境教育に主眼を置いたが、社会⼈としての経験を蓄
積した⼤⼈もサステナビリティ・トランジションに関わる重要な主体である。⼤⼈は未成年
の若者に⽐べて、政治的権利の⾏使や地域コミュニティ活動の主導等、トランジションに直
接関わる機会をより多く持っていることから、⼤⼈たちによる集団での環境⾏動を促進す
ることはサステナビリティ・トランジションへの寄与度が⼤きいと考えられる。しかしなが
ら、フォーマル教育のシステム内にいる若者と⽐べて、⼤⼈にはまとまった学習機会を提供
することが難しい。そのため、サステナビリティ・トランジションに資する⼤⼈への環境教
育については、社会教育施設や地域教育拠点等を活⽤したノンフォーマル教育の場を上⼿
く活⽤する必要がある。さらに、サステナビリティ・トランジションには、従来のシステム
や価値観に囚われない、将来ビジョンの実現に向けた新たな発想や考え⽅が求められる局
⾯が多いが、⼤⼈は基本的な⼈格、価値観、能⼒等の形成が既に成熟段階に達していること
から、若者と同様のアプローチでは教育的効果が⾒込めない可能性も考えられる。⼤⼈を対
象とした、サステナビリティ・トランジションに資する環境教育の研究と実践は、今後の課
題である。 

さらに、本研究で提案した事項を環境教育現場に実装できた場合、そうした教育によって
集団での環境⾏動に必要な能⼒がどの程度習得でき、実際の集団⾏動がどの程度実⾏され
たのか、またサステナビリティ・トランジションがどの程度促進されたのかを評価する⼿法
は確⽴できていない。教育の効果については、その⽬的や対象に応じて、定量的および定性
的な評価や、⾃⼰および他者による評価等、様々な⼿法が開発されている（梶⽥ 2010）。こ
うした評価に係る既存研究を基礎として、サステナビリティ・トランジションに資する環境
教育の評価⼿法を開発することも今後の課題といえる。 
 
7.2.3 サステナビリティ・トランジションの促進に向けた課題と展望 
 本研究では、⼈々の能⼒習得と環境⾏動を促進する⼿段として環境教育をとらえ、サステ
ナビリティ・トランジションという社会システムの根本的な変⾰に対して、環境教育が貢献
するための提案を⾏った。本研究を通して、サステナビリティ・トランジションに深く関わ
る環境⾏動と能⼒を特定するとともに、それらの⾏動促進および能⼒習得に資する環境教
育の基本的な要点を明らかにすることができたと考える。本研究で得られた知⾒を基に、今
後サステナビリティ・トランジションに資する環境教育を充実させることができれば、公共
領域における集団での環境⾏動を実⾏できる⼈材、すなわち、トランジションの開始および
加速フェーズに参画する能⼒と⾏動意図を持った⼈材を増やすことができ、よりトランジ
ションを効果的に促すことに貢献できると考えられる。 
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しかしながら、実際に⼈々が集団での環境⾏動を⾏うか、⾏わないかを判断する際には、
⾏動意図や⾏動に必要な能⼒といった個⼈の内的要因だけでなく、⾏動の機会が提供され
ているか、⾏動が社会的に受容されているかといった外的な要因も深く関わると考えられ
る。Nussbaum（2000）は、⼈間が望ましい状態や機能を達成するためには、達成に必要な
個⼈の能⼒、すなわち内的ケイパビリティ（Internal Capabilities）を持つだけでなく、その
能⼒を発揮するための適切な外的条件である結合的ケイパビリティ（Combined Capabilities）
が必要であることを指摘している。つまり、サステナビリティ・トランジションを実現する
ためには、個⼈の能⼒向上や⾏動変容を⽬指す環境教育を通したアプローチだけでなく、
個々の⼈を取り巻く⽂化的、社会的、政策的、経済的な変容を⽬指すアプローチも同時に⾏
い、個⼈が習得した能⼒を発揮し、⾏動を実践できる環境を整えていくことも重要である。
今後はサステナビリティ・トランジションに資する環境教育以外の研究や実践にも⽬を向
け、それらと連携した包括的な取り組みに向けた研究も重要性が増してくると考えられる。 
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る機会をいただきました。実際に⼦供達を前にした教育現場は想像以上に刺激と緊張感に
満ちたものであり、たくさんの研究的⽰唆をいただきました。御礼申し上げます。 
 京エコロジーセンターの⾼⽉紘館⻑には、修⼠課程でお世話になっただけでなく、私が最
初に環境教育に興味を持つきっかけをいただきました。緊張する学会発表のときでも、会場
の奥でニコニコと座っている先⽣を⾒るたびに励まされる思いでした。感謝申し上げます。 
 国⽴環境研究所の⼤迫政浩センター⻑には、最初に本格的に環境教育について研究する
チャンスをいただきました。2013〜2014 年に実施した所内の若⼿研究からは、この博⼠論
⽂の基となる多くの着想と、環境教育研究に対する基本的な知⾒を得ました。また、思うよ
うに研究が進まず落ち込むたびに、励ましと助⾔をいただきました。ありがとうございまし
た。 
 私の家族と両家の両親には、研究を進めるうえで不可⽋である多くのサポートと理解を
いただきました。幼い⼦供の育児、仕事、学業の 3 つを両⽴することができたのは、ひとえ
に両家からの⼿厚い⽀援のおかげです。ありがとうございました。またパートナーである夫
からは、家庭を⽀えてもらうだけでなく、夜中に統計の基本的理論を教えてもらったり、議
論に付き合ってもらったりと、研究に対しても多くのサポート受けました。ありがとう。 
 最後に、愛する⼦供達へ。研究と仕事でどんなに疲れても、落ち込んでも、君たちと⼀緒
にご飯を⾷べ、⼤声で笑うことができれば、全て何とかなりました。ママに巨⼤なパワーを
毎⽇与えてくれて、本当にありがとう。 
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付録 

 

付録１：環境省 ESD 環境教育モデルプログラムの特徴分析の結果（39プログラム） 

付録２：三井物産サス学アカデミーにおける参加者への事後アンケート票（1 日目～5

日目の振り返りシート） 

付録３：三井物産サス学アカデミーにおける保護者への事後アンケート票 

付録４：八千代市未来ワークショップにおける参加者への事後アンケート票 

付録５：館山市未来ワークショップにおける参加者への事後アンケート票 

付録６：ウェブアンケートの調査項目 











付録２：三井物産サス学アカデミーにおける参加者への事後アンケート票（1 日目～5 日目の振り返りシート） 

 

「サス学アカデミー」ふり返りシート（第１日） 

 

学年    氏名                     

 

１．今日のお話を聞いてみて、「サス学」で 大切
たいせつ

なコトはなんだと思いましたか。 

  （正解
せいかい

はないので 印象
いんしょう

にのこったこと、思ったことを自由に 書
か

いてみよう。） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

2．今日は「未来のロボットを考える」というひとつの 問題
もんだい

にたいして、羅針盤
ら し ん ば ん

を使って

エネルギー、高齢化
こ う れ い か

、環境
かんきょう

、科学
か が く

など、いろいろな 視点
し て ん

から考えてみました。あなた

はこれまで、テレビや 新聞
しんぶん

でニュースをみたり、何かの 問題
もんだい

について考えたりするとき

に、いろいろな 視点
し て ん

から考えてみたことはありましたか。 

 

   □だいたいいつもそうしている 

   □ときどき、そうしている 

   □あまりしたことがなかった 

   □まったくしたことがなかった 

  

  

（うらにつづく） 



３．自分のグループ内での話し合いや、ほかのグループの発表をきいて、「なるほど」や「お

もしろいな」と思えることがありましたか。 

 

 □はい  

 □いいえ 

 

「はい」と答えた人は、どういうところを「なるほど」、「おもしろいな」と思いましたか。

具体的
ぐ た い て き

に書いてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．そのほか、印象
いんしょう

に残ったこと・感想
かんそう

を書きましょう。 

 

  



「サス学アカデミー」ふり返りシート（第２日） 

 

学年    氏名                     

 

１．自分のグループ内での話し合いや、ほかのグループの発表をきいて、「なるほど」や「お

もしろいな」と思えることがありましたか。 

 

 □はい  

 □いいえ 

 

「はい」と答えた人は、どういうところを「なるほど」、「おもしろいな」と思いましたか。

具体的
ぐ た い て き

に書いてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．昨日と今日で、未来につながる 活動
かつどう

をしている人の話を聞いたり、グループで未来に

ついて話し合ったりしました。みなさんには、サス学アカデミーに 応募
お う ぼ

するときに、「こ

んな未来にくらしたい」という作文を考えてもらいましたが、そのときとくらべて、自分

の考えで広がったところや、深まったところはありますか？ 

 

    □ある  

 □ない 

□わからない 

 

「ある」と答えた人は、どんなところが広がった、深まったと思いましたか。 

 

 

 

 

 

（うらにつづく） 



３．今日は、未来で起きそうな困ったことを学び、それが起きる前にどうやって 解決
かいけつ

す

るかを考えました。未来で起きそうな問題にたいして、問題が起きてから解決方法を考

えるのではなく、その問題が起こらないようにする方法を前もって考えることは大切だ

と思いましたか？あなたの考えに１番近いものを１つだけ選んで、○をつけてください。 

□ 今日の学びをとおして、前よりそう思うようになった 

   □ 今日の学びをする前から、そう思っていた（あまり変わりがない） 

   □ 今日の学びをしたけれど、あまり、あるいはまったくそう思わない 

 

 

４．そのほか、印象
いんしょう

に残ったこと・感想
かんそう

を書きましょう。 

 

  



「サス学アカデミー」ふり返りシート（第３日） 

 

学年    氏名                     

 

１．サス学アカデミーの 1 日目と 2 日目では、羅針盤
ら し ん ば ん

を使って、1 つの問題をほかのいろ

いろな 分野
ぶ ん や

とつなげて考えてみました。サス学アカデミーの２日目から今日までのお休

みの間、お家でテレビのニュースをみたり、新聞を読んだり、友達やおうちの人と話をし

たりするときに、これまでよりもいろいろな 視点
し て ん

から 物事
ものごと

を考えたことはありました

か？ 

 

□ 何回かあった 

□ １回はあった 

□ １回もなかった 

□ わからない 

 

 

２．今日、グループで「未来のまち」を考えたとき、本当にそんな街が 実現
じつげん

できそうか、

その 理由
り ゆ う

や 根拠
こんきょ

を考えてみましたか？ 

   

   □ はい 

   □ いいえ 

 

「はい」と答えた人は、どんなことから皆さんのグループで考えた街が 実現
じつげん

できそうだと

思いましたか？ 具体的
ぐ た い て き

に書いてください。 

 

 

 

 

 

 

 

３．そのほか、印象
いんしょう

に残ったこと・感想
かんそう

を書きましょう。 

 

  



「サス学アカデミー」ふり返りシート（第４日） 

 

学年    氏名                     

 

１．未来のことをもっと考えてみたいですか？ あてはまると思うもの１つだけに○をつけ

てください。 

□ もっと考えてみたい 

□ どちらかといえば考えてみたい 

□ どちらかといえば考えてみたくない 

□ 考えたくはない 

 

 

２．未来をつくっていくことについて、大人だけにまかせるのでなく、自分たちも関わって

いくことが大切だと思いましたか？あなたの考えに 1 番近いものをひとつだけ選んで○

をつけてください。 

□ サス学アカデミーに参加したことで、前よりそう思うようになった 

   □ サス学アカデミーに参加する前から、そう思っていた（あまり変わりがない） 

   □ サス学アカデミーに参加したけれど、あまり、あるいはまったくそう思わない 

 

 

３．新聞、テレビ、インターネット等を使って、社会のニュースや、社会で問題になってい

ることについて、積極的に見たり聞いたりしていきたいと思いますか？ 

□ とてもそう思う 

□ どちらかといえばそう思う 

□ どちらかといえばそう思わない 

□ 全く思わない 

 

 

４．社会で起きている問題や事件などについて、家族や友人といった身近な人と話し合って

いきたいと思いますか？ 

□ とてもそう思う 

□ どちらかといえばそう思う 

□ どちらかといえばそう思わない 

□ 全く思わない 

 

 

  



５．グループでの話し合いとしているとき、仲間の意見をきいて「なるほど」や「おもしろ

いな」と思うことはありましたか？ 

 □はい  

 □いいえ 

 

「はい」と答えた人は、どういうところを「なるほど」、「おもしろいな」と思いましたか。

具体的に書いてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．今日のグループでの話し合いをとおして、自分の考えで広がったところや、深まったと

ころはあると思いますか？  

 

□はい  

 □いいえ 

□わからない 

 

「はい」と答えた人は、どんなところが良くなったと思いましたか。 

 

 

 

 

 

 

■そのほか、印象
いんしょう

に残ったこと・感想
かんそう

があれば書きましょう。 

 

  



「サス学アカデミー」ふり返りシート（第５日） 

 

学年    氏名                     

 

１．今日のグループでの発表は、うまくいきましたか。それぞれの項目について，１～５の

うち，あてはまる数字を１つだけえらんで○をつけてください。 

 
上手
う ま

く 

できた 

まあまあ 

上手
う ま

く 

できた 

どちらともいえ

ない 

あまり 

上手
う ま

く 

できなかった 

上手
う ま

く 

できなかった 

① 事前
じ ぜ ん

にしっかりと

準備
じゅんび

をする 
１ ２ ３ ４ ５ 

② みんなに聞こえる声

で話す 
１ ２ ３ ４ ５ 

③ ちょうどよい 

スピードで話す 
１ ２ ３ ４ ５ 

④ みんなのほうを見て

発表する 
１ ２ ３ ４ ５ 

⑤ 発表する 資料
しりょう

や

方法
ほうほう

を工夫する 
１ ２ ３ ４ ５ 

⑥ みんなに分かっても

らえるよう、順序立
じゅんじょだ

てて発表する 

１ ２ ３ ４ ５ 

⑦ 決
き

められた時間内に自

分の発表を 終
お

える 
１ ２ ３ ４ ５ 

⑧ みんなからの 質問
しつもん

に

上手
う ま

く答える 
１ ２ ３ ４ ５ 

 

２．今日までのグループでの話し合いはたのしかったですか？あてはまると思うものを 

 １つだけえらんで○をつけてください。また、下の□の中にその理由も書いてください。 

 □たのしかった 

 □まあまあたのしかった 

 □あまりたのしくなかった 

 □たのしくなかった 

※理由（できるだけたくさん書いてください） 

 

 

 

 



３．今回、皆さんが参加した「サス学アカデミー」では、学校とはちがう 仲間
な か ま

で話し合い

をしてもらいました。あなたの感想としてあてはまるものすべてに○を付けてください。 

   □積極的
せっきょくてき

に話し合いに参加できた 

   □いつもとはちがうメンバーで話し合いができておもしろかった 

   □学校での話し合いとさほどかわらなかった 

   □いつもとは違うメンバーなので、話し合いに参加しにくかった 

   □最初
さいしょ

は 緊張
きんちょう

したけど、最後
さ い ご

には楽しく話し合いに参加できた 

   □最後まであまり話し合いに参加できなかった 

   □その他（下の四角内に 自由
じ ゆ う

に書いてください） 

 

 

 

 

４．みなさんが未来に住む都市について５日間いろいろと考えたことを、ほかの人に分かり

やすく伝えるため、映像や音声を使いました。その結果について、どう思いますか？ 

 

 ■見た目・印象     ■自分たちが伝えたかったこと 

   □とてもよくなった   □とても伝わるようになった  

   □まあまあよくなった   □まあまあ伝わるようになった 

   □あまりよくならなかった  □あまり伝わらなくなった 

   □まったくよくならなかった  □まったく伝わらなくなった 

  

５．今回のサス学アカデミーでは大人の人たち（三井物産の人、ファシリテーター、映像の

専門家
せ ん も ん か

のみなさん）と 一緒
いっしょ

に話し合いをしたり、作業をしたりしました。あてはまるも

のすべてに○をつけてください。 

   □大人に意見が言いにくかった 

   □大人と作業したことで、よりいい意見がだせた 

□大人の意見や進め方に頼りすぎた 

□大人の意見が聞けたので、自分の考えが深まった 

   □もっと子供だけで決めたかった    

   □大人と 一緒
いっしょ

だったことで、グループでの話し合いや作業が効果的に進んだ 

   □その他（下の枠内に書いてください） 

 

 

 



６．あなたのグループは、それぞれのメンバーの良いところや得意なことをいかして、うま

くやくわりを分担できたと思いますか？ 

□ とてもそう思う 

□ どちらかといえばそう思う 

□ どちらかといえばそう思わない 

□ 全く思わない 

 

■そのほか、印象
いんしょう

に残ったこと・感想
かんそう

があれば書きましょう。 

 

 

 



付録３：三井物産サス学アカデミーにおける保護者への事後アンケート票 

 

■事後アンケート（保護者様用）  保護者様氏名                  
 
 今後の参考とさせていただくため、Q１～Q８までの質問にご回答ください。 
 
Q１．「サス学」アカデミー2016 の開催をどの様に知りましたか： 

□三井物産ホームページ  □朝日小学生新聞広告  □朝日新聞広告   □朝日デジタルメルマガ 

□「サス学」ホームページ □「サス学」アカデミーmagazine(メルマガ)  □エコチル東京版 

□日本科学未来館の案内  □インターネット検索（検索ワード：                ） 

□その他（具体的に：                                   ） 

 
Q２．プログラムの運営面についてご意見・ご感想がありましたらお聞かせください。 

日程・時間  

*開催時期と日数、土日と平日のバランス、開始・終了時刻、見学時間などにつきご意見・改善をご希望される点 

応募条件 

*作文課題、対象年齢、応募方法等でお気付きの点 

スタッフ 
の対応 

*運営スタッフの対応は適切でしたか。ご意見・ご要望等ご自由にご記入ください。 

その他 

*上記に書ききれなかったことなど、ご自由にお聞かせください。 

 
 

 



Q３．サス学アカデミーを受講されて、お子様にどのような変化がありましたか。以下の項目（左列）そ

れぞれについて、もっともあてはまると思われる変化を１つだけ選んでください。 
 

 
行動に変化が 

あった 

行動に変化はな

いが、変わるきっ

かけにはなって

いそうである 

外面的にも内面

的にも変化はな

い 

わからない 

主体的に行動すること ４ ３ ２ １ 

社会に関心をもつこと（ニ

ュースや新聞をみる等） 
４ ３ ２ １ 

自分や社会の未来に関心を

もつこと 
４ ３ ２ １ 

自分とは異なる意見に耳を

傾けること 
４ ３ ２ １ 

自分の意見を伝えようとす

ること 
４ ３ ２ １ 

自分で考えたり調べたりし

てみること 
４ ３ ２ １ 

物事のつながりを考えるこ

と 
４ ３ ２ １ 

複数の異なる視点から物事

を考えること 
４ ３ ２ １ 

 
上記のうち、「行動に変化があった」、「行動に変化はないが、変わるきっかけにはなっていそうである」

と回答した項目について、その理由をお聞かせください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Q４．今回のサス学アカデミーでは、プロの映像クリエイターの方々の協力を得て、子供たちが５日間か

けて考えたことを映像や音声を使って表現しました。プログラム最中やプログラム後に、テレビの番組・

ＣＭ、映画等についてお子様にどんな発言や態度の変化やその兆しが見られましたか？当てはまるもの

すべてを選んでください。 

  □どんな作り方をしているのかを考える、興味を持つ 

  □サス学で学んだ映像・音の作り方を思い出す 

  □作り手の伝えようとしていること、ねらいなどについて考える、興味を持つ 

  □作っている人、作るのに要した時間、お金、苦労等について考える、興味をもつ 

  □特に何の変化も見られない 

  □その他 

 

 

 

 
 
 
Q５．今回のサス学アカデミーのように、学校以外の場で学ぶ機会（例：博物館や企業等が提供する特別

プログラム）が増えてきています。このような学校以外での教育機会に対して、どのようなことを期待

しますか？ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Q６．今回のサス学アカデミーのプログラム内容は期待に沿うものでしたか。良かった点・改善してほし

い点をお聞かせ下さい。 

 

 
 
 
 
 
 



Q７．今後、もし中学生を対象としたサス学アカデミーが開催されることになった場合、お子様が中学生

になったら参加させたいと思いますか？ 
   □はい 
   □いいえ 
   □わからない 

 
 
Q８．「サス学」アカデミーのプログラムへのご意見・ご感想がありましたらお聞かせください。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

以上、ご協力、誠にありがとうございました。 

三井物産「サス学」アカデミー事務局（ネクスファ内） 



1 
 

付録４：八千代市未来ワークショップにおける参加者への事後アンケート票 

 

八千代市未来ワークショップ 参加者アンケート 

 

所属（○をつけてください）： 中学 ・ 高校 ・ 大学 ・ その他 

学年：      年・歳 

※中学生、高校生、大学生の方は学年を、その他の方は年齢をご記入ください。 

               

A．あなたはこれまでに１～８のような経験をしたことがありますか？経験したことのある活動すべて

に○をつけてください。 

 

1. 学校や地域等でのボランティア活動に参加する（例：清掃活動、募金活動、地域行事の手伝

い、災害の被災地への応援など） 

2. 学校で起きている問題について、学生同士で話し合う活動に参加する（例：生徒会など） 

3. 学校で起きている問題について、学生以外の関係者（教師、保護者など）と話し合ったり、

関係者に自分たちの意見を届けたりする活動に参加する 

4. 地域や社会で起きている問題について、関係者（同じ問題意識を持つ人、地域住民、自治体、

企業など）と話し合う場に参加する（例：ワークショップなど） 

5. 地域や社会で起きている問題について、関係者（地域住民、自治体、国、企業）に自分たち

の意見を届ける活動に参加する（例：パブリックコメントの提出、意見書・質問書・署名の

提出など。SNS を使った活動でもよい。） 

6. 地域や社会で起きている問題について、手に入れた情報や自分の意見を発信する（SNS を

使った活動でもよい） 

7. 地域や社会で起きている問題について考えるグループを作ったり、そのグループのリーダー

を務めたりする 

8. 地域や社会で起きている問題について、関係者（同じ問題意識を持つ人、地域住民、自治体、

企業など）が話し合う場をつくり、参加を呼びかける 

 

B．以下の質問について、１～６のうち、あなたの考えに最も近いものを１つだけ選んで○をつけてく

ださい。 

Q１．八千代市の現在もしくは将来に、どんなことが問題になっているのか興味がある。 

 
 

Q２．テレビ、新聞、インターネットなどを使って、社会のニュースや、社会で問題になっていること

について、積極的に見たり聞いたりしている。 

 

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
興味がある

興味がある やや
興味がある

あまり
興味がない

興味が
ない

まったく
興味がない

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
そうしている

そう
している

やや
そうしている

あまり
そうしていない

そうして
いない

まったく
そうしていない
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Q３．社会で起きている問題や事件などについて、家族や友人といった身近な人と話し合うことがある。 

 

 

C．今回のワークショップに参加した理由として、当てはまるものすべてに○をつけてください。 

  □八千代市の現状や未来について知りたかった、もしくは考えたかったから。 

□ワークショップで扱う八千代市のテーマ（八千代市の農業、多文化共生、歴史、村上団地等）に

興味があったから。 

  □「未来シミュレーター」や「つながり調査」に興味があったから。 

  □市長に提言をしてみたかったから。 

  □八千代市や千葉大学が行っているイベントに興味があったから。 

  □いつもとは違う人たちと話し合ったり、作業をしたりしたかったから。 

  □家族や友人に勧められたから。 

  □学校の先生に勧められたから。 

  □夏休みの自由研究や宿題として、ちょうどよいと思ったから。 

  □その他 

 

 

 

 

 

D．ワークショップへの参加をとおして、あなたの気持ちにはどんな変化がありましたか？  

Q１～Q18 の質問について、１～３のうち、あてはまる数字を１つだけえらんで○をつけてくださ

い。（テストではないので、正解はありません。あなたが思っていることをその通りに答えてください。） 

 
ワークショップ

に参加したこと

で、前よりそう思

うようになった 

ワークショップ

に参加する前か

ら、そう思ってい

た（あまり変化は

ない） 

ワークショップ

に参加したけれ

ど、あまり、ある

いはまったくそ

う思わない 

Q1．八千代市が大好きだ １ ２ ３ 

Q2．八千代市がくらしやすい場所になるよ

う、自分にできることで貢献したい。 
１ ２ ３ 

Q３．八千代市で起きている問題について、

もっと知りたい。  
１ ２ ３ 

Q４．社会や地域で起きている問題につい

て、家族や友人ともっと話し合ってみたい。 
１ ２ ３ 

Q５．私は、自分と同じくらいの年齢の人と

比べて、八千代市の現在や将来にどんな問題

が起きているのかについて、知識があるほう

だと思う。 

１ ２ ３ 

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
よくある

よくある ときどき
ある

あまり
ない

ほとんど
ない

まったく
ない
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ワークショップ

に参加したこと

で、前よりそう思

うようになった 

ワークショップ

に参加する前か

ら、そう思ってい

た（あまり変化は

ない） 

ワークショップ

に参加したけれ

ど、あまり、ある

いはまったくそ

う思わない 

Q６．八千代市で起きる問題に私が関わるこ

とで、少しでも望ましい方向に現状を変えら

れるかもしれないと思う。 

１ ２ ３ 

Q７．八千代市で起きる問題に私が積極的に

関われば、市の決定にも影響を及ぼすことが

できると思う。 

１ ２ ３ 

Q８．今、もしくは大人になったら、八千代

市で起きる問題を解決するために、関係者

（同じ問題意識を持つ人、地域住民、自治体、

企業など）と一緒に話し合う場に参加した

い。 

１ ２ ３ 

Q９．今、もしくは大人になったら、八千代

市で起きる問題を解決するために、関係者

（地域住民、自治体、国、企業など）に自分

たちの意見を届ける活動に参加したい（例：

パブリックコメントの提出、意見書・質問

書・署名の提出など。SNS を使った活動で

もよい。）。 

１ ２ ３ 

Q10．今、もしくは大人になったら、自分

が興味のある八千代市の問題について市民

や関係者が話し合ったり、協力したりする場

を作り、みんなに参加を呼びかけたい。 

１ ２ ３ 

Q11．今、もしくは大人になったら、自分

が興味のある八千代市の問題について、積極

的に自分の考えを世の中に伝えたい（SNS

を利用した活動でもよい）。 

１ ２ ３ 

Q12．今、もしくは大人になったら、八千

代市を良くする活動のリーダーになりたい。 
１ ２ ３ 

Q13．私は、今八千代市で起きている問題

が将来どうなるか、その問題に対して何かの

対策を行うことで将来どんな良い（もしくは

悪い）影響がありそうなのかなど、長期的な

視点で考えることができると思う。 

１ ２ ３ 

Q14．私は、未来で起きそうな問題にたい

して、問題が起きてから解決方法を考えるの

ではなく、その問題が起こらないようにする

方法を前もって考えることができる。 

１ ２ ３ 

Q15．私は、八千代市の望ましい将来を実

現するために、実行可能性の高い効果的な戦

略を考えつくことができると思う。 

１ ２ ３ 
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ワークショップ

に参加したこと

で、前よりそう思

うようになった 

ワークショップ

に参加する前か

ら、そう思ってい

た（あまり変化は

ない） 

ワークショップ

に参加したけれ

ど、あまり、ある

いはまったくそ

う思わない 

Q16．私は、今の八千代市を望ましい社会

へと変えていくために、立場や意見が異なる

いろいろな人を巻き込んだ戦略を考えつく

ことができると思う。 

１ ２ ３ 

Q17．私は、他の人と一緒に話し合ったり、

協力しあったりして、チームとして上手に作

業を進めることができると思う。 

１ ２ ３ 

Q18．私は、自分と立場や意見が異なる人

であっても、問題の解決に向けて一緒に話し

合ったり、協力しあったりすることができる

と思う。 

１ ２ ３ 

Q.19. 八千代市で起きる様々な問題を解決

するためには、個人で行動するよりも、他の

人と協力してできることに取り組んだほう

が効果的だ。 

１ ２ ３ 

 

E．今回のワークショップで、よかったなと思えることはありましたか？ 以下のうち、当てはまるも

のすべてに○をつけてください。 

  □八千代市の歴史や現状について知ることができたこと。 

  □八千代市の未来を考えることができたこと。 

  □ふだん会わないようなメンバーで話し合いができたこと。 

  □市長に自分たちの意見を伝えられたこと。 

  □大学や研究所の人たちの話を聞けたこと。 

  □特にない。 

  □その他 

 

 

 

 

 

F．今回のワークショップで印象に残ったことや感想を自由にお書きください。 

 

 

 

 

 

 

 

質問は以上です。ご協力ありがとうございました。 
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付録５：館山市未来ワークショップにおける参加者への事後アンケート票 

 

たてやま未来ワークショップ 事後アンケート 

（裏面もあります） 

  お名前              

           (結果は名前が出ないように集計して、研究のためだけに使います)   

A．今日のワークショップへの参加をとおして、あなたの気持ちにはどんな変化がありましたか？  

Q１～Q20 の質問について、１～３のうち、あてはまる数字を１つだけえらんで○をつけてくださ

い。（テストではないので、正解はありません。あなたが思っていることをその通りに答えてください。） 

 
ワークショップ

に参加したこと

で、前よりそう思

うようになった 

ワークショップ

に参加する前か

ら、そう思ってい

た（あまり変化は

ない） 

ワークショップ

に参加したけれ

ど、あまり、ある

いはまったくそ

う思わない 

Q1．館山市が好きだ １ ２ ３ 

Q2．館山市がくらしやすい場所になるよう、

自分にできることで貢献したい。 
１ ２ ３ 

Q３．館山市で起きている問題について、も

っと知りたい。  
１ ２ ３ 

Q４．社会や地域で起きている問題につい

て、家族や友人ともっと話し合ってみたい。 
１ ２ ３ 

Q５．私は、自分と同じくらいの年齢の人と

比べて、館山市の現在や将来に関する問題に

ついて、知識があるほうだ。 

１ ２ ３ 

Q６．館山市で起きる問題に私が関わること

で、少しでも望ましい方向に現状を変えられ

るかもしれない。 

１ ２ ３ 

Q７．館山市で起きる問題に私が積極的に関

われば、市の決定にも影響を及ぼすことがで

きる。 

１ ２ ３ 

Q８．今、もしくは大人になったら、館山市

で起きる問題を解決するために、関係者と一

緒に話し合う場に参加したい。 

１ ２ ３ 

Q9．今、もしくは大人になったら、館山市

で起きる問題を解決するために、関係者が話

し合ったり、協力したりする場を作り、みん

なに参加を呼びかけたい。 

１ ２ ３ 

Q10．今、もしくは大人になったら、館山

市で起きる問題を解決するために、関係者に

自分たちの意見を届ける活動に参加したい

（例：意見書・署名の提出、SNS を通じた

意見発信など）。 

１ ２ ３ 

Q11．今、もしくは大人になったら、館山

市を良くする活動のリーダーになりたい。 
１ ２ ３ 
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ワークショップ

に参加したこと

で、前よりそう思

うようになった 

ワークショップ

に参加する前か

ら、そう思ってい

た（あまり変化は

ない） 

ワークショップ

に参加したけれ

ど、あまり、ある

いはまったくそ

う思わない 

Q12．私は、今館山市で起きている問題が

将来どうなるかや、対策を講じることでどん

な影響がありそうかなど、長期的な視点で考

えることができる。 

１ ２ ３ 

Q13．私は、未来で起きそうな問題に対し

て、問題が起きてから解決方法を考えるので

はなく、その問題が起こらないようにする方

法を考えることができる。 

１ ２ ３ 

Q14．私は、館山市の望ましい将来を実現

するために、実行可能性の高い効果的な戦略

を考えつくことができる。 

１ ２ ３ 

Q15．私は、今の館山市を望ましい社会へ

と変えていくために、立場や意見が異なるい

ろいろな人を巻き込んだ戦略を考えつくこ

とができる。 

１ ２ ３ 

Q16．私は、他の人と一緒に話し合ったり、

協力しあったりして、チームとして上手に作

業を進めることができる。 

１ ２ ３ 

Q17．私は、自分と立場や意見が異なる人

であっても、問題の解決に向けて一緒に話し

合ったり、協力しあったりすることができ

る。 

１ ２ ３ 

Q.18. 館山市で起きる様々な問題を解決す

るためには、個人で行動するよりも、他の人

と協力してできることに取り組んだほうが

効果的だ。 

１ ２ ３ 

Q19．個人で行動するだけでなく、他の人

と協力して一緒に問題に取り組まなければ、

館山市は危機的な状況になる。 

１ ２ ３ 

Q20．他の人と協力して一緒に地域の問題

に取り組むことは、私たちの責任だ。 
１ ２ ３ 
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B．今回のワークショップで、よかったなと思えることはありましたか？ 以下のうち、よく当てはま

ると思うものに２つまで○をつけてください。 

 

  □館山市の歴史や現状について知ることができたこと。 

  □館山市の未来を考えることができたこと。 

 □市長に自分たちの意見を伝えられたこと。 

  □他の学校に通う人たちと話し合いができたこと。 

  □大人と話し合いができたこと。 

  □大学や研究所などの専門家の話を聞けたこと。 

  □特にない。 

  □その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

C．今回のワークショップで印象に残ったことや感想を自由にお書きください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問は以上です。ご協力ありがとうございました。 



 
 

付録６：ウェブアンケートの調査項目 

 
 

このアンケートでは、環境問題に対する考えと行動について調査します。 

環境問題には、地球温暖化、エネルギーや水等の資源枯渇、森林の減少、希少な動植物の絶滅、

大気・水・土の汚染、廃棄物問題などがあります。 

 
Ａパート：全回答者への設問 

  
1. あなたはこれまでに１～８のようなことをしたことがありますか？したことのある活動すべてに○をつ

けてください。 

① 学校や地域等でのボランティア活動に参加する（例：清掃活動、募金の呼びかけ活動、地域行事の手

伝い、災害の被災地への応援など）。 
② 学校での問題について、学生同士での話し合いに参加する（例：生徒会など）。 
③ 学校での問題について、教師や保護者など（学生以外）と話し合う。 
④ 地域や社会で起きている問題について、関係者（地域住民、自治体、企業など）との話し合いに参加

する（例：地域での集会、まちづくりのワークショップなど）。 
⑤ 地域や社会で起きている問題について、関係者（地域住民、自治体、企業など）に自分達の意見を届

ける活動に加わる（例：パブリックコメントにおける意見提出、署名活動への協力など。SNS やイン

ターネット等を通じた活動でもよい）。 
⑥ 地域や社会で起きている問題について、自分達の意見を発信する（SNS やインターネット等を使った

活動でもよい）。 
⑦ 地域や社会で起きている問題について考えるグループや仲間を作る。 
⑧ 地域や社会で起きている問題について、関係者が話し合う場をつくる。 

 
 
以下の文章について、あなたの考えに最も近いものを 1 つ選んでください。 

2. 自分が住んでいる地域が好きだ。 

 
 

3. 自分が住んでいるまちで起きる問題に積極的に関わっても、私がまちの決定に影響を及ぼすことはできな

い。 

 
 

  

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
そう思う

そう思う やや
そう思う

あまり
そう思わない

そう
思わない

まったく
そう思わない

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
そう思う

そう思う やや
そう思う

あまり
そう思わない

そう
思わない

まったく
そう思わない



 
 

4. 自分が住んでいる地域がくらしやすい場所になるように貢献したい。 

 
 

5. 地域や社会で起きる問題に私が関わることで、望ましい方向に少しでも現状を変えられるかもしれない。 

 
6. 今住んでいる地域に住み続けたい。 

 
7. 地域や社会で起きる問題は、個人の力ではどうすることもできない。 

 
 

8. 私は、立場や意見が異なるいろいろな人を巻き込みながら、問題を解決する方法を考えつくことができる。 

 
 

9. 私は、他の人と協力して、チームとして上手に物事を進めることができる。 

 
 

10. 私は、自分とは違う意見を持つ人とも話し合いができる。 

 
 

11. 環境問題は深刻な問題である。 

 
 

  

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
そう思う

そう思う やや
そう思う

あまり
そう思わない

そう
思わない

まったく
そう思わない

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
そう思う

そう思う やや
そう思う

あまり
そう思わない

そう
思わない

まったく
そう思わない

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
そう思う

そう思う やや
そう思う

あまり
そう思わない

そう
思わない

まったく
そう思わない

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
そう思う

そう思う やや
そう思う

あまり
そう思わない

そう
思わない

まったく
そう思わない

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
そう思う

そう思う やや
そう思う

あまり
そう思わない

そう
思わない

まったく
そう思わない

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
そう思う

そう思う やや
そう思う

あまり
そう思わない

そう
思わない

まったく
そう思わない

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
そう思う

そう思う やや
そう思う

あまり
そう思わない

そう
思わない

まったく
そう思わない

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
そう思う

そう思う やや
そう思う

あまり
そう思わない

そう
思わない

まったく
そう思わない



 
 

12. 可能なかぎり環境を守ることは自分の責任だ。 

 
 

13. 環境にやさしい行動をすることは素晴らしい。 

 
 

14. 環境問題は危機的な状況だ。 

 
 

15. 環境問題に対する責任は、個人ではなく、どちらかというと国や企業にある。 

 
 

16. 他の人がする、しないに関わらず、環境にやさしい行動をしなければならない。 

 
 

17. 環境問題は、社会でもっと重要な課題として扱われるべきだ。 

 
 

18. 環境問題の原因は、私たちの日々の生活にある。 

 
 

19. 環境にやさしい行動をすることは当然だ。 

 
 

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
そう思う

そう思う やや
そう思う

あまり
そう思わない

そう
思わない

まったく
そう思わない

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
そう思う

そう思う やや
そう思う

あまり
そう思わない

そう
思わない

まったく
そう思わない

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
そう思う

そう思う やや
そう思う

あまり
そう思わない

そう
思わない

まったく
そう思わない

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
そう思う

そう思う やや
そう思う

あまり
そう思わない

そう
思わない

まったく
そう思わない

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
そう思う

そう思う やや
そう思う

あまり
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20. 環境問題について、人と話すのはどちらかといえば好きだ。 

 
 

21. 環境問題に興味がある。 

 
 

22. テレビ、新聞、書籍、インターネットなどを使って、環境問題を知ろうとしている。 

 
 

23. 私は、学校での活動やサークル・クラブ活動等、他の人と一緒に活動するとき、リーダー的な役割を担う

ことが多い。 

 １．たいていそうだ、 ２．ときどきそうだ、 ３．あまりそういうことはない 

４．ほとんどそういうことはない 

 
24. 身近（家族、友人等）に、地域や社会での活動に積極的に参加している人がいる。 

   １．いる     ２．いない 

 

 

Ｂパート．社会変化を目的とした集団行動 

 

環境問題のひとつに、地球温暖化があります。地球温暖化とは、二酸化炭素などの「温室効果ガス」が

大気中で増加し、地球表面の大気や海洋が暖められすぎてしまう現象のことで、急な環境の変化に対応

できない動植物が死滅したり、農作物が育たなくなって深刻な食糧難に見舞われたり、異常気象が発生

しやすくなるなど、将来にわたって様々な影響が出てくると考えられています。 

 

 

 地球温暖化を防止するためには、温室効果ガスを大量に排出する化石燃料（例：石炭、石油等）をエネ

ルギー源として使わずに、再生可能エネルギー（例：太陽光、風力、地熱等）をもっと活用することが考

えられます。 

例えば、宮崎県五ヶ瀬町では、地元の人々と研究者が協力して小型の水力発電システムを導入し、発電

した電力で得られる収入を地元の課題（若者が働く場所がない、病院が少ない等）を解決する資金に充て

る仕組みが作られました。この取組では、地元の人々は関係者との話し合いに参加して意見を述べたり、

お金を出し合って地元の電力会社を設立するのに協力したりしました。 

 このような地域で再生可能エネルギー・システムを導入する取組は、現在はまだ少ないかもしれませ

んが、10 年後にはもっと盛んになっていると見込まれます。 

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
そう思う

そう思う やや
そう思う

あまり
そう思わない

そう
思わない

まったく
そう思わない

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
興味がある

興味がある やや
興味がある

あまり
興味がない

興味が
ない

まったく
興味がない

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
そうしている

そう
している

やや
そうしている

あまり
そうしていない

そうして
いない

まったく
そうしていない



 
 

 以下の文章について、あなたの考えに最も近いものを 1 つ選んでください。 

 

1. あなたは、今もしくは社会人になったら、関係者（他の住民、自治体、企業など）と協力して、自分が住

んでいる地域の特性にあった再生可能エネルギー・システムを導入する活動に参加したいと思いますか？  

 
 

2. 地域あるいは社会で再生可能エネルギー・システムを導入するような活動を進めなければ、地球温暖化問

題は危機的な状況になる。 

 
 

3. 地球温暖化問題は、エアコンを適切な温度に設定したり電気をこまめに消したりするなど、個人ができる

対策をすれば危機を回避できる。 

 
 

4. 地域あるいは社会で再生可能エネルギー・システムを導入するような活動は、もっと重要視されるべきで

ある。 

 
 

5. 地球温暖化問題を解決するために、地域あるいは社会で再生可能エネルギー・システムを導入することは、

私たち世代の責任だ。 

 
 

6. 地域あるいは社会で再生可能エネルギー・システムを導入する活動は、他の誰かに任せておけばよい。 
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7. 地球温暖化問題を解決するために、地域あるいは社会で再生可能エネルギー・システムを導入する活動に

参加したり、それを応援したりするなど、個人でできることはやるべきだ。 

 
 

8. 地域あるいは社会で再生可能エネルギー・システムを関係者と一緒に導入する活動に参加することは、

日々の生活の中でエアコンを適切な温度に設定してエネルギーの消費を控えるよりも、地球温暖化問題を

解決するのに効果的だ。 

 
 

9. 私が地域あるいは社会で再生可能エネルギー・システムを関係者と一緒に導入する活動に参加したとして

も、地球温暖化問題は解決しない。 

 
 

10. 個人が生活の中で省エネの取組（エアコンを適切な温度に設定する等）をするだけで地球温暖化問題を解

決しようとしても、その効果は限定的だ。 

 
 

11. 地域での再生可能エネルギー・システムを関係者と導入する活動に参加するのは、面倒だ。 

 
 

12. 地域での再生可能エネルギー・システムを関係者と導入する活動に参加するのは、時間がかかる。 

 
 

13. 地域での再生可能エネルギー・システムを関係者と導入する活動に参加することは、自分や社会にとって

役立つ。 
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14. 私は、地域で再生可能エネルギー・システムを導入する活動に参加しようとしたら、どうすればよいか知

っている、あるいはどうしたらよいかを調べることができる。 

 
 

15. 地域で再生可能エネルギー・システムを関係者と一緒に導入するのは、簡単だ。 

 
 

16. 地域で再生可能エネルギー・システムを導入する活動に参加しようと思っても、そのような機会があまり

ない。 

 
 

17. 地域で再生可能エネルギー・システムを導入する活動に参加しないことは、社会道徳上、望ましくない。 

 
 

18. 地域で再生可能エネルギー・システムを関係者と導入する活動に参加することは、社会的に求められてい

る。将来の多くの人は、地域で再生可能エネルギー・システムを導入する活動に積極的である。 

 
 
 

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
そう思う

そう思う やや
そう思う

あまり
そう思わない

そう
思わない

まったく
そう思わない

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
そう思う

そう思う やや
そう思う

あまり
そう思わない

そう
思わない

まったく
そう思わない

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
そう思う

そう思う やや
そう思う

あまり
そう思わない

そう
思わない

まったく
そう思わない

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
そう思う

そう思う やや
そう思う

あまり
そう思わない

そう
思わない

まったく
そう思わない

１ ２ ３ ４ ５ ６

とても
そう思う

そう思う やや
そう思う

あまり
そう思わない

そう
思わない

まったく
そう思わない


	01 本文180809
	02 付録一式180727
	00 付録表紙
	01 プログラム特徴分析結果
	02 サス学アカデミー振り返りシート
	03 サス学アカデミー保護者アンケート票
	04 八千代未来WS参加者アンケート票
	05 館山未来WS参加者アンケート票
	06 社会変化に関係する環境行動アンケート調査票


